
 

 

 

 

 

 

幸せ実感北杜チャレンジプラン（第３次北杜市総合計画、新・行政改革大綱） 

（計画素案）に関するパブリックコメント募集の結果 

 

 

 

市民の皆様からいただきましたご意見については項目ごとに整理し、それに対する市としての考えについて以下に示します。 

 

 

実 施 期 間 ： 令和 3年 12 月 16日（木）から令和 4 年 1月 14 日（金）まで 

 

意見提出状況 ： 提出者 105 人（第３次北杜市総合計画、新・行政改革大綱） 

 

 

■修正…………意見趣旨を踏まえ、計画へ反映（修正）するもの 

■原案どおり…意見趣旨に基づく原案の修正がないもの 

■記載あり……既に意見趣旨が原案に記載されているもの 

■その他………今後の検討課題、今後の取り組みの参考とさせていただくもの 
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１ 計画全体に係ること 

全体的な意見 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

1 （計画構成等について） 

▪ 大部が理念のみの記述。 

▪ 北杜市の名前を他の市名に置き換えても通用する内容。 

▪ きわめて総花的な計画であり、具体性がない。 

▪ 経済成長が幸せであるという旧来の考え方の枠組みを踏襲するのみで、現状認識ができて

いない。 

▪ 感覚的で美しい言葉の羅列に違和感がある。 

（計画構成について） 

■その他 

基本構想は、市の特性や社会経済環境の変化への対応、今後の課題など

を踏まえながら、総合的かつ計画的な行政の運営を図るため、本市が目指

すべき将来像（2030 年、地域のありたい姿）を明らかにし、基本的方向性

を示したもので、策定にあたっては議会の議決を経ることが条例で定めら

れています。 

基本計画は、基本構想で設定した「2030 年、地域のありたい姿」を実現

するための執行計画で、施策を総合的・体系的に示したものです。 

また、著しく変化する社会経済情勢や国・県の政策に柔軟に対応してい

くため、基本構想、基本計画の施策に対応する具体的な事務事業の掲載は

行わない計画構成として作成しています。 

計画案は、地域のありたい姿を明確にし、政策・施策を全般にわたり網羅

的に掲げる形をとっており、それ故に総花的になってしまうこともありま

すが、地域づくりとして考えた場合、むしろ計画的・総合的な行政展開の必

要性は高く、総合計画が総花的・羅列的であることに問題はないと考えて

おります。また、総合計画が総花化していると言うことは、計画策定過程に

住民参画を推進し、多くの参加者の要求に応えた結果とも言えると考えて

おります。 

加えて、第３次総合計画の基本計画は、施策の進捗度を測る KPI（重要

業績評価指標）をはじめて設定するなど成果の「見える化」を図ります。 

（政策推進課） 
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2 （バックキャスティング手法について） 

▪ 現在進行形のものとかけ離れていて、実現性を感じない。 

▪ もっと現実を見つめその現在から具体的にどうやって目的を達成するか見えてこない。 

▪ バックキャスティングの手法と言いながら、市のありたい姿が抽象的で曖昧。ビジョンが

見えてこない。 

▪ バックキャスティング手法は、自治体では限定的にすべき。 

 

（バックキャスティング手法について） 

■その他 

課題を解決するスタンス（フォアキャスティング）では、大きな飛躍につ

なげることは難しいため、バックキャスティングを採用し、これまで以上

に高い目標を設定し、職員や市民の気概・モチベーションを醸成し、チャレ

ンジする機運を高め、成果につなげていきたいと考えております。 

（政策推進課） 

3 （策定過程における市民参画について） 

▪ 策定に際し、市民アンケートやワークショップに続き、パブリックコメントの募集を行っ

ていただきありがたい。 

▪ 理想の世界が広がっていて、これらを着実に一つ一つ実現させるには、市民の協力が不可

欠。 

▪ 市民全員の意見を取り入れるのは当然無理だが、建設的な意見はうまく取り入れて、創意

工夫を重ねて実現に向かっていくことが重要。 

▪ 若手の意見を中心にした、市行政そのものの改革と市民との対話の活性化が重要。 

 

（策定過程における市民参画について） 

■その他 

計画案の策定にあたっては、はじめて総合計画審議会への一般公募枠を

設け、４人の市民に参画いただいております。 

本計画策定の過程においては、コロナ禍ということもあり、住民参画に

よる対話の場が限定的であったことは否めませんが、「市民アンケート」「市

民ワークショップ」「企業団体ヒアリング」に加え、新たに「高校生ワーク

ショップ」「高校生アンケート」「若者世代アンケート」を実施するととも

に、新たに立ち上げた「ほくと子ども育成戦略会議」による提言書等を踏ま

えながら、識者や市内の企業、団体の代表者、一般公募委員により構成され

る総合計画審議会において検討を重ねてきたところであり、様々な声に耳

を傾け、数値の変化にも留意しながら策定作業を進めてまいりました。 

これらの調査資料については、審議会資料として市ホームページに掲載

していますのでご参照ください。 

今後、計画の推進にあたっては、いただいたご意見等も参考にしながら、

様々な機会をとらえて、対話の場づくりを行ってまいります。 

なお、アンケート等で寄せられたご意見等については、事業の企画等の

参考にもさせていただきます。 

（政策推進課） 
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4 （パッケージ化について） 

▪ 全体として素晴らしいチャレンジプランでそうなれば理想。 

▪ 「2 つの重要計画の目指す方向性の整合」とあるが、総合計画が新・行政改革大綱よりも

上位計画であることを確認したい。 

▪ 「ありたい姿」を実現するための対策が連ねられている割に、財源がないことを強調しす

ぎ。 

（パッケージ化について） 

■その他 

本市では人口減少、高齢化が進行しており、財政面の制約も増していま

す。まちづくりのビジョンを描くだけ（総合計画を策定するだけ）では、課

題解決や満足度を高めていくことは難しく、強固な行財政基盤の裏付けを

持たない施策展開には限界があります。すなわち、行財政とまちづくりが

有機的に機能してはじめて、まちづくりのビジョンの実効性が高まると言

えます。 

そのため、「総合計画」と「新・行政改革大綱」の２つ計画を同時に達成

させることが重要であり、２つの重要計画の目指す方向性の整合を図り、

行政経営の視点を強化した「成果」と「市民満足度の向上」に重点を置いた

効果的な施策展開を図る必要があると考えております。 

また、北杜チャレンジプランは、総合計画と行政改革大綱をパッケージ

化することで、「行財政運営」に係る項目の重複を排除し、計画の「スリム

化」を図りました。 

（政策推進課） 

5 （わかりやすさ、表記について） 

▪ 和暦と西暦が併記してあり、わかりやすい。 

▪ 文章は、一般市民が理解しやすい平易、簡潔なものにしてほしい。 

▪ 全体に最新のマスコミ用語と英語が多用されていると感じた。 

▪ 可能な限り、わかりやすい日本語に置き換えてほしい。 

（わかりやすさ、表記について） 

■その他 

次世代を担う若者世代にも伝わりやすい標記を意識して策定し、わかり

にくい用語については、これまで以上に用語解説を記載しました。また、第

３次北杜市総合計画基本構想のありたい姿は、職員及び市民の方々にその

内容がわかりやすく伝わるキャッチコピーを設定しました。 

いただいたご意見等を踏まえ、市民の皆さまにご理解いただけるよう、

引き続き、分かりやすい説明に努めてまいります。 

（政策推進課） 
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２ 第３次総合計画基本構想について（P2～22） 

第１章 序論 

1-3 まちづくり・計画策定の視点 

コラム：市民参画・市民協働の考え方（P6） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

6 ▪ 地方自治体においては「住民自治」と「団体自治」が基本であり、この基本から見て計画

案にある記述は大きく離れている。 

▪ 記述にある「住民参画」「市政の主権者」は後景に置かれている。 

▪ イラストの中に「主権者」という言葉が無くなっている。 

▪ 市民は「市政の主権者」だという位置づけを明確に打ち出していただきたい。 

▪ 私たちは単なる「受益者」でなく、「市政の主権者」だからこそ市の政策による福祉などを

享受する「権利」があると言える。「住民基本条例」をつくり、それを基本にした総合計

画、行政改革大綱であるべき。 

▪ 「住民が市政の主権者」であることが絵にかいた牡丹餅でないためには「住民投票条例」

をつくり、施行させることではないか。 

▪ 総合計画は、審議会はあっても「対話の場づくり」は名ばかりで実態が見えない。 

■原案どおり 

このコラムでは、憲法で保障された地方自治のうち、住民自治について

記述したものになっています。団体自治というのは、中央集権ではなく、

自治体の自主性・機動性を担保する主旨のものであり、これに関しては本

計画では問題として取り上げていません。 

本計画では、住民参画・協働などの住民自治の希薄化を問題意識として

おり、住民は受益者であるだけでなく、主権者であり、協働の担い手であ

ることを再確認するコラムとして記述しています。 

このため、市民の役割として、「行政サービスを受ける（＝受益者）」、「地

区や地域のことを決める（＝主権者）」、「公共のことを担う（＝協働の担い

手）」の３つを挙げています。主権者であること、協働の担い手であること

の位置づけは軽視する意図はなく、むしろ啓発する意図で作成しています。 

また、住民自治は市政運営や地域づくりの理念であり、ここまで到達す

れば達成したといえるとか、他地域よりポイントが高ければよいと評価す

るものではありません。不断の努力をしていくという意図でこのような表

現をしております。 

（政策推進課） 
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第３章 北杜市を取り巻く状況と今後の見通し 

3-2 産業（P12～13） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

7 ▪ 後継者がいないことや山林管理の放置が市内で顕在化しているのではないか。 

▪ 農林業に関するデータも紹介すべき。 

▪ 近年の気候変動の影響から今後世界的に食料生産が厳しくなると言われている。「食」は

生きる基本、北杜市には休耕地が多く、農業の後継者も厳しい状況。 

▪ 現役世代の移住者を迎えるには「仕事」が必要。 

▪ 農業・林業の従事者が少し増えているとはいえ非常に少ない。 

▪ 農業で生活していける条件を整え、働く世代を呼び込む政策を打ち出せないか。 

▪ 農産物は、学校給食や宿泊・飲食業等での利用のほか、東京等へ出荷も期待できる。 

■記載あり 

農林業における担い手の高齢化と減少による荒廃化の懸念は、P14 の「コ

ラム：避けるべき未来の姿～負のシナリオ～」に記載のとおりです。 

他産業とのバランスを踏まえ、ここで農林業に関するデータは示しませ

んが、部門別計画の該当箇所に、今後、農林業に関するデータを追加する予

定です。 

また、取組に関するご意見については、部門別計画に記載のとおりです。 

（政策推進課・農業振興課・林政課） 

 

3-3 財政（P14） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

8 （現状と課題について） 

▪ 特別会計の市債の残高の記載がない。 

▪ 市の貯金額（基金）は県内トップクラスだと聞いた。 

▪ 市財政の仕組みは複雑で市民がそのすべてに通じているわけではない。 

▪ 市民に役立つ公共交通を目指して活動をしているが、常に財政面が課題だと言われる。 

▪ 「令和８（2026）年度以降には実質単年度収支がマイナスに転じる見通し」という表現に

なっているが、現在でも赤字になっているかのような口コミが広がっている。 

▪ 「財政が厳しい」という表現ばかりで、市民に対する脅しのように感じる。 

 

 

（現状と課題について） 

■原案どおり 

北杜市では、効率的かつ効果的な行政運営を目指し、これまでも行政基

盤の強化や財政の健全化に取り組んでまいりましたが、人口減少や少子高

齢化が進展するなかで、現在の行政各般にわたるサービス水準の維持が困

難になることが懸念されています。 

そのため、財政の状況や公共施設の状況などの厳しい認識や更なる改革

を徹底していく必要性について、市民目線に立った分かりやすい情報発信

を行い、市民と共有していくことが重要であると認識しております。 

計画案 P85～90 にかけて、本市の財政状況、運営における課題等を記載

しておりますが、いただいたご意見等についても今後、参考にさせていた
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だき、引き続き、より分かりやすい表現で情報発信に努め、市民の皆さまと

ともに改革に取り組み、持続可能な行財政への道筋を立ててまいります。 

（財政課） 

9 （今後の方策について） 

▪ 市民が必要とするところへ予算配分を考えること、そのためにも市民の声を丁寧にしっか

り反映した行政改革が実施されるべき。 

▪ 合併によるデメリットについては考慮・対策しないでいいのか。 

▪ 各地域にはそれぞれ文化や歴史、農業などの産業といった個性がある。「統合しなければ

立ち行かない」といった危機感を煽る手法は、地域の活力の源である誇りを奪いかねない。 

▪ 町村合併によってできた自治体こそ、各地域への配慮が必要である。 

▪ 若者の転出要因は、雇用が少ないからで、雇用を増やす努力と産業を守る努力が足りない。 

（今後の方策について） 

■原案どおり 

平成の大合併は、国と地方の財政状況の悪化があり、厳しい財政状況下

において、合併を通じて組織のスリム化や投資の効率化を図ることが求め

られ進められたものです。 

その意味でも合併した本市にとって重要なことは、「行財政の効率化」と

「新たなまちづくり」をどのように形成すべきかが重要になります。 

本市では、旧町村単位での地縁的な結びつきが色濃く残っており、各地

域の個性を活かす努力を継続しながらも、「北杜は一つ」との考えのもと、

一体的なまちづくりを展開していくことがより重要であると認識してお

り、今後もいただいたご意見等も参考にしながら、市民のいのちと暮らし

を守るため、これまでの延長ではない大胆な改革に取り組んでまいります。 

（財政課） 

 

コラム：避けるべき未来の姿～負のシナリオ～（P15） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

10 ▪ 「悪循環の連鎖」の図を掲げたことを評価。抜本的改革への着手を応援する。 

▪ 「避けるべき負のシナリオ」と聞いて、真っ先にイメージしたのは地上設置型太陽光発電。 

▪ 森や農地、住宅の周囲に太陽光パネルが乱雑に設置されどんどん失望と不安になり調和の

取れないまちになっている。 

▪ 湧水地の周辺、河川の周囲の木も伐採され、水質、水体系が変わり、水が汚染され、水害

が頻繁に起こる。 

■記載あり 

「避けるべき未来の姿～負のシナリオ～」では、主に本市の人口構造に

着目した避けるべき将来の姿を示し、それをいかに回避するかを考えるき

っかけにすることを意図としました。 

観光地・別荘地の魅力低下・転入鈍化と転出加速も、人口減少により地域

の環境が荒廃し、負の循環が起きるということを想定しています。 

また、自然を保全し共生する地域であることの価値を具現化し、地域ブ
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ランドとして発信していくことが重要であるため、ありたい姿、リーディ

ングプロジェクト等に自然・景観の保全に関して記述しております。 

（政策推進課） 

 

第４章 2030年、地域のありたい姿 

4-1 2030 年の地域のありたい姿（P16） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

11 ▪ 「ありたい姿」は、どの自治体でも使える総花的で住民臭が感じられないので意味がない。 

▪ 「子どもの笑顔が自分の笑顔になるまち」など、５つのありたい姿に異存はない。 

▪ 北杜市の「水」の美味しさは、市外から来た人にとっては大変な魅力である。地元の人は

「水」の魅力が分かっていない。高品質な水道水を保つ努力をすべきである。 

▪ これからの時代は、速さ・成長よりも充実が大切で、高速交通の重要性は低い。 

▪ リニア新幹線は当初は駅に降りる客がいても、やがて通過駅化して優位性がなくなる。 

▪ 日本の人口が減少に向い、かつ、当市が８町合併時の負の遺産を処理する財政健全化に向

けた公共施設縮減を進めるなかで、「選ばれる自治体」であり続けるのは容易ではない。 

▪ SDGs の視点から人口目標未達成の場合の「プランＢ」を用意しておく必要がある。 

▪ 将来都市像「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」は、合併後 17 年が過ぎた現在で

も何ら具体化していない。 

▪ 将来都市像「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」は抽象的すぎる。 

▪ 将来都市像は、「地域の個性や強みを生かしながら社会変化に対応し、10 年後に子どもが

賑わう夢叶うまち、市民が幸せを実感できるまち」の方がイメージしやすく具体的。その

後の「ありたい姿」とも重なり、将来都市像としてふさわしいのではないか。 

▪ 耳障りの良い言葉を羅列しているが、新・行政改革大綱の方針と真反対ではないか。 

■原案どおり 

総合計画のため、政策・施策等を全般にわたり網羅的に掲げており、それ

故に総花的な印象になってしまうことも認識しておりますが、計画案では、

北杜市を取り巻く環境変化や時代のニーズに対応し、2030 年に市民が実現

したいまちの姿（ありたい姿）を設定し、その訴求力を向上させ、市民等へ

の認知度を高めるため、ありたい姿にそれぞれキャッチコピーを付けてお

り、すべての市民にとってより身近に感じる計画となるよう工夫したとこ

ろです。 

その上で、計画案では、これまでの総合計画とは異なり、子育て世代や若

者世代に選ばれるまちを目指す施策や事業の優先度を明確にするため、新

たにリーディングプロジェクトを設定することにより、北杜市らしさを表

現しております。 

なお、将来都市像は、北杜市発足以来、継承してきている表現で、理念的

前提として第３次総合計画にも継承するものとしております。 

（政策推進課） 
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4-1 『子どもの笑顔が自分の笑顔になるまち』（P17） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

12 ▪ 「◆母子の命と・・・健やかに成長している」を「…健やかに成長し、幸せを実感してい

る。」に変更してほしい。 

▪ 「◆学校教育では･･･」は、この部分だけ限定的、具体的過ぎて違和感がある。 

▪ 「◆学校教育では･･･」は、教育の在り方を総括的に示せていないし、子どもたちが力を

身につけているかどうかという最上位目標となっていない。 

▪ 「◆学校教育では･･･」を「◆地域の資源や人材を生かした魅力ある教育により、子ども

たちの“生きる力”が育まれている。」に変更してほしい。 

▪ 「大人が子供を暖かく見守り、地域に挨拶、笑顔がある」を加えてほしい。 

▪ 子どもの数を増やすためには、出産可能な女性が転出しないようなまちづくりが必要であ

るが、転出の理由は、仕事がないことが一番の理由ではない。 

▪ 転出の理由は、地域の家父長制あるいは封建的なあり方が嫌で出ていく女性が多い。 

▪ 「◆学校教育では･･･」とあるが、そのためには、更なる少人数学級を促進するなどが必

要。 

▪ 学校統廃合は、子どもたちの力を伸ばすのに逆行している。 

▪ 自然の中で子どもを育てたい現役世代が移住してくる。 

 

■原案どおり 

「子どもの笑顔が自分の笑顔になるまち」は、若い世代の結婚・出産・子

育ての希望をかなえることや地方への新しい人の流れをつくることなどを

目指した「ありたい姿」となっています。 

 子どもの数を 2 倍にするために、より高い理想を起点に施策を考えるバ

ックキャスティングの手法を用いて、本計画は作られています。このため、

あらゆる官民の資源を投入していくことが必要になります。その際には必

ず予算やマンパワーなどの制約が発生します。 

 本計画ではゴール（ありたい姿）と実施手段の方向性を示しています。

さまざまな制約の中で成果をあげていくための具体的な施策・事業は、今

後、いただいたご意見等も参考にしながら、本計画を実施する中で、具体

化してまいります。 

 また、子どもの数を増やすには、移住者の確保が重要であり、そのため

には関連する多分野にわたる取組で総合的に成果をあげていく必要があり

ます。あるべき姿と人口目標を明示することで、全庁的に連携した取り組

みを推進してまいります。 

（政策推進課） 

 

4-1 『ともに、よりよく生きるまち』（P18） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

13 ▪ 60 代を過ぎると、健康、体力気力の個人差が大きくなる。 

▪ 若い頃とは働き方は違うが、70 代、80 代まで収入を得て税金を払える人も多くなる。 

▪ 培った経験を活かして、子どもとのコミュニケーションやクラブ活動のボランティア活動

をしている。 

■原案どおり 

「ともに、よりよく生きるまち」は、時代にあった地域をつくり、生活面

の充実や暮らしやすさなどを目標とした「ありたい姿」となっています。 

この「ありたい姿」を実現するため、部門別計画に高齢者、障がい者施策
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▪ 高齢者施設でのボランティア活動が活性化している。 

▪ 学びの杜タレント制度がもっと手軽に親しみやすくなっている 

▪ 自分の知識を教えたい市民が講師役となって、学びたい市民に教えている。 

▪ 市主催の講座に集まった参加者で自主サークルが作られ、活動や働き場の多様性などが広

がっている。 

▪ 「ともによりよく生きるまち」のキャッチコピーは単に絵に描いた餅。 

などを織り込んでいます。今後は、いただいたご意見等も参考にしながら、

一人ひとりが豊かさを実感できるまちづくりを進めてまいります。 

（政策推進課） 

 

4-2 人口目標（P22） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

14 ▪ 人口増加のグラフが出ているが、こんな甘い見通しは信用できない。 

▪ とても具体的な裏付けがあるとは思えない。 

■原案どおり 

人口目標は、見通しではなく目標になります。 

今回、採用したバックキャスティングでは、特性上、高い目標を設定する

ことが基本となります。もちろん「高いだけ」の目標では意味がありませ

ん。大切なことは、2030 年に、どんな地域でありたいか、どんな地域にな

りたいか、を考えることであり、なぜ、何のために高い目標を掲げる必要が

あるのか、と考えることだと思います。 

「10 年間で子どもの数を２倍」は、非常に高い目標ではありますが、人

口減少がもたらす脅威から、取り返しのつかない状態にならないように、

市民の生命、財産、健康をまもる、持続可能な発展を目指すために必要な目

標だと考えています。 

難易度の高い目標であることは間違いありませんが、できるできない論

ではなく、この目標値は通常ではたどりつけない高い水準を設定すること

で、新たな発想で挑戦していくことを目指すものです。 

（政策推進課） 
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３ 第３次総合計画前期基本計画について（P23～80） 

第１章 リーディングプロジェクト 

リーディングプロジェクト（LP）全体 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

15 ▪ リーディングプロジェクト１と２を深めて真剣に取り組むことが重要 

▪ 『チャレンジプラン』であるから 10 本の LP すべてが「･･･をつくる」「･･･にチャレンジ

する」であることは理解できる。 

▪ 「この地域のコア・コンピタンスである･･･を守る」というプランが皆無であることには

不安を感じる。 

▪ ハコモノを「つくり」、新機軸に「チャレンジ」してきた結果、過去 40 年間に繰り返えさ

れた「失敗遺産」が市内各所に少なからず残る。今度も「つくる」掛け声一色で良いのか？ 

▪ 「選ばれる地域」への生き残りをかけて強みである「核心的競争力」を守り、磨きをかけ

て比較優位を揺るぎないものにすることは、地域戦略の基本中の基本。 

▪ 「強みを守ることの位置付けは低い」と市民は受取らざるをえない。 

▪ LP の小項目の上に「ありたい姿」が重複して書かれていますが、必要ないと思う。（「あ

りたい姿」自体が LP のように見える） 

▪ 「ありたい姿」の実現に必要な LP がそれぞれ２つずつ書かれていますが、2 つずつに統

一する必要は無いのではないか。 

▪ 「ありたい姿」の下の文章（◆）に対応した形で、LP の施策（大）（●）が書かれている

と良いのではないか。 

▪ 部門別計画は LP の順番にも対応していないので、分かりにくい構成になっている。 

 

 

 

■その他 

第３次総合計画では、市が目指す「2030 年、ありたい姿」を早期に実現

していくため、それぞれのありたい姿において、総合的かつ重点的に取り

組む施策を選択し、横断的な関連付けや計画全体を誘導して相乗的な効果

を発揮させることを目的としています。こうした役割を明確にするために

部門別計画とは別に「リーディングプロジェクト」を設定しました。 

このリーディングプロジェクトは、まちづくりを推進するうえで核とな

り、前期基本計画期間において特に重要かつ先導的な役割を持ちます。あ

りたい姿と部門別計画との対応は、P37･38 に一覧表の形で示しています。 

プロジェクトでは、北杜市の地域特性や現状に合致し、相乗的な効果が

期待できる北杜らしさのあるものとして設定します。また、「ありたい姿」

と「リーディングプロジェクト」との対応を明確にして、わかりやすさを優

先しています。いただいたご意見等は、今後の参考とさせていただきます。 

（政策推進課） 
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【LP1-1】子育て・教育で選べる地域をつくる（P27） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

16 （LP1-1 取組の視点） 

▪ 若い世代の移住者を増やすことが人口増加と子どもの数増加につながることは明らか。 

▪ 「ありたい姿」は、選ばれる地域をつくることではなく、「子どもが笑顔になり」「子ども

が地域の宝になっている」ことで、結果として選ばれる地域になっているのではないか。 

▪ どんなに特色のある子育て環境を作って、子育て世代や子どもを増やしても、子どもたち

が笑顔で、それが地域に歓迎されていなければ「ありたい姿」は実現できない。 

▪ 「■多様な就労形態や保育ニーズに対応するため、質の高い教育・保育サービスを･･･」

は、内容として「教育」が入っているのはおかしい。 

▪ 教育に関する視点が不足している。 

▪ 地域の資源や人材を生かした、特色ある教育により、子どもたちの“生きる力”が確実に育

まれることを目指してほしい。 

（LP1-1 戦略） 

▪ 「●地域での交流･･･」は誰の交流か、何の支援かが分からない。 

▪ 「公園整備」を加えてほしい。 

▪ 「保育人材の育成」「保育の質の向上」を加えてほしい。 

▪ 「保育の質」は意味が分かりにくい。 

▪ 「子どもの“生きる力”を育む教育施策の見直し」を加えてほしい。 

▪ 「地域の資源や人材を生かした学びの場の充実」を加えてほしい。 

▪ 「地域の教育力の向上、教育人材の育成」を加えてほしい。 

▪ 「地域に開かれ、信頼される学校教育の推進」を加えてほしい。 

▪ 「子育てするなら北杜」と言える教育内容が見えない。 

（LP1-1 基本目標） 

▪ LP1-1 の指標として、「子どもたちの自己肯定感」や「知的好奇心の高さ（勉強がおもし

ろいと感じているかどうか等）」を設定してほしい。 

■修正 

リーディングプロジェクトの「子どもの笑顔が自分の笑顔になるまちづ

くり」を目指すための手段として、「子育て・教育で選ばれる地域をつくる」

ことが重要と考えております。 

北杜市では、これまでも結婚、出産から学校教育の各段階で子育て支援

に係るサービスを拡充してきましたが、市民や移住希望者に子育て・教育

で選ばれるためには、「子育てするなら北杜」という地域ブランドを構築し

ていくことが重要です。そのため、各種施策を組み合わせ、子育て支援や教

育内容をさらに充実してまいります。いただいたご意見等を踏まえ、次の

とおり修正します。その他ご意見等については、今後の参考とさせていた

だきます。 

［修正内容］ 

（LP1-1 視点） 

⚫ 子どもとその家族への総合的で切れ目のない支援を高い専門性と地

域の力で実現できる環境を整備していくことが求められています。 

⚫ 多様化・高度化する保育・教育ニーズに対応するためには、質の高い

保育・教育を提供する環境整備が必要です。 

（LP1-1 戦略） 

⚫ ソフト・ハード両面からのネウボラ事業の基盤強化 

⚫ 学生への奨学金制度の創設 

⚫ 多様性を理解し、豊かな国際感覚を持った人材育成の推進 

⚫ 質の高い保育、保育園経営の差別化の推進 

（政策推進課） 
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【LP2-1】健康を支え、生命を守る体制をつくる（P29） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

17 （LP2-1 戦略） 

▪ 「●接種率の向上など･･･」は、予防接種が必ずしも「感染」予防にはならない。 

（LP2-1 戦略） 

■その他・修正 

ワクチンの発症予防効果は 100％ではありませんが、感染症の発症を予

防する効果があり、また、感染や重症化を予防する効果も確認されていま

す。時間の経過とともに感染予防効果や発症予防効果が徐々に低下する可

能性はありますが、重症化予防効果は比較的高く保たれていると報告され

ています。（厚生労働省 HP 参照） 

ご意見等を踏まえ、記載内容を次のとおり修正します。 

［修正後］ 

「感染症予防対策の拡充及び対応のための体制強化」 

（新型コロナ対策課） 

 

【LP2-2】協働・支え合いのまちつくる（P30） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

18 （LP2-2 取組の視点） 

▪ 「■子ども･･･」の「まちづくりに参加」を「主体的にまちづくりに参加」に変えたい。 

▪ 「情報提供」「市民参加型事業を増やしていく」「市民の声を取り入れる仕組みの充実」「子

どもの声を取り入れる仕組みを作る」といった内容を加えてはどうか。 

▪ 「■地域福祉の･･･」は、防災、子育てといったことも支え合いの必要があるので「地域福

祉」に限定しなくても良いのではないか。 

▪ 「■移住者と地元民が、お互いの価値観や生活様式の違いを認め、尊重し合えるよう、交

流や協働の場を増やしていく必要があります。」を加えてほしい。 

▪ 「■自治会を再編し、自治会活動の内容や地域と行政の役割を見直す必要があります。」

を加えてほしい。 

（LP2-2 取組の視点） 

■修正 

リーディングプロジェクトの「ともに、よりよく生きるまちづくり」を

目指すための手段として、「協働・支え合いのまちをつくる」ことが重要と

考えております。子ども、高齢者、障がい者などすべての市民が地域で暮

らし、生きがいをともにつくり、高め合うことができる地域共生社会の実

現に向けて、支え手、受け手という関係性を超えて、地域のあらゆる住民

が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティ

を育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合いながら暮ら

すことのできる仕組みを構築してまいります。 
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▪ 旧町村の枠にとらわれた勢力争いや公平性の主張が見受けられることにも向き合い、旧町

村を超えた枠組みで自分たちのまちを捉えられるよう意識改革が必要。 

▪ 「■旧町村にとらわれず、市全体の枠組みでまちづくりを考えられるよう、市民の意識を

変えるため、旧町村を超えた交流や協働の場を増やしていく必要があります。」を加えて

はどうか。 

▪ 「シェアハウス」「ワークシェア」「地域コミュニティの再編（再構築）」「子ども議会」と

いった内容を検討してほしい。 

（LP2-2 基本目標） 

▪ LP2-1 の指標として「子育て世代の女性就業率」が上がっているが、出生率低下につな

がる可能性があり、LP1-1 の指標「合計特殊出生率」に逆行するのではないか。 

いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。その他のご意見

等については、今後の参考とさせていただきます。 

［修正後］ 

（LP2-2 視点） 

⚫ 物質的な豊かさが行きわたった一方、少子高齢化を背景に核家族化

やつながりの希薄化進行し、地域の担い手という意識が弱まり、地

域での支え合いの活動が低下する傾向にあります。 

⚫ あらゆる市民が、全市あるいは特定の地域の未来をつくるための検

討の場に参画できる機会を増加させるとともに、参加しやすくなる

仕組みをつくることが求められています。 

⚫ 地域課題の検討に参加した市民が、まちづくりの活動に参加し、協

働の担い手となっていくことや、反対に地域活動やNPO活動をきっ

かけに、検討に参画するような好循環を作り出していくことが重要

です。 

⚫ 市民のライフスタイルや価値観、国籍などが多様化しています。

様々な市民が互いの生き方や考え方を尊重して、ともに暮らしやす

い地域社会をつくっていくような関係の構築が求められます。 

⚫ このため、子どもから高齢者、障がい者、外国人、すべての市民が

地域で安心してともに暮らし続けられるよう、様々な問題を「我が

事」と捉え、相互扶助や協力的な行動を増加させていくことが求め

られています。 

⚫  

（LP2-2 戦略） 

⚫ 市民参画機会の拡充や仕組みづくり 

 

（LP2-2 基本目標） 

⚫ 地域で支え合いが行われていると感じる市民の割合 

（政策推進課） 

 



14 

 

【LP3-1】地域資源を活用して新しい価値をつくる（P31） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

19 （LP3-1 取組の視点） 

▪ 内容は、なかなか良いと思う。具体化する時に新・行政改革大綱と相反しないか心配。 

▪ 「■事業経営者や･･･」については、「次世代への継承」に加えて「新たな価値の創造」「活

用」も促した方が良い。 

▪ 遊休資産を市で把握し、「利用希望者とのマッチングや補助」を行ったり、「使い手のない

資産の公有化を検討」してはどうか。 

（LP3-1 戦略） 

▪ 「●多世代交流機会の創出」は、LP2-2 の戦略に含まれるのではないか。 

▪ 「●多世代交流機会の創出」に対応する部門別計画として、2-3-1 と 3-4-3 が挙げられて

いるが、いずれも多世代の交流機会については触れられていない。むしろ 1-4-1 と 3-2-1、

行 4-1-1 を別記のように修正し、対応施策としてはどうか。 

（LP3-1 取組の視点） 

■修正 

リーディングプロジェクトの「新たな価値を奏でる創造のまちづくり」

を目指すための手段として、「地域資源を活用して新しい価値をつくる」こ

とが重要と考えております。P14 に記載のとおり、北杜市では多死社会化

が進んでおり、今後、地域の空洞化が進むことで、地域活力の一層の低下

という悪循環につながることを回避しなくてはなりません。そのため、地

域力の構成要素として、「地域資源」に着目し、農林水産資源、自然環境資

源、文化資源、観光資源などの北杜市の強みである資源を再評価、発掘し、

地域の知恵と工夫を引き出し、磨き活用し、生活と生産が一体となった多

様で創造的な地域を創出していくことが必要であると考えております。ま

た、その磨き上げや活用にあたっては、大学、企業との連携や地域間連携

なども促進していく必要があると考えております。ご意見等を踏まえ、次

のとおり修正します。その他のご意見等については、今後の参考とさせて

いただきます。 

［修正後］ 

（LP3-1 取組の視点） 

⚫ 事業経営者や･･･、遊休化した資産の次世代への継承を促し、新たな価

値の創造につなげていく必要があります。 

⚫ 次世代につなぐべき、地域の宝は例えば以下のようなものです。 

清里や増富の知名度を活かして、住む人も訪れる人も心地よく、感動

を提供する地域の再生 

どこか懐かしく情緒のある古い町並みや古民家を、再活用した上質で

安らげる空間づくり 
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農地や山林を活用した地産地消型の生産・消費システムの構築 など 

⚫ 地域の宝を活用するには、固定観念にとらわれず、広域的な視点、企

業・教育機関等との連携の可能性などを模索し、地域課題の解決と新

たな価値の創造に挑戦していくことが求められます。 

（LP3-1 戦略） 

⚫ 次世代につなぐための多世代交流機会の創出 

※部門別計画・行革との対応の修正内容 

【1-5-4】【3-4-3】【4-1-2】【4-2-1】【4-3-3】 

⚫ 地域間連携、産学官連携・協働による課題解決の推進 

※部門別計画・行革との対応 

【3-4-2】【4-3-1】 

（政策推進課） 

 

【LP3-2】行政・地域の DXを推進する（P32） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

20 （LP3-2 取組の視点） 

▪ 新たな価値をつくる行為ではないように思われるので、【LP5-3】とした方が良い。 

（LP3-2 基本目標） 

▪ マイナンバーカードの交付率が目標になっているが、マイナンバーカードの個人情報漏洩

やカードを持ちたくない人への配慮が必要。 

■原案どおり 

（LP3-2 取組の視点） 

DX に期待することは、現在、人手がかかっている業務の自動化です。そ

れにより、人手不足を解消し、より価値を生み出す仕事に労働力を割り当

てられるようにする意図があります。このため、新たな価値をつくる行為

につながっています。 

（LP3-2 基本目標） 

個人情報の取扱いに十分留意し、情報セキュリティ対策を講じ、安全・安

心で利便性の高いデジタル社会の基盤であるマイナンバーカードの普及と

その利便性向上等を図ってまいります。 

（政策推進課・管財課・市民課） 
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【LP4-1】世界水準の観光と食の都市をつくる（P33） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

21 （LP4-1 取組の視点） 

▪ 世界水準の観光資源を守り、価値を高めるため「保全レベルを世界水準にする」という言

葉を入れてほしい。 

▪ 「■本市に集積している･･･」に「市外からお金を稼ぎ」という表現があるが、「地域内で

経済を回す」という考え方も取り入れてほしい。 

▪ 「観光業を頼みにして市外からお金を稼ぐ」という発想は、コロナ禍で分かるように極め

て脆弱。サステナブルを言うならば、市内だけでも経済が回るようにしていくべき。 

▪ 高速道路の工事が始まれば、八ヶ岳南麓の自然や田園風景は破壊され、大きな地域資源を

失う。工事の騒音や車両の往来で居住地としても観光地としても魅力が失われる。 

▪ 高速道路開通は中止。インフラの老朽化により、トンネルや橋梁の早期改修が急務となっ

ており、公共事業費や労働力を新規インフラの整備に費やす余裕は無いはず。 

▪ 中部横断自動車道もリニア中央新幹線の開通も山梨は通過点になる。 

（LP4-1 戦略） 

▪ 「●世界レベルの保全を実現するため、研究機関との協働による調査や保全研究を行い、

必要な保全策を講じる」を加えてはどうか。 

▪ 「●市産農畜産物の･･･」に「市内での利用促進」を加えてほしい。 

■原案どおり 

（LP4-1 取組の視点） 

 リーディングプロジェクトの「もっと、世界を魅了するまちづくり」を

目指すための手段として、「世界水準の観光と食の都市をつくる」ことが重

要と考えております。世界水準の観光と食の都市の目的は、真の「住んで

よし、訪れてよし」の北杜市を築き上げていくことです。市民が「住んでよ

かった、これからも住み続けたい」というまちづくりを、そして、北杜市を

訪れるすべての方が「訪れてよかった、住んでみたい」と実感できる満足

度の高い地域づくりが必要です。住みやすいところに人は集まり、人の活

動そのものが地域発展の原動力となることから、観光振興による経済の活

性化、雇用機会拡大の増大、諸外国との相互理解の増進などを図り、世界

から選ばれる魅力あるまちづくりを推進していくことが重要であると考え

ております。いただいたご意見等については、今後の参考とさせていただ

きます。 

（LP4-1 戦略） 

LP3-1 戦略に「地産地消型の生産・消費システムの構築」を追加します。 

（政策推進課） 

 

【LP4-2】北杜のファンをつくり、ともにチャレンジする（P34） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

22 （LP4-2 取組の視点） 

▪ シビックプライド、北杜ファン等と現実の差が激しい。 

▪ 太陽光に苦しめられた市民は北杜市に幻滅し引っ越しました。 

（LP4-2 取組の視点） 

プロモーションの内容と実態とが乖離してしまい、地域のブランドイメ

ージを傷つけることは避けなければなりません。市民、企業、行政等が協
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力しながら、「暮らしたい」「働きたい」「訪れたい」と思っていただけるよ

う地域を活性化し、地域の魅力やブランドを発信してまいります。 

（政策推進課・秘書広報課・企画課） 

 

第２章 部門別計画 

1-1 安心して子どもを産み育てられる支援の充実 

1-1-1 妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援体制の強化（P40） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

23 ＜子どもと親の健康確保と医療体制の充実＞ 

▪ 出産をサポートする産婦人科がない。助産院との提携を強くし、対策を考えるべき。 

▪ 産婦人科の開業支援だけでなく、市立病院に産婦人科を開設することを検討してほしい。 

▪ 「子育て」を謳うなら、産科医師を誘致すべきではないか。 

▪ 「周産期医療の充実、出産施設の整備」を加えてほしい。 

 

＜子どもと親の健康確保と医療体制の充実＞ 

■記載あり 

記載のとおり、妊娠・出産・子育てに関わる医療体制の充実に向け、産婦

人科と小児科の開業支援や他の選択肢も含め、多角的に検討を進めてまい

ります。 

（健康増進課） 

 

1-1-2 子育てに関する情報提供や交流・学習機会の充実（P40） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

24 ＜子育て支援施設の整備、運営の充実＞ 

▪ 「地域の自然を生かした遊び場や体験施設、プレーパークの設置・運営」を加えてほしい。 

＜子育て支援施設の整備、運営の充実＞ 

■記載あり 

記載のとおり、親子が気軽に集い、交流が出来る子育て支援の拠点とな

る新たな複合施設の設置や公園について検討してまいります。 

（子育て応援課・ほくとっこ元気課） 

 

1-1-3 出産・子育ての経済的負担の軽減（P40） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 
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25 ＜出産・子育ての経済的負担の軽減＞ 

▪ 「通園・通学用品のリユースを推進します」を加えてほしい。 

▪ 「義務教育期間までの学校関係費（給食費・教材費・積立金・PTA 会費・後援会費など）

の無償化を検討する」を加えてほしい。 

＜出産・子育ての経済的負担の軽減＞ 

■原案どおり 

記載のとおり、子どもを産み育てやすい環境づくりに向け経済的負担の

軽減を図ってまいります。いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

（子育て応援課・ほくとっこ元気課） 

 

1-1-4 支援を要する家庭の早期発見・相談支援 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

26 ＜子どもの貧困対策の推進＞ 

▪ 「子どもの貧困対策」に関しては、独自の項目を掲げて対応すべき。 

▪ 福祉事務所（市福祉担当）と教育委員会（学校教育担当）が連携できるか否かが重要。 

▪ 福祉事務所と教育委員会の連携を明確に書くべき。 

▪ 学校が問題の早期発見や相談窓口としての役割を担うケースが増えている。 

▪ 教職員への研修、専門職員の派遣・常駐といった方法も有効。 

 

＜子どもの貧困対策の推進＞ 

■修正 

北杜市では、令和３年４月に NPO 法人フードバンク山梨、市、市教育委

員会の３者により、「子どもの貧困対策連携協定」を締結するなど、地域や

関係機関と連携して子どもの貧困対策に取り組んでおります。ご意見を踏

まえ、福祉事務所と教育委員会との連携について次のとおり追加します。 

［修正後］ 

「貧困状態にある子どもが健やかに成長する環境を整備するため、庁内

で連携を図りながら、地域やNPO と協力し、食料支援等の子どもの貧困対

策の取組を進めます。」 

（子育て応援課・教育総務課） 

 

1-2 地域ぐるみの保育・子育ての実現 

1-2-1 多様な保育サービスの提供と質の向上（P42） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

27 ▪ 今の保育時間では利用しにくい。 

▪ 働き方が多様化しており、保育時間の見直しを検討すべき。 

■記載あり 

記載のとおり、多様化する保育ニーズに対し、公民が一体となって北杜
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▪ 「・多様化する･･･」に「市外の幼稚園」と記載されているが「市内の幼稚園」は対象にな

らないのか。 

▪ 保育園は少人数ほど大切な役割を持っているので、安易に統廃合しないでほしい。 

▪ 「・豊かな自然など地域の特性を生かした保育により五感や身体能力を育むとともに、子

どもたちの安心感・信頼感が守られる環境を整える」を加えてほしい。 

▪ 「・保育スタッフの資質向上のため、研修制度や勉強会の実施等、人材育成を進めます。」

を加えてほしい。 

市の保育の質の向上及び地域の子育て支援の更なる充実を図っていくこと

や地域特性を生かし、自然や文化を大切にする心や子どもの自己肯定感や

多様性を認める心を育てていくことを記載しております。 

また、本市には、学校教育法第１条に基づく「幼稚園」はありません。「市

外の幼稚園に対する」は、「市外の幼稚園に通う園児に対する」の誤りのた

め、修正します。 

なお、新・行政改革大綱では、子どもの健康と豊かな心を育むための空間

づくりや親や働く人たちが安心できる保育環境の充実など、保育サービス

の向上に資する保育園運営に一層重点をおき、将来にわたって持続可能な

ものとするための集約化・統廃合を進める方針を記載しております。いた

だいたご意見については、今後の参考とさせていただきます。 

（子育て応援課） 

 

1-2-2 幼児期教育の推進（P42） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

28 ▪ 「・野外での自由な遊びを中心とした五感や身体能力、社会への信頼感を育む幼児教育を

進めます。」を加えてほしい。 

▪ 「・特色ある幼児教育を行っている民間団体・施設の支援・補助を行います。」を加えてほ

しい。 

 

■記載あり 

記載のとおり、地域特性を生かして自然や文化を大切にする心や子ども

の自己肯定感や多様性を認める心を育て、小学校への学校教育につなげて

まいります。 

また、団体等への支援については、P40 の【1-1-2】＜子育て支援に関す

る情報提供の強化＞に団体の活動支援を記載しております。 

（子育て応援課・教育総務課） 

 

1-2-3 子どもの居場所の確保（P42） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

29 ＜放課後児童クラブ等＞ ＜放課後児童クラブ等＞ 
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▪ 学童は就業している家庭しか利用できません。 

▪ 放課後の時間、親が就業していない家庭の子どもも遊べるよう、校庭を開放する、学校に

児童館を併設するなどの対応をしてほしい。 

▪ 森や畑など地域の自然を生かし、自然との共生意識を育めるような遊び場（プレーパーク

など）があると良い。（公設民営のような） 

▪ 多様な居場所があるとよい。 

▪ 「サービスの質の維持・向上を･･･」を「サービスの質の維持・向上及び多様化を･･･」に

変えてほしい。 

■記載あり 

記載のとおり、子どもたちの居場所の確保に取り組むほか、民間活力の

導入も検討してまいります。いただいたご意見等については、今後の参考

にさせていただきます。 

（子育て応援課） 

 

1-2-4 家庭・地域の教育力の強化（P42） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

30 ＜家庭教育力の向上＞ 

▪ 子育ての項目に「教育力」が出てくるのに違和感がある。 

▪ タイトルを「1-2-4 家庭・地域の子育て力の強化」に変更して、愛育班や育児相談・勉強

会等、市民の自主的な活動の支援の内容を入れてはどうか。 

▪ 「教育力の強化」となっているので、そのまま P46【1-4-3】として入れてはどうか。 

＜家庭教育力の向上＞ 

■原案どおり 

「家庭・地域の教育力」は、家庭・地域・学校を含めた広い意味での「地

域社会全体」がもっている教育力として捉えております。ご意見について

は、今後の参考とさせていただきます。 

（教育総務課） 

31 ＜地域教育力の向上＞ 

▪ 「・豊かな人間性や地域への愛着が育まれるよう･･･」とあるが、地域の教育力を高める

目的はそこではない。 

▪ 「・豊かな人間性や地域への愛着が育まれるよう」を「・地域市民や家庭の教育の担い手

としての当事者意識を高め、地域ぐるみで子どもを育てる･･･」と変更してほしい。 

▪ 「・保護者や地域住民同士が、子育てや教育についての情報交換や勉強会を行える場を増

やし、教育への関心を高めるとともに当事者意識や子育て力・教育力の向上を図る。」を加

えてほしい。 

▪ 地域の高齢者、子どもに対しての声掛け制度を作ってはどうか。 

＜地域教育力の向上＞ 

■原案どおり 

 「地域の教育力」については、地域における大人や異年齢の友人などと

の交流を通じ、様々な生活体験、社会体験、自然体験を積み重ねることに

より、子どもたちの生きる力を育んでいく力・作用と捉えています。ご意

見については、今後の参考とさせていただきます。 

（教育総務課） 
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1-3 魅力ある学校教育の推進 

《目指す姿》《現状と課題》《施策目標》（P43） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

32 《目指す姿》 

▪ 「子どもたちの学力と･･･」とあるが、「人気の地域になっている」ことが学校教育の最上

位目標では無い。 

▪ 「地域の特色を生かした魅力ある教育により、子どもたちの“生きる力”が育まれている」

に変えるべき。 

《目指す姿》 

■修正 

ご意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正後］ 

学力と体力の基礎を育むとともに、思考力・判断力・主体性を伸ばす教育

が充実し、子どもたちの生きる力が育まれています。 

（教育総務課） 

33 《現状と課題》 

▪ 「・教育は･･･」の「他者と協調して問題を解決していく」は、「多様な他者との協働によ

り問題を解決していく」と書くべき。 

▪ 「持続可能な社会の作り手となる」ことも加えてほしい。 

▪ 「地域性を生かした特色ある教育が期待されて」いることや、「体験や多世代とのかかわ

りなどが重要視されて」いること、「こうしたニーズに対応し、特色ある教育によって」と

あるが、取組概要に施策が反映されていない。 

▪ 保護者からは、「教育施設や手段の選択肢があること」も求められている。 

▪ 全国的に言われていることとして「地域との連携」「保小中高の連携」「学校間連携」によ

る教育の充実も推進すべき課題としてあげておくべき。 

 

《現状と課題》 

■修正 

問題発見・解決に必要な力に関しての記述を次のとおり修正します。ま

た、特色ある教育や体験や多世代との関わりなどについては、P44、P46 に

記載してある施策の中に含まれています。いただいたご意見は今後の参考

にさせていただきます。 

［修正後］ 

▪ 教育は、次世代の市民を育てるための重要な営みです。 

▪ 変化の激しい社会経済環境のなかにおいて、対話や議論を通じて多様

な考え方の共通点や相違点を理解し、相手の考えに共感したり多様な

考えを集約するなどして、協力しながら問題を解決していく力を高め

ることが求められています。 

（教育総務課） 

34 《施策目標》 

▪ 「学校給食での地場物産の使用割合」のほか、「有機野菜や無農薬野菜」も加えてほしい。 

《施策目標》 

■原案どおり 
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▪ 地産地消や有機の割合を減らさずに増やしていってほしい。 北杜市では、これまでも学校給食への地元産物の積極的な利用促進と子

どもたちへの地元食材による食育を推進しており、地産地消割合を指標と

して設定しています。いただいたご意見については、今後の参考とさせて

いただきます。 

（学校給食課） 

 

1-3-1 確かな学力の向上（P44） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

35 ＜社会変化に対応できる学ぶ力の育成＞ 

▪ 「キャリア教育」「情報モラル教育」「主権者教育」などの内容を追加すべき 

▪ 「市内外の有識者をはじめ、意識の高い市民や教職員・行政職員により、市の「教育基本

計画（教育大綱）」を策定（改訂）する。」を加えてほしい。 

 

＜社会変化に対応できる学ぶ力の育成＞ 

■原案どおり 

記載のとおり、教職員の資質能力向上に向け、研修等に取り組んでまい

ります。いただいたご意見は、今後の参考にさせていただきます。 

（教育総務課） 

36 ＜教職員の資質能力の向上＞ 

▪ 「・教職員の授業力・指導力の･･･」は「・教職員の学びを支援する力の向上を図り、意識

や質の高いスタッフによる学校運営を推進します。」に変えるべき。 

▪ 「・教育現場や教育行政に、多様な知識・経験を有する外部人材を積極的に取り入れ、市

の教育体制を底上げする。」を加えてほしい。 

▪ 「各校、各教員の裁量権を拡大し、教員の希望に応じた研修機会を充実させることにより、

教職員の自発的な教育力向上の取り組みを促す。」を加えてほしい。 

＜教職員の資質能力の向上＞ 

■原案どおり 

学校を取り巻く環境が急速に変化する中で、学校教育を担う教職員の資

質向上が一層重要であると認識しており、記載のとおり、質の高い教育を

推進するため、教職員の授業力、指導力の向上を図ってまいります。なお、

教職員の学びを支援する力や質の高いスタッフによる学校運営について

は、記載内容に含まれていると考えています。いただいたご意見等につい

ては、今後の参考とさせていただきます。 

（教育総務課） 

 

1-3-2 豊かな心と健やかな身体の育成（P44） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

37 ＜郷土を愛する心の育成＞ ＜郷土を愛する心の育成＞ 
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▪ 地域性を生かした特色ある教育の所で、例えば「学校でオオムラサキを育てよう」「近く

の沢を探検し生き物を調べよう」「近くの山を整備し苗木を植えよう」等、地域の大人や

団体の協力を得てできることがある。 

 

■記載あり 

 記載のとおり、豊かな心や人間性、道徳性、郷土や地域を愛する心などの

教育の重要性を踏まえ、学校、家庭、地域とも連携して取り組んでまいりま

す。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

（教育総務課） 

38 ＜インクルーシブ教育の推進＞ 

▪ 小中学校などで、特別支援学校の生徒との定期的な交流を図ってほしい。 

▪ 子どもの頃から障害に対する理解を深め、多様な他者を尊重する姿勢を身につけられるよ

うな取り組みを行ってほしい。 

＜インクルーシブ教育の推進＞ 

■記載あり 

 記載のとおり、インクルーシブ教育の理念を踏まえ、子どもたちの自立

と社会参加を一層推進してまいります。 

（教育総務課） 

39 ＜食育、地産地消の推進＞ 

▪ 「地域の農産物等」の後に、「（とりわけ有機、あるいは無農薬農産物）」を加えてほしい。 

▪ 「添加物、トランス脂肪酸、遺伝子組み換え食材、ゲノム編集作物を使用しない学校給食

の充実や食育の取り組みを推進します。」を加えてほしい。 

▪ これまでの地産地消と有機化の取組の経緯を踏まえ、明文化してほしい。 

▪ オーガニック（有機）給食は、若い母親たちにはとても魅力的。 

▪ オーガニック給食は、アトピーなどのアレルギー疾患、学習障害にも効果がある。 

▪ 学校給食食材の有機農産物化を進めるべき。 

▪ これからは化学物質まみれの慣行農法ではなく、有機農法や自然農法が軸となるべき。 

▪ 「添加物やマーガリンなどのトランス脂肪酸、遺伝子組み換え農産物、ゲノム編集など長

期的な影響のわからない食品の使用をしない」を加えてほしい。 

▪ 食育・地産地消という言葉だけでなく、その奥に広がる可能性をみていただきたい。 

＜食育、地産地消の推進＞ 

■原案どおり 

北杜市では、これまでも学校給食への地元産物の積極的な利用促進と子

どもたちへの地元食材による食育を推進しており、記載のとおり、学校給

食の充実に取り組んでまいります。いただいたご意見については、今後の

参考とさせていただきます。 

（学校給食課） 
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1-4 信頼される学校教育の推進と教育環境の整備 

《目指す姿》《現状と課題》《施策目標》（P45） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

40 《1-4 目指す姿》 

▪ 「協力して」の後に「子どもの人格形成や、」を加えてほしい。 

▪ 「社会の変化」の後を「やニーズに対応した教育設備が整い、教育効果を高めるための適

正な」と変えるべき。 

《1-4 目指す姿》 

■記載あり 

子どもが社会の一員として成長する支援の背景には、「人格形成」の要素

が含まれており、「社会の変化に対応した機材」には教育効果を高める要素

が含まれていると考えております。 

（教育総務課） 

41 《1-4 現状と課題》 

▪ 「ICT 教育への･･･」の中で、「設備や運営のコスト縮減」は必要か。 

▪ 子どもが減っても、できれば教育予算は減らさないでほしい。 

▪ いじめへの対応に関して、これまでの学校の対応が不適切・不十分であった点を踏まえ、

スタッフの資質向上、学校・保護者・専門家の協力体制が必要。 

▪ いじめに対して学校が適切に対応できなかったことは、大変大きな問題。 

▪ 「いじめに適切に対応できる学校環境の整備が求められている」を追加すべき。 

《1-4 現状と課題》 

■修正 

ご意見を踏まえ、次のとおり追加します。 

［修正後］ 

▪ いじめ・不登校等の未然防止・早期対応に向け、支援体制を充実させ

ていくことが必要です。 

（教育総務課） 

42 《1-4 施策目標》 

▪ 子ども対象のアンケートにおいて、「いじめが起きても十分対応され解決されていると回

答する児童生徒の割合」という項目を設定してほしい。 

《1-4 施策目標》 

■原案どおり 

施策指標については、大局的な視点から、「学校に行くのは楽しいと思う

児童生徒」を目標として設定し、その達成具合を評価することで、学校生活

の改善につなげてまいります。 

（教育総務課） 
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1-4-1 信頼される学校教育の推進（P46） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

43 ＜いじめ・不登校対策の推進と教育相談の充実＞ 

（組織・体制の見直し） 

▪ いじめゼロの学校をゼロにする。 

▪ いじめ対応についての基本方針や体制を見直してほしい。 

▪ 「いじめ防止基本方針を見直し、市内の状況に合わせた具体的で実効性のあるアクション

プランを盛り込んだ方針にする」を加えてほしい。 

▪ 学校や教育委員会以外に、子どもの権利擁護のために調査、調整、勧告等を行う権限のあ

る組織を設置してほしい。 

▪ 子ども、保護者、地域による学校評価を行い、学校教育の目的が達成されているか、学校

の役割が果たされているかを確認し、PDCA サイクルにより常時改善に努めてほしい。 

▪ 教員及び行政職員の意識・資質の向上や、学校・保護者・専門家の連携を確実に進める仕

組みを作るべき。 

▪ 初期対応のミスや誤判断、隠蔽による重大化の未然防止に取り組んでほしい。 

▪ 教員、ボランティアスタッフ等が、だれでも児童生徒の相談に応じられるよう、全員担任

制の検討を含め、クラス担任に一任する体制を見直すべき。 

▪ 子どもたちを取り巻く厳しい教育環境についての言及がない。 

▪ 校則や生徒指導を見直し、多様な個性を受け入れ、全ての子どもが安心して、自分らしく

いられる学校づくりを行ってほしい。 

▪ 学校現場では、子どもたちに、子どもには権利があること、主権者であることなどをしっ

かり伝えることが必要。 

＜いじめ・不登校対策の推進と教育相談の充実＞ 

（組織・体制の見直し） 

■修正 

ご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正後］ 

▪ 「北杜市いじめ防止基本方針」に基づき、学校・家庭・地域・関係機

関等と連携しながら、いじめ防止のための対策を総合的かつ効果的に

推進します。また、いじめ防止対策の実効性を高め、学校の適切な対

応の徹底を図るため、常時改善に努めます。 

▪ 多様化・複雑化する児童生徒の教育課題に対する適切な指導について

研究し、本市における指導体制の改善と充実を図ります。 

（教育総務課） 

44 （子どもたちの居場所づくり） 

▪ 「すべての子どもたちの居場所の確保」の所で、P45 の「不登校児・生徒」の記述と合わ

せ、学校に居場所がないと言われる不登校児への支援を根本的に考えるべき。 

▪ 現状の「エール」では、小学校１～３年の子は入れない。 

（子どもたちの居場所づくり） 

■記載あり 

 北杜市では、不登校の児童生徒の支援として、平成 31 年４月に教育支援

センター「エール」を設置し、学習支援にとどまらず、訪問型の支援などに
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▪ 民間施設の「ひなたぼっこ」は超満員（常に 20 人以上）で場所（旧日野春小学校の１教

室）が狭くて困っており、市の責任として適切な場所の確保と指導者への支援をすべき。 

▪ 民間施設の「ひなたぼっこ」に通っている子どもたちの交通費とスタッフへの援助をすべ

き。 

取り組んでいます。引き続き、児童生徒及びその保護者のニーズに添った

ものとなるよう留意するとともに、民間施設等とも積極的に情報交換や連

携に努めてまいります。 

（教育総務課） 

 

1-5 子育て世代・若者の移住・交流の促進 

1-5-1 移住・定住促進のための情報発信、相談体制（P48） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

45 ＜情報発信の充実＞ 

▪ 多くの移住者は、北杜市の「きれいな空気、きれいな水、夏季の過ごしやすさ、景観」に

惹かれてくる。 

▪ きれいな空気と水を守り、アピールすると、そうした人々の移住が進むと思う。 

▪ 太陽光パネルの乱立を見たくて移住してくる人など居ない。 

▪ 移住した若者を行政の中で採用し、移住促進の担当者を複数にしてはどうか。 

 

＜情報発信の充実＞ 

■記載あり 

 本市では、移住経験者等を相談員として雇用し、移住者目線での相談・支

援体制、プロモーションを進めております。引き続き、本市の強みをいかし

た移住促進を進めてまいります。 

 

（企画課） 

 

1-5-2 多様な住まいの確保支援（P48） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

46 ＜子育て世代等への市営住宅等の住宅供給支援＞ 

▪ やみくもに公営住宅を建てるのではなく、移住者の傾向を調査分析して、効果的、計画的

な移住促進を行ってほしい。 

＜子育て世代等への市営住宅等の住宅供給支援＞ 

■その他 

現時点で新たな市営住宅の建設計画はありません。いただいたご意見に

ついては、参考にさせていただき、効果的、計画的な移住促進を図ってまい

ります。 

（住宅課） 
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47 ＜子育て世代等の市内定住の促進＞ 

▪ 居住を推進したいエリアを設定し、住宅地の魅力を高めるため、周辺に緑地、公園、歩道

を整備し、商業施設を誘致してはどうか。 

▪ 保育園、学校や社会教育施設、商業施設等の周辺の住宅地の魅力を高め居住を促進。 

▪ インフラ（水道・道路など）を無秩序に増やさない、自然破壊を拡大しない、計画的な定

住促進を行う必要がある。 

▪ 都市からの移住者は、実用性だけでなく、まちの芸術性や精神的豊かさを得られる空間の

有無、安全性などを重視する傾向がある。 

＜子育て世代等の市内定住の促進＞ 

■原案どおり 

 いただいたご意見は、今後の参考にさせていただき、効果的、計画的な移

住促進を図ってまいります。 

（企画課・まちづくり推進課） 

 

1-5-4 若者の交流・定住・Ｕターンの促進（P48） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

48 ▪ 格差拡大の今日、セーフティネットの一つとして市財政から供出される奨学金制度を整備

するのは適切である。 

▪ 学業・文芸・スポーツに秀でた才能を伸ばすための、地域が支援する育英制度があっても

良いのではないか。 

▪ 「北杜っ子は地域の篤志が育む」という意識を育てるために、市民並びに北杜ファンによ

る北杜市少年・少女のための育英奨学金制度（住民税税額控除特典付き）も検討に値する。 

▪ 「若者の市政参画」の所で、肝心の議会が改革されていない。 

▪ 議会の様子が常に公開され、仕事で傍聴する機会のない人でも様子がわかるようネットな

どで流れるようにしてほしい。 

▪ 移住してきても、やがて年数がたち高齢化した時に、市営墓地がないため、亡くなる前に

再度引っ越しをする人が多くなる。老人だけでなく、その若い家族も引っ越す。 

■原案どおり 

北杜市が人口減少、少子高齢化の進展に対応し、子どもが賑わい夢叶う

まちであり続けるためには、次代を担う 20 代、30 代の若者に選ばれるこ

とが不可欠です。このため、若者が集まり、交わり、若者の希望が実現でき

るための様々な施策を実施することによって、若者を惹きつけ、まちを活

性化し、すべての市民に施策の効果が波及していくことを目指します。 

また、若者の「学び」や「挑戦」を支援し、成長を支えていくことは、次

代の市内経済に広がりと厚みをもたらすことに繋がると考えております。

子どもたちが、経済的理由により進学や就学を断念することなく、安心し

て勉学に励むことができる環境づくりに向け、本市として奨学金制度等を

検討してまいります。いただいたご意見については、今後の参考にさせて

いただきます。 

なお、墓地については、市内には多くの寺院、地区・行政区等で管理され

ている墓地があり、希望される方には管理者等を紹介しております。 

（企画課・政策推進課・環境課） 
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2-1 こころとからだの健康づくりの推進 

2-1-1 健康維持・健康増進の充実（P50） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

49 ＜健康寿命の延伸＞ 

▪ 「・香料、農薬、殺菌剤・殺虫剤の過度な使用等、健康を害する化学物質の使用に対する

知識・情報を広め、注意喚起するとともに、販売店・メーカー等への規制を検討する」を

加えてほしい。 

▪ 「・化学物質過敏症、HSP、聴覚過敏、発達障害などに対する市民の理解を深め、多様な

弱者、少数派への配慮が行き届いた社会をつくる。」を加えてほしい。 

▪ 医療費や保健福祉を正常に保つにはすべての市民の健康な暮らしの実現が必要。 

＜健康寿命の延伸＞ 

■原案どおり 

各種物質等に対する規制については、国や県の動向にしたがって検討を

進めることが適切と考えており、引き続き、情報収集してまいります。 

（環境課・健康増進課・農業振興課） 

 

2-1-2 医療体制の充実（P50） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

50 ＜地域医療・救急医療体制の強化＞ 

▪ 医療機関と行政の連携を強化してほしい。 

▪ 検査・治療設備・資材、輸送体制を整えてほしい。 

＜地域医療・救急医療体制の強化＞ 

■記載あり 

記載のとおり、医療機関等と連携し、施策を進めてまいります。なお、治

療設備・資材、輸送体制は「感染患者の受入体制の確保」に含まれていま

す。 

（健康増進課） 

 

2-1-3 感染症対策の充実（P50） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

51 ＜感染症の予防対策＞ 

▪ 予防と理解浸透だけでは、感染症対策にはならない。 

▪ 感染が広がった時のための施策を検討すべき。 

＜感染症の予防対策＞ 

■原案どおり 

感染症対策は、自らを感染から守るだけでなく、自らが周囲に感染を拡

大させないことが不可欠です。そのためには、一人ひとりの心がけが何よ
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り重要です。市民一人ひとりが、日常生活の中で「新しい生活様式」を心が

けていただくことで、新型コロナウイルス感染症をはじめとする各種の感

染症の拡大を防ぐことができ、ご自身のみならず、大事な家族や友人、隣人

の命を守ることにつながるものと考えます。感染症対策については、国や

県の動向にしたがって検討を進めることが適切と考えており、引き続き、

情報収集してまいります。 

（健康増進課・新型コロナウイルス対策課） 

52 

 

＜感染症に対する理解浸透＞ 

▪ ワクチン未接種者への差別禁止条例を作ってほしい。 

＜感染症に対する理解浸透＞ 

■原案どおり 

新型コロナウイルス感染症及びワクチンの接種に関連した誤解や偏見に

基づく不当な差別は許されません。北杜市では、令和２年 10 月に感染等

に伴う差別や偏見、いじめのないまちづくりを目指し、「新型コロナウイ

ルスからみんなを守る オール北杜支え合い宣言」を行うなど、差別対策

の啓発活動に取り組んでおります。現時点では、新型コロナウイルスワク

チン未接種者への差別対策に法的根拠はありませんが、何人も差別的取扱

い等を受けることがないように、引き続き、実態把握、相談支援、広報そ

の他啓発活動に取り組んでいくことが重要であると考えております。 

（健康増進課・新型コロナウイルス対策課・総務課） 

 

2-2 地域福祉の充実 

2-2-2 生活困窮者自立支援の強化（P52） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

53 ▪ 「様々な課題を抱える･･･」とあるが、市内の生活困窮者がどんな課題を抱えているのか

実態（人数なども）や現状を明らかにすることから出発すべき。 

▪ 生活困窮者自立支援に関しては各自治体に計画の策定が義務付けられているがそれとの

関りが全くわからない。 

■記載あり 

生活困窮者の課題については、経済的困窮をはじめ多岐にわたり、複数

の課題を抱えている人が増えており、それらの状況等を踏まえた中で記載

しています。 
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▪ 「住宅支援の課題」「就業支援の課題」「学習支援の課題」など明確にすべき。 

▪ 弱者にやさしい北杜市を是非つくりあげてほしい。 

▪ 生活困窮者や独居高齢者などが助け合って生活できるシェアハウスの整備を検討してみ

てはどうか。 

また、生活困窮者自立支援計画については、生活困窮者自立支援制度を

踏まえ、各市町村が任意で策定する計画であり、現在、策定している「第４

次北杜市地域福祉計画」の中での位置付け等を検討しております。 

（福祉課） 

 

2-3 介護予防の強化と高齢者福祉の充実 

2-3-2 在宅生活支援の充実（P54） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

54 ＜地域包括ケアシステムの推進＞ 

▪ 東京都と連携した高齢者向け施設を建設してはどうか。 

▪ 東京都や区市との協力体制を構築すべき。 

▪ 週末での市内訪問誘致を含む宣伝を強化すべき。 

▪ 本人・家族に行き届く福祉サービスを望む。 

▪ 高齢者住宅、病院、動物病院、図書館等が集積した広大な福祉パークをつくってはどうか。 

▪ 「北杜に来れば老後は安全・安心」「移住するなら北杜」の協力企業を誘致し、雇用を生ん

で人口を増やしてはどうか。 

▪ 動物福祉を入れるべき。 

＜地域包括ケアシステムの推進＞ 

■原案どおり 

記載のとおり、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ

う、地域包括ケアシステムの構築に取り組んでまいります。いただいたご

意見等については、今後の参考とさせていただきます。 

（福祉課・介護支援課） 

 

2-4 障がい児・者福祉の充実 

2-4-1 障がい児・者福祉サービスの充実（P56） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

55 ＜相談支援体制の充実＞ 

▪ 障害認定の無い、各種過敏症、発達障害、コミュニケーション障害などを有する人の支

援も検討してほしい。 

＜相談支援体制の充実＞ 

■記載あり 

P52＜多機関が連携した総合相談支援体制の強化＞に記載のとおり、既存

の制度、サービスの狭間で課題を抱える人たちの支援にも取り組んでまい

ります。 
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（福祉課・健康増進課） 

 

2-4-2 障がい児・者の社会参加及び就労支援（P56） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

56 ＜社会参加の促進＞＜就労支援＞ 

▪ P30、LP2-2「農福連携等･･･」に関連して、障がい者への支援や施設への援助、そこで働

く人たちへの手当等を考えてほしい。 

＜社会参加の促進＞＜就労支援＞ 

■記載あり 

記載のとおり、機運の醸成を図り、障がい者等の就労や生きがいづくり

の場の創出、理解促進に取り組んでまいります。 

（福祉課・農業振興課） 

 

3-1 市民参加・協働の推進 

《現状と課題》（P57） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

57 《現状と課題》 

▪ 移住者と地元民の間に隔たりを感じる。 

▪ 行政区に入らない住民が増えてきて、情報伝達や自治活動で課題が生じている。 

▪ 旧町村の枠にとらわれた利害意識が残っている。 

▪ 地域の中で移住者が希望しても行政区に入れず、コミュニティの不活発化が進む。 

▪ もっと移住者の力を活用すべきで、行政として地区に働きかけるべき。 

《現状と課題》 

■原案どおり 

地域の支え合いを大切にし、人と人、地域と地域をつなぐ自治活動の活

性化が重要であると認識しており、引き続き、地域の自治活動の意義の啓

発に取り組んでまいります。 

また、旧町村単位を基本とした行政運営から脱却し、「北杜は一つ」の考

えのもと、旧町村の枠にとらわれない地域づくりを進めてまいります。 

（総務課） 

 

3-1-1 市民参加機会の創出（P58） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

58 ＜多様な主体が市政に参加できる機会創出＞ 

▪ 「市民参加型事業を増やす」「子ども議会の設置」なども加えてほしい。 

＜多様な主体が市政に参加できる機会創出＞ 

■記載あり 
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▪ 市の抱える諸課題や今後の望ましき政策課題を多面的に議論する場と機能を創設すべき。 

▪ 多種の協議の場や活動の場の整理と統合をすべき。 

▪ 市民が参加し意見を言っても、それが政策に反映するシステムが保障されていない。 

▪ 市民意見をフィードバックする仕組みを作るべき。 

市民、団体、企業、行政などが一つの地域コミュニティとなり、相互にコ

ミュニケーションを続けながら共通の目標に向かって協力して取り組むこ

とが重要と認識しており、記載のとおり、市民の創意を活かしたまちづく

りを推進してまいります。いただいたご意見等については、今後の参考に

させていただきます。 

（企画課・秘書広報課・政策推進課） 

59 ＜地域団体や NPO等の活動支援＞ 

▪ コミュニティスペースの設置・充実、印刷機や映像機器などの貸し出しなど、活動拠点の

整備を進めてほしい。 

＜地域団体や NPO等の活動支援＞ 

■記載あり 

 北杜市では、市民の皆さまが文化・レクリエーション活動を行ったり、学

習活動やコミュニティを形成する活動をより一層広げ、深めるため、市内

８地区にそれぞれ公民館を設置しております。施設環境の整備については、

P60 に記載しております。 

また、近年では、空き家や空きスペースを活用した民間や NPO などが運

営するコミュニティスペースなどの取組も活発化しており、本市において

も官民連携による地域の活性化に取り組んでまいります。 

（生涯学習課・企画課） 

 

3-1-2 協働による地域づくりの推進（P58） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

60 ＜区長・役員と連携した地域自治活動の推進＞ 

▪ 移住者と地元民の隔たりを無くすためにも、自治会を再編し、全ての居住者が権利と責任

を持てるように、自治活動のあり方を見直す時期に来ている。 

▪ 旧町村にとらわれず、市全体の枠組みでまちづくりを考えられるよう、市民の意識を変え

るための施策が必要。 

▪ 自治会に加入意思を示すも、他所から入ると乱すとか、入っていないのにとか、入れる気

も無い人権侵害発言を受けたことがある。 

＜区長・役員と連携した地域自治活動の推進＞ 

■記載あり 

北杜市では、自治会を中心とした自主防災組織の設立をはじめ、様々な

分野で自治会をはじめとした地域の皆さまにご協力をいただきながら、ま

ちづくりを展開しており、その活動の推進について記載しています。引き

続き、自治会に加入し、コミュニティ活動に参加することの意義をご理解

いただけるように周知を強化してまいります。いただいたご意見等につい
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▪ 移住者差別が現実にあることも認識すべき。 

▪ 隣接する区に参加出来るルールや小さいコミュニティでも新規に行政区をつくれるルー

ルがあれば地域活動も参加しやすい。 

▪ 移住者が希望すれば公平な立場で行政区に入れるような取組が必要。 

▪ もっと移住者の力を活用すべき 

▪ 行政として地区に働きかけるべき。 

 

ては、今後の参考とさせていただきます。 

（総務課） 

 

3-1-3 広報・広聴の充実（P58） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

61 ＜広聴の充実＞ 

▪ パブリックコメントをやったら終わりとしないでほしい。 

▪ 市長と語る集いは、注文や批判的な意見も何回も開いて受けてほしい。 

▪ 市長への手紙は、担当課が目を通すだけでなくきちんと市長に届いているか確認する方法

を考えてもらいたい。 

 

＜広聴の充実＞ 

■記載あり 

 記載のとおり、市政への市民参画を促進するため、広聴制度の充実を図

ってまいります。P58 に記載のとおり、市民からの意見等を市政運営に反

映し、市民の創意を活かしたまちづくりを推進してまいります。 

（秘書広報課） 

62 ＜戦略的シティプロモーション・トップセールスの推進＞ 

▪ シビックプライド、北杜ファン等と現実の差が激しい。 

▪ 太陽光に苦しめられた市民は北杜市に幻滅し引っ越しました。 

＜戦略的シティプロモーション・トップセールスの推進＞ 

■その他 

 シティプロモーション等を推進することによって、移住者や観光客など

関係人口を増やすとともに、市民の郷土愛の醸成や地域のイメージアップ

により経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）の獲得を目指す活動などにつな

がり、将来的な定住人口の増加が期待できます。推進にあたっては、行政だ

けではなく、市民や企業、団体など、さまざまな主体が連携して取り組むこ

とが大きな推進力になりますので、ぜひご協力をお願いします。 

（企画課） 
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63 ＜情報公開の充実＞ 

▪ 情報公開は民主主義の基本 

▪ 太陽光発電施設の申請状況や説明会での住民意見などを正確に開示すべき。 

▪ 市議会のインターネット中継を始めるべき。 

▪ 議会や各審議会等での撮影・録音を許可し、資料の即時公開（HP）、議事録公開に要する

時間の短縮などを検討すべき。 

＜情報公開の充実＞ 

■記載あり 

情報公開については、適正な公文書の情報公開や審議会等の公開の推進

を記載しており、引き続き、公正で透明性の高い行政運営に取り組んでま

いります。審議会や議会の運営方法等については、ご意見等も参考にさせ

ていただき検討してまいります。 

（総務課・議会事務局） 

 

3-2 生涯を通じた学びの支援 

3-2-1 生涯学習の充実（P60） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

64 ＜生涯学習活動の支援＞ 

▪ 市民活動の継続の観点から、公共施設に設置してある印刷機の利用や自由に利用できる場

所の確保を要求してきましたが、全く反映されていない。 

▪ 地域に核となる施設を設け、地域住民、更には転入者を募って様々なことができる可能性

がある。 

 

＜生涯学習活動の支援＞ 

■記載あり 

 北杜市では、市民の皆さまが文化・レクリエーション活動を行ったり、学

習活動やコミュニティを形成する活動をより一層広げ、深めるため、市内

８地区にそれぞれ公民館を設置しております。施設環境の整備については、

P60 に記載しております。施設の機能強化等については、維持管理・更新

経費の増加の課題を踏まえ、ご意見等も参考にさせていただきながら検討

してまいります。 

（生涯学習課） 

65 ＜公民館分館活動等の支援＞ 

▪ 「公民館分館活動等の支援」と書かれているが、一方で公共施設の削減が新・行政改革大

綱で計画されており矛盾する。 

＜公民館分館活動等の支援＞ 

■その他 

 「公民館分館」は、地域の皆様の活動拠点として各地域で維持管理されて

いる施設であり、「北杜市公共施設等総合管理計画」の対象施設ではありま

せん。 

（生涯学習課） 
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3-2-2 読書活動の推進（P60） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

66 ＜図書館の機能強化＞ 

▪ 読書活動の推進とあるが、図書館の統廃合はこれらの推進に反する施策ではないか。 

▪ 地域の図書館へのアクセスには、新たな公共交通の手段が必要。 

 

＜図書館の機能強化＞ 

■その他 

 読書活動の必要性を前提に、読書活動を支える図書館の現状と課題、目

指すべき姿を市民の皆さまと共有することを目的としています。 

図書館運営については、引き続き、利用者の利便性や新規利用者の獲得

に向けて、デジタル化などの取組も推進するとともに、市民一人ひとりの

ニーズに寄り添い、これからの時代にふさわしい市立図書館の構築に努め

てまいります。いただいたご意見も参考に引き続き取り組んでまいります。 

（中央図書館） 

 

 

 

 

3-3 スポーツ・文化活動の支援 

3-3-2 芸術・文化の振興・継承（P62） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

67 ＜市民による芸術・文化の実践の支援＞ 

▪ 「公園や公共施設を、芸術的な観点で質の高いものにすることで、市民の感性を高める」

といった方向性を示してはどうか。 

▪ 八ヶ岳音楽祭、八ヶ岳カンティフェア、八ヶ岳ジャズフェスティバル等が毎年開催されて

いるが単独で開催され、今一つ大きなムーブメントになっていない。 

▪ 市がバックアップして「八ヶ岳音楽週間」と銘打って、沢山の音楽祭を開催してはどうか。 

▪ 滞在期間を増やすことで、市内文化施設、レストラン、温泉、宿泊施設も潤うのではない

か。 

＜市民による芸術・文化の実践の支援＞ 

■原案どおり 

 市全体の公共施設保有量の縮減が重要な課題と捉えており、新たな文化

施設（1,000 人収容規模のホール等）の建設は、現時点では考えておりませ

ん。 

まずは既存の公共施設等を活用しながら、ソフト面を中心に芸術に触れ

る機会の創出に取り組んでまいります。 

（生涯学習課） 
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▪ 「ホール」についての記述が無い。 

▪ 市庁舎より 1,000 人収容できるホールを建設してもらいたい。 

▪ コンサートがまともにできるホールはやまびこホールだけで 400 人しか収容できない。 

▪ 韮崎市には大きなホールがあるのに、これでは市民による芸術の支援にならない。 

 

3-4 多様性を認め合う共生社会の実現 

《現状と課題》（P63） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

68 《現状と課題》 

▪ 現状への切り込みが甘い 

▪ 従来からの北杜市育ちの方と移住者との違和感も取り上げることも必要ではないか。 

▪ 日本人・外国人と限らず同一権利を確認する制度まで展望することを望む。 

▪ 取組の努力の上に、様々な多様性のある人々が共生できる社会が得られると思う。 

 

《現状と課題》 

■修正 

 ご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正後］ 

▪ 民間企業においても多様性の確保が企業の持続的な成長に不可欠だ

という認識がより共通化してきています。 

▪ 年齢、性別、国籍、LGBTQ、障がいの有無、宗教などに関係なく、家

庭や地域・学校・職場などあらゆる分野ですべての人が個性と能力を

発揮できる環境が求められています。 

▪ 人権を尊重するとともに、男女共同参画・多文化共生の地域社会の実

現を目指していく必要があります。 

（企画課） 

 

 

 

 

3-4-1 人権の尊重、男女共同参画社会の推進（P64） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 



37 

 

69 ＜人権意識の醸成＞ 

▪ 「・教員、保育士を始めとする公務員の人権意識を向上し、保育園や学校等での子どもの

人権が保障されるよう徹底する。」を加えてほしい。 

 

＜人権意識の醸成＞ 

■記載あり 

 公務員も含め、市民の人権意識の醸成を図るという趣旨で記載しており

ます。 

（総務課） 

70 ＜性別等によらず活躍できる機会の創出＞ 

▪ 人種、国籍、出身、宗教による差別・偏見を無くす取組についても記載してほしい。 

 

＜性別等によらず活躍できる機会の創出＞ 

■修正 

 ご意見等を踏まえ、以下のとおり集約整理、修正します。 

［修正後］ 

＜多様性、人権意識の醸成＞ 

▪ （省略） 

▪ すべての人が多様性を認識するだけではなく、一人ひとりが受け入

れ、尊重することによって個人の力が発揮できる環境整備に努めま

す。 

▪ 性別、国籍、LGBTQ をはじめとする性的マイノリティなどに対する

偏見や差別の解消に向けた取組を推進します。 

＜男女共同参画の推進＞ 

▪ （省略） 

▪ 子育て・家庭と仕事の両立が図られ、性別によらず誰もが活躍できる

環境づくりに取り組みます。 

▪ 特に、職場や地域活動をはじめとする様々な団体等への女性の参画率

が低いことから、企業・地域等での女性活躍の好事例を収集し、普及

します。 

▪ DV やデート DV を根絶するため、相談支援体制及び啓発を充実し、

暴力を許さないという市民の意識向上を図ります。 

（企画課） 
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71 ＜多様な性の理解の推進＞ 

「・公共施設（学校も含む）のユニバーサル化（トイレなど）」を加えてほしい。 

＜多様な性の理解の推進＞ 

■記載あり 

P80 の＜ユニバーサルデザインの推進＞に記載のとおり、誰もが不自由

なく利用できるユニバーサルデザインに配慮した環境整備を進めてまいり

ます。 

（まちづくり推進課・教育総務課） 

 

3-4-2 広域連携、交流の推進（P64） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

72 ＜八ヶ岳定住自立圏の推進＞ 

▪ 富士見町、原村、茅野市が行った「太陽光発電を望まない共同宣言」に加わってはどうか。 

 

＜八ヶ岳定住自立圏の推進＞ 

■その他 

 今後の参考とさせていただきます。 

（まちづくり推進課） 

 

4-1 地域特性を活かした農林業の振興 

《目指す姿》《現状と課題》（P65） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

73 《目指す姿》 

▪ 「食と木材が･･･販売される」とあるが、限定的。「農林産物が･･･」としてはどうか。 

▪ 農産物の地産地消や木材がバイオマスエネルギーとして地消されているなど、地域内循

環を目指すことも大切ではないか。 

《目指す姿》 

■修正 

ご意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正後］ 

「地域の資産である農地と山林が活用されており、農林産物が全国・世界

に販売されるとともに･･･」 

（農業振興課・林政課） 

74 《現状と課題》 

▪ 「・近年は･･･」に「初期設備投資等への補助を行うこと」を加えてしてほしい。 

《現状と課題》 

■原案どおり 
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▪ 「北杜市産農畜産物や加工食品をブランド化」は、有機、無農薬、添加物なしで、北杜市

でなければ買えない付加価値を付けることが重要。 

▪ ラウンドアップ（グリフォサート）に耐性を持ち、そのような飼料で育った牛や豚等をブ

ランド化しても意味がない。 

▪ 「・一方、･･･」の後に、「一部公有化や山林への転換も検討します。」を加えてほしい。 

▪ 市民が森林の価値を認識し、親しむとともに、新たな価値を付加するため、森林を市民の

憩いの場、ウォーキングなどの趣味や健康のための場として活用していく必要がある。 

▪ 輸出入に頼らない自国での自給率 UP はこれからの世界情勢の中で必要ではないか。 

北杜市では、これまでも機械設備等の導入支援を行ってきました。記載

のとおり、引き続き、環境にも配慮した循環型農業の取り組みを推進して

まいります。いただいたご意見等は、今後の参考にさせていただきます。 

（農業振興課・林政課） 

 

4-1-1 農地の保全と農業生産基盤の整備の推進（P66） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

75 ＜農業インフラの維持管理＞ 

▪ 「地元主体の整備活動の支援」とあるが、個人の整備活動は支援対象にならないのか。 

▪ 農地には環境保全機能もあるため、公益的機能の維持管理費として補助制度を設けてはど

うか。 

＜農業インフラの維持管理＞ 

■修正 

北杜市では、これまでも各区及び農業者団体等からの要望に基づき、土

地改良事業や各区及び農業者団体が実施する小規模の整備の支援（個人の

整備支援は対象外）を実施してきました。また、農地等のインフラの維持管

理は、農地集落単位で保全活動を行っており、日本型直接支払制度（多面的

機能支払交付金・中山間地域等直接支払交付金・環境保全型農業支払交付

金）により、各集落協定の団体へ交付金が交付されており、現時点で市独自

の補助制度の創設は考えておりません。引き続き、集落等を単位に、農用地

を維持・管理し、農業生産活動の継続に取り組んでまいります。いただいた

ご意見等を踏まえ、＜農業インフラの維持管理＞と＜農地の有効活用＞を

集約整理し、次のとおり修正します。また、担い手に対する育成・支援につ

いては、＜就農者の確保・育成＞に再整理します。その他ご意見について

は、今後の参考とさせていただきます。 

［修正後］ 
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＜農業インフラの維持管理、農地の有効活用＞ 

▪ 農業インフラを維持するため、農道・水路等の計画的な補修・更新に

努めます。 

▪ 地域の共同活動を支援し、農地や農業用施設の保全を図ります。 

▪ 農地を有効活用するため、農地の集約化等を促進します。 

（農業振興課・農地整備課） 

76 ＜農地の有効活用＞ 

▪ 企業誘致はリスクもあり、環境への負荷や景観破壊といったデメリットもある。 

▪ 「小規模農家への農地の斡旋」も加えてほしい。 

▪ 農村公園的な活用も検討してほしい。 

▪ 北杜市は県内トップクラスの「遊休農地」や「耕作放棄地」があるので、市が借りて若い

有機農業を志す若者を雇用し、有機農産物を生産し、学校給食用に買取り、持続可能な農

業の推進を盛り込んでください。 

＜農地の有効活用＞ 

■修正 

 北杜市では、これまでも県や市農業振興公社等の関係機関と協力し、農

地の集約化等を進めております。引き続き、農地の多様な有効活用等に取

り組んでまいります。修正については、No.75 のとおりです。 

（農業振興課・農地整備課） 

 

4-1-2 特色ある農業の推進（P66） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

77 ＜就農者の確保・育成＞ 

▪ 流通・販売促進も支援してはどうか。 

▪ 若い就農者や地域協力隊の人たちへの空き家紹介等、突っ込んだ援助が必要ではないか。 

▪ 若い就農者への支援が足りない。 

▪ 峡北地域での耕作放棄地増や農業従事者の高齢化への対策強化 

▪ 新規就農者の増強対策 

▪ 山梨県、北杜市両者の関連 HP の作成と首都圏向けの強化 

▪ 東京での宣伝充実（有楽町の再検討：体験等を含む） 

▪ 北杜市農政課での対策強化、農業大学校の内容再検討 

▪ ＪＡ等との誘致協力 

＜就農者の確保・育成＞ 

■修正 

ご意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

耕作放棄地対策や市産農畜産物の PR については、P66 に記載しており

ます。また、農業大学校は県の管轄になります。その他ご意見等について

は、今後の取組の参考とさせていただきます。 

［修正後］ 

＜農業経営の安定化と就農者の確保・育成＞ 

▪ 関係機関等と連携し、ICT 等の先進技術を活用した生産現場の課題解

決への取組や農業経営基盤の安定化を図る取組を支援します。 
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▪ 新規就農者への農機具等の貸与を含む支援の強化策 

 

▪ 新たな農業の担い手の確保と地域農業の担い手の活動継続のため･･･ 

（農業振興課） 

78 ＜循環型農業の推進＞ 

▪ 「循環型農業」とあるが、「環境保全型農業」や「風土を生かした持続可能な農業」という

表現の方がよいのではないか。 

▪ 農薬を使わない農法への地域住民の理解を深めてほしい。 

▪ 循環型農業の普及・啓発に努め、市内での需要拡大に取り組んでほしい。 

▪ 農地だけでなくその周辺の生態系を豊かにするため、畑をとりまく森や林、草地、田んぼ、

水路、民家などの一体的、有機的なつながりを意識した基盤の確保が必要。 

 

＜循環型農業の推進＞ 

■原案どおり 

循環型農業は、生産性の維持と農業経営の安定を基本に、自然との調和

を図りながら、土づくりの推進、化学肥料・科学合成農薬使用量の低減など

により、環境への影響を軽減し、環境に配慮した持続可能な農業を捉えた

ものです。引き続き、循環型農業の普及・啓発につとめてまいります。 

（農業振興課） 

79 ＜地産地消の推進＞ 

▪ 見出しに「有機、あるいは無農薬農業の推進」を加えてほしい。 

▪ 素晴らしい内容だと思う。 

▪ 生物多様性の保全された循環型農業には、有機肥料の質に細心の注意を払うべき。 

▪ 家畜由来の堆肥に関しては、できる限り無農薬の牧草、遺伝子組み換えでない飼料を与え

ることを、すぐには無理でも目標にしてはどうか。 

▪ 国の基準を満たしているから大丈夫という根拠のない認識は今や世界では通用しない。 

▪ 消費者の知識が増えていけばいくほどいい加減なものは見向きもされなくなる日がやっ

てくる。それに先駆けて是非北杜市産の本物のブランドを作ってはどうか。 

▪ 食料自給率の向上も視野に農林業の振興を重視する必要がある。 

▪ 学校給食だけでなく、保育園給食、福祉施設の食事、市内食品加工業者での利用などにも

取り組んでほしい。 

＜地産地消の推進＞ 

■修正 

総合計画審議会の議論の中で、持続可能な農業を目指すにあたっては、

「有機農業」「無農薬農業」等を限定するのではなく、大局的な視点から、

「循環型農業」を推進することとしました。いただいたご意見等を踏まえ、

次のとおり修正します。その他ご意見については、今後の参考とさせてい

ただきます。 

［修正後］ 

⚫ 市農産物の PR･･･市産農畜産物に対する需要喚起や保育園・学校給食

等への積極活用、販売店・飲食店など･･･ 

（農業振興課） 
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4-1-3 森林資源の活用と保全（P66） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

80 ＜森林の公益的機能の強化＞ 

▪ 「・水源の涵養･･･」に「生物多様性の保全」も加えてほしい。 

▪ 「・森林所有者の税優遇措置や管理費の補助を検討します。」を追加してほしい。 

▪ 「・憩いの場、趣味・スポーツ・教育の場として活用し、森林に親しむ市民意識を育む」

を追加してほしい。 

▪ 「・良質な森林を維持するため、無秩序な開発を規制し、森林面積を確保する」を追加し

てほしい。 

▪ 「・木材生産のための針葉樹植林地から、里山林としての雑木林への転換を促進する」を

追加してほしい。 

▪ 里山整備事業として活動している市内の団体と山林所有者との斡旋をするべき。 

▪ 荒れた里山を再生する事業に本格的に援助すべき。 

▪ 山林所有者が市外・県外等で投資目的に所有している場合は、特に荒れた状態になるので

防ぐ方法を考えるべき。 

＜森林の公益的機能の強化＞ 

■記載あり 

公益的機能は、「生物多様性の保全」も含め多岐にわたりますので、ここ

では、「山地災害の防止等」の「等」に含めて表記をしております。いただ

いたご意見は、今後の参考にさせていただきます。 

（林政課） 

 

4-2 感動を届ける観光のまちづくりの推進 

4-2-1 特色ある観光資源の活用 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

81 ＜地域観光資源の更なる磨き上げ＞ 

▪ タイトルに「保全」を加えてほしい。 

▪ 全市対象が望ましいものの、小淵沢、白州、清里以外は特徴無き田舎町ゆえ、三地域への

重点投資が不可欠である。 

▪ 「馬」のまちの宣伝を強化すべき。 

▪ 小淵沢道の駅を中心とした観光資源の協調的展開、ディベロッパーとの協働を図るべき。 

▪ エコパークの宣伝を強化すべき。 

＜地域観光資源の更なる磨き上げ＞ 

■原案どおり 

小淵沢、白州、清里エリアはもちろんのこと、市内には様々な地域観光資

源があることから、資源の保全と磨き上げに取り組み、スケールメリット

を活かしたＰＲを強化し、誘客を促すとともに消費額・滞在時間・リピータ

ー等を増加させるための取組を促進してまいります。 

 また、交流人口の拡大に取り組むうえで、JR 小淵沢駅や小淵沢 IC など
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▪ 廃校の活用策を検討すべき。 

▪ コロナ禍で、どこに農業体験や長期滞在を楽しむ観光客がいるのか。 

▪ 資源は、「景観、山岳、森、水、農地、生物多様性、日照、古民家、芸術家、文化人、文化

施設、遺跡、無形文化」などであって、「登山、アウトドア･･･」などは利用方法の一つ。 

▪ 資源は「磨き上げる」だけでなく「保全」が第一。 

の交通結節点である小淵沢エリアは、大きな潜在力を有しており、観光だ

けではなく、スケートセンターの活用促進とあわせて周辺地域の活性化に

も取り組んでまいります（P62 掲載）。いただいたご意見等については、今

後の参考にさせていただきます。 

（観光課・政策推進課） 

82 ＜環境に配慮した持続可能な観光の推進＞ 

▪ タイトルを＜資源の保全を第一に考えた持続可能な観光の推進＞に変えるべき。 

▪ 「・ユネスコエコパーク指定地域について学び、保全・活用の拠点となる施設を整備する。」

を追加してほしい。 

▪ 指定地域の自然の成り立ちや歴史文化、生態系の保全と経済社会活動を両立する持続可能

な発展の様子や担い手を紹介していくことが重要。 

▪ 研究機関等と連携した保全・活用研究を行うための拠点が必要。 

▪ 世界ネットワークに参加し、認定地同士の交流や学び合いも図ってはどうか。 

▪ 太陽光パネルは、観光資源の価値を下げていると思う。 

＜環境に配慮した持続可能な観光の推進＞ 

■記載あり 

ユネスコエコパークは生態系の保全と持続可能な利活用の調和を目的と

しており、記載のとおり、保全を推進するとともに、活用を図ってまいりま

す。いただいたご意見等については、今後の参考にさせていただきます。 

（観光課） 

83 ＜観光ルネサンスの推進＞ 

▪ 清里駅前の再整備資金捻出、その方策としてのディベロッパーを検討すべき。 

▪ 清里地区の再生にあたっては、学術的特性を付与すべき。 

▪ 清里の歴史から見た米国州との協調策を検討すべき。 

▪ 国際的なビジネススクールの設置を検討すべき。 

 

＜観光ルネサンスの推進＞ 

■記載あり 

 「清里」や「増富」の知名度は強みです。その資源を活用し、住む人も訪

れる人も心地よく、感動を提供する地域ぐるみの取組が必要であると認識

しており、記載のとおり、再活性化に向けた取組を進めてまいります。 

（観光課） 

 

4-2-2 受入体制の充実（P68） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

84 ＜ウィズコロナ・ポストコロナに対応した観光地づくり＞ 

▪ アフターコロナを見越した観光資源の磨き上げとあるが、具体的な中身はどのようなもの

か。 

＜ウィズコロナ・ポストコロナに対応した観光地づくり＞ 

■その他 

観光 MaaS などデジタル技術を取り入れていくとともに、多言語への対
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応力強化、SDGs 等を意識した観光コンテンツ開発などを考えております。 

（観光課） 

85 ＜中部横断自動車道等による交流拡大＞ 

▪ 中部横断自動車道やリニアによって北杜市に誘客を促すという市の捉え方はおかしい。 

▪ 現状で十分首都圏からの誘客はある。 

▪ 自然を破壊する中部横断自動車道やリニアは、北杜市には迷惑。 

▪ 太陽光パネルの乱立で懲りているのに、なぜ開発優先の考えに先走るのか。 

▪ 水や山岳景観を誘客の柱に立てているのに矛盾している。 

▪ リニア新幹線や中部横断の負の側面も考えるべき。 

▪ 山梨は通過するだけで環境を壊すリニアに税金を投入する価値はない。 

▪ リニアは開通の見通しが立っていない。 

▪ 開通したとしても、わざわざ山梨で途中下車するために使用するとは思えない。 

＜中部横断自動車道等による交流拡大＞ 

■原案どおり 

人口減少が進む中にあっては持続可能な地域づくりを進めていく必要が

あり、交流人口の増加に取り組むことが重要です。高速交通網の整備は地

域の産業だけにとどまらず、地域と地域の結びつきを促すなど、広域観光

や文化交流なども期待できます。中部横断自動車道については、国の所管

ではありますが、沿線自治体として、自然保護や開発エリアの既存住民へ

の影響に配慮しながら、交通網整備の波及効果が地域にもたらせるように

活性化策を検討してまいります。 

（観光課・道路河川課） 

 

4-3 市内企業の成長・発展の支援 

4-3-1 市内企業への支援（P70） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

86 ▪ 山間部が多い北杜市では、個人経営でも暮らしていける方策を優先的に追求すべき。 

 

■記載あり 

記載のとおり、個人事業主の支援についてもこれまで北杜市商工会と連

携し、個人経営者も含め人材確保や育成支援、商品開発・販路拡大等につい

て総合的な支援を行ってまいります。 

（商工・食農課） 

 

4-3-2 商業環境の魅力の創出（P70） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

87 ＜地元での購入の促進＞ 

▪ 地元での購入促進は、大いに賛成。 

＜地元での購入の促進＞ 

■記載あり 
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▪ 地元で経済を回すこととても大切。 

▪ キャッシュレス化が必ずしも地元の小さい事業者にとってプラスではない。 

▪ 昨年の paypay キャンペーンでは、どれくらい地元の小さい事業者に利益があったのか。 

▪ 事業者にとって、キャッシュレスはタダではない。 

▪ 何件か聞いたお店では「こんなのやめてほしい」という声が聞かれた。 

▪ デジタル化が地元のためになるとは思えない。現金でするべき。 

本市の経済活性化に向け、地元での購入促進は重要と認識しており、記

載のとおり、商業環境の魅力の創出に努めてまいります。 

また、キャッシュレス化の流れは世界的なもので、国内においても新型

コロナウイルス感染拡大により非接触な決済手段としても追い風となり、

キャッシュレス決済の比率が高まっています。課題はありますが、キャッ

シュレス決済は今後一層社会に浸透し、我々の生活を便利で豊かにする可

能性があります。 

キャッシュレス化の普及は消費者に恩恵をもたらすとともに、事業者の

生産性向上にもつながるものです。引き続き、キャッシュレス化の普及啓

発や導入支援等によりキャッシュレス決済の比率を高めてまいります。 

（商工・食農課・観光課） 

 

4-4 働き方改革の推進 

4-4-1 魅力的な職場づくり（P72） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

88 ＜市内就労者に対する人材育成＞ 

▪ 「女性のキャリアアップ」とあるが、なぜ女性なのか。男性はキャリア充分なのか。 

＜市内就労者に対する人材育成＞ 

■その他 

労働力人口の大幅な減少に伴い、女性活躍推進が市の政策や企業の人材

戦略の双方から重要度が増していることを踏まえ、女性に特化したアプロ

ーチが必要と考えております。 

（商工・食農課・企画課） 

 

5-1 暮らしの安全と生活の安心を守る 

5-1-1 減災力の強いまちづくり（P74） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

89 ＜公助の強化＞ ＜公助の強化＞ 
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▪ 災害に強く安全・安心で自然環境、生活環境を保全できる街づくり計画の具現化。 

▪ 昨年の夏の避難所対策はひどい。 

▪ ペット同伴可の避難所がない。 

▪ 災害時ペットの扱いは重要な問題であり、ペット同行避難について記載してほしい。 

 

■原案どおり 

記載のとおり、防災備蓄品の整備・管理や災害対策本部機能や物資輸送体

制、避難所運営体制の強化など、市民や関係機関との連携を強化するなど、

防災・危機管理体制の充実に努めてまいります。 

なお、北杜市では、災害時のペット同行避難を可能としておりますが、避

難所の限られた空間では、動物の苦手な方や動物アレルギーのある方なども

避難されており、盲導犬や介助犬等を除き、現時点では同行したペットは屋

外又は車中での避難となります。いただいたご意見等については、今後の参

考とさせていただきます。 

（消防防災課） 

90 ＜自助・共助の強化＞ 

▪ 北杜市が「自助の基盤もない遅れた自治体」であってほしくない。 

▪ 自分の行く避難所を知らない人がほとんど。 

＜自助・共助の強化＞ 

■記載あり 

北杜市では、これまでも防災意識向上に向け、毎月、広報紙に防災情報を

連載するとともに、地域減災リーダーの養成や自主防災組織の活動支援な

ど、自主防災活動の促進に取り組んできました。記載のとおり、今後も一人

ひとりが防災意識を高め、自助力及び地域の共助力を高める取組を推進して

まいります。 

（消防防災課） 

91 ＜事前減災（ハード・ソフト）の推進＞ 

▪ ハザードマップの活用や重点的地域振興への視点が必要。 

▪ 拠点となる区域の設定をすべき。 

▪ 土砂災害危険区域等への開発を規制し、増災を防ぐ必要がある。 

▪ 土砂災害警戒区域・土砂災害危険区域、山林保全区域、山岳景観区域には太陽光の施設

は作らない、危険な盛土はしない事などから始めるべき。 

▪ 「地域の防災意識が」の所で、土砂災害警戒区域や土砂災害危険区域に平気で太陽光な

どの施設が作られ市も規制しない現状は、やがて熱海市と同じような惨状をまねく。 

＜事前減災（ハード・ソフト）の推進＞ 

■原案どおり 

 記載のとおり、河川や災害危険地域の整備を進めるとともに、市民等への

ハザードマップ等による周知を図ってまいります。 

 なお、太陽光発電施設の設置に関しては、県条例（山梨県太陽校発電施設

の適正な設置及び維持管理に関する条例（令和３年 10 月１日施行））で土砂

災害などが発生する恐れが高い区域や森林での新設が規制されております。 

（道路河川課・農地整備課・消防防災課・まちづくり推進課） 
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▪ 土砂災害危険区域にも新たな宅地造成が行われている。 

▪ 「土砂災害警戒区域等危険地域の開発を規制する」を加えてほしい。 

 

5-2 脱炭素・循環型社会の構築 

《施策目標》（P75） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

92 《施策目標》 

▪ 北杜市は、令和２年 12 月に「ゼロカーボンシティ宣言」を行っており、施策目標に「CO2

削減量」を設定すべき。 

《施策目標》 

■その他 

 市域の CO2 排出量について、リーディングプロジェクト５の基本目標に

設定します。 

（政策推進課・環境課） 

 

5-2-1 地球温暖化対策の推進（P76） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

93 ＜脱炭素化の促進＞ 

▪ CO2 削減を達成するためのロードマップが必要。 

▪ 「脱炭素」という言葉に違和感がある。 

▪ 化石燃料・原子力に頼らない、再生可能エネルギーの活用を積極的に進めてほしい。 

▪ 「・再生可能エネルギーの地産地消を･･･」の文章は、何の「導入や事業化を支援」する

のか表現が足りない。 

▪ 「エネルギーの自給」や「経済の地域内循環」といった、新しいまちの在り方も取り入

れてほしい。 

▪ 再エネ推進と自然環境・生態系の保全がどのように両立するのか具体的な記述がない。 

▪ CO2 を吸収する森林の保全や面積の増加を図る必要がある。 

▪ 森林管理や営林活動の支援も加えてほしい。 

▪ 有機農業を行うことで地中への炭素固定量を増やし、脱炭素を目指してはどうか。 

＜脱炭素化の促進＞ 

■修正 

地球環境においては、世界の平均気温の上昇が大きな問題となっており、

温室効果ガスの削減が喫緊の課題となっています。北杜市は、これまでも全

国に先駆けて太陽光発電や水力発電の導入、環境教育などに取り組んできま

した。令和２年 12 月には「2050 ゼロカーボンシティ」を目指すことを宣言

し、北杜市の特徴である自然資源を最大限活用した脱炭素社会の実現を目指

しております。今後、ロードマップを定めて全市的な脱炭素化の施策を進め

るとともに、市、市民、事業者の各主体が環境負荷低減を意識したまちづく

りを実践していくことを促してまいります。 

 北杜市においても、世界共通の課題を身近な問題として認識し、地球温暖

化防止の対策に積極的に取り組むことが求められており、ご意見等も踏まえ、



48 

 

▪ 先進例に学んで市民の家屋屋根などを市が借り上げ設置し、電気量で還元するなど市民

も市も共に潤う方針を立てていただきたい。 

▪ 農産物を育て収入をあげ、更に売電でも収入をあげている農地活用方法も学んでほしい。 

▪ いち早く太陽光発電研究施設の設置に取り組んで来た先進地の割に活用が無策。 

▪ 市独自の太陽光パネルへの目的税課税の可能性について調査・検討すべき。 

▪ 太陽光発電施設開発の根本的問題―CO2 を吸収する樹木を切っての発電は本末転倒。 

▪ 再生可能エネルギーの地産地消とエネルギー自立を図ることを書いてほしい。 

▪ 太陽光と農地を組み合わせたソーラーシェアリングで休耕地の田畑を利用で新規農業者

を呼び込んではどうか。 

▪ 山間部で水系の多い当地に適している小水力発電の普及に取り組むべき。 

▪ 傾斜がある市内の地形を活用して、小水力発電に力を入れるべき。 

▪ 広い面積のパネルでも電力はわずか、夜や天候に左右される、耐用年数が過ぎたあとの

廃棄の問題等考えるなら、北杜市の再生可能エネルギーは、小水力発電にすべき。 

▪ 市が水利権問題に本格的に調整に乗り出すべき。 

▪ バイオマス発電で家畜排泄物の利用や間伐材利用で林業の活性化などを図り、こうした

関連した事業で雇用を生み出すこともできるのではないか。 

▪ 市が主導して市民と協力した自治体独自の新電力会社を立ち上げてはどうか。 

▪ エネルギーの地産地消と言いながら、現実は売電の利益に群がる都会の投資者が多いの

が現実。 

▪ 「～を支援します。」や「意識の醸成を図ります。」など、抽象的な記述で目指すもの

がはっきりしない。 

▪ 心無い太陽光発電設備建設業者により、自然や景観が破壊され地域住民が迷惑している。 

次のとおり修正します。その他、いただいたご意見等は今後の参考とさせて

いただきます。 

なお、森林保全等の吸収源対策については、P66 の＜循環型農業の推進＞

＜森林の公益的機能の強化＞、P78 の＜ユネスコエコパークや国定公園の保

全と活用＞に含まれております。 

［修正後］ 

＜再生可能エネルギー・省エネルギーの導入促進＞ 

▪ 公共施設への再生可能エネルギー、省エネルギー機器の導入を促進しま

す。 

▪ 企業・事業者の二酸化炭素の排出削減など環境負荷の少ない事業活動の

普及と機器導入を支援します。 

▪ 地域住民と周辺環境に配慮した再生可能エネルギーの導入を促進しま

す。 

▪ 市民の環境配慮行動を促進するとともに、市民・団体等が取り組む地球

温暖化防止に向けた活動を支援します。 

（環境課） 

94 ＜環境教育の推進＞ 

▪ キープ協会は、全国的にも注目を集める環境教育プログラムや指導者養成を行っている

ので連携してみてはどうか。 

▪ 日本一の環境教育のまちを目指してほしい。 

＜環境教育の推進＞ 

■記載あり 

北杜市では、これまでも環境問題への正しい理解と意識を深め、環境保全

や環境問題に自ら考え進んで取り組む人材の育成を目的に、「幼児環境教育事
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▪ 小規模特認校制度を利用した環境教育に特化した学校を公設あるいは市内誘致を検討し

てみてはどうか。 

▪ 市民が幼少期から日常的に自然に触れあい、親しみや畏敬の念を抱けるよう、子育て支

援施設や教育施設内に森や畑を設けるようにしてほしい。 

業（P42 記載）」や子どもたちが地球温暖化や環境問題などを楽しみながら学

ぶことができる「子ども環境フェスタ」、小中学校や地域での「環境学習会」

などに先駆的に取り組んできました。引き続き、環境保全や環境配慮行動な

どの意識を高め、人材を育成する取組を進めてまいります。いただいたご意

見等については、今後の参考とさせていただきます。 

（環境課） 

 

5-2-2 ４Ｒの促進（P76） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

95 ＜ごみの減量化（リヒューズ、リデュース）促進＞ 

▪ 家庭用ゴミ処理機の活用普及を図り農業用の肥料に有効活用するなど、ゴミ処理につい

ては抜本的処理活用方向を検討してほしい。 

＜ごみの減量化（リヒューズ、リデュース）促進＞ 

■記載あり 

北杜市では、生ごみ処理機購入補助金により家庭から排出される生ごみの

削減に取り組んでおります。記載のとおり、今後もごみの減量化や食品ロス

削減に取り組んでまいります。 

（環境課） 

 

5-3 自然と暮らしが共存するまちづくりの推進 

《目指す姿》《現状と課題》 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

96 《目指す姿》 

▪ 「市民・企業の協力関係のもとで」に「行政」を加えるべき。 

《目指す姿》 

■修正 

行政が、市民・企業との協力関係のもとという趣旨で記載しておりますが、

次のとおり修正します。 

［修正後］ 

「市民・企業・行政との連携・協力関係のもと」 

（環境課） 
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97 《現状と課題》 

▪ 環境負荷を計測する指標はつくられないままである。 

▪ 「第２次総合計画（第５章）」「第２次環境基本計画（第４章）」にも一貫する姿勢を今回

も踏襲するのか。 

▪ 土地利用状況など長期的変化が地域にどのような環境リスクをもたらすのかというテー

マについて、大学等研究機関に研究を依頼してほしい。 

▪ 地域の環境対策も科学的データをもとに議論する時代が到来している。 

▪ 水耕農地の減少により蒸散気化熱が減り温度上昇をもたらすという研究報告もある。 

▪ 太陽光パネルの表面が太陽熱を吸収して局地的な温度上昇を引き起こすという研究報告

もある。 

▪ 「・100 年後を見据えた大胆なゾーニングや開発の規制・補助により、市街地の集約化

や公共インフラの効率的配置、森林面積の回復や景観・生物多様性の維持を図る。」を加

えてほしい。 

▪ 「生物多様性が保全され」のところで、太陽光パネル、建設残土等の盛土でその場所の

生物多様性が破壊されている。 

《現状と課題》 

■原案どおり 

具体的な取り組みの推進にあたっては、近年の環境分野の研究成果を踏ま

え進めてまいります。 

（環境課） 

 

5-3-1 秩序ある土地利用の推進（P78） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

98 ▪ 少なくとも、太陽光発電施設許可地域を設け居住地域は離すべく規制強化を早急に図る

べき。その姿勢を示すことで、初めて人に優しい市政と言える。 

▪ 広域で暮らしているので、20 年計画でゾーニング、住宅エリアを決めてインフラを整

え、そこへ居住するくらいの大きな計画が今必要である。 

▪ 人口減少や少子高齢化を見据えた「コンパクトシティ」の構想を入れてはどうか。 

▪ 山岳、里山、農地、造林地、観光地、別荘地、市街地、商業地域などの大胆なゾーニン

グを行い、無秩序な開発による資源の喪失を防ぎ、市民の利便性を高めることで、「市全

体（エリア）としての価値を高める」といった考え方を示せないか。 

■原案どおり 

北杜市では、まちづくりの目標、土地利用の方針及びその実現の方針など

をまとめた「北杜市まちづくり計画（平成 22 年 12 月）」に基づき、土地や建

物などの利用について、地域の実情に応じたルールを定め、これに従って規

制・誘導を進めてきました。記載のとおり、引き続き、地域の特性に配慮し

つつ、地域との共存・共栄に向けた土地利用を推進してまいります。 

なお、太陽光発電施設の設置に関しては、県条例（山梨県太陽校発電施設

の適正な設置及び維持管理に関する条例（令和３年 10 月１日施行））や「北
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▪ 土砂災害警戒区域・土砂災害危険区域、山林保全区域、山岳景観区域には太陽光の施設

は作らない、危険な盛土はしないことを規制すべき。 

杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関する条例」に基づき適正管理

に努めてまいります。いただいたご意見等については、今後の参考とさせて

いただきます。 

（まちづくり推進課） 

 

5-3-2 自然環境の保全と公害防止（P78） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

99 ＜生物多様性保全の推進＞ 

▪ 動植物の保護を働きかけるだけでは不十分なケースもあり、入山規制やアウトドアスポ

ーツのコース開発などの規制を検討する必要がある。 

▪ 山岳・高原以外の里地・里山も、生物多様性を維持するうえで重要な要素となっている。 

▪ 在来植生を保全する、外来種を排除する、水路や田んぼの基盤整備にあたっても生物多

様性保全に配慮する工法を選ぶなど、保全の取り組みが必要。 

▪ 他地域からの個体や園芸種を持ち込むことの無いよう、遺伝的多様性にも配慮した保全

を行えるよう専門家の指導を仰ぐ必要がある。 

＜生物多様性保全の推進＞ 

■修正 

 ご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正後］ 

⚫ 生物多様性を保全するため、市民、事業者など様々な主体がそれぞれの

立場でできることを考え実践できるよう、意識の向上を図ります。 

⚫ 山岳・高原等への来訪者に対して野生の動植物の保護を働きかけるとと

もに、関係機関等と連携して保全活動を推進します。 

（環境課・林政課・観光課） 

100 ＜景観との調和の推進＞ 

▪ 太陽光発電設備の設置による景観、自然、住環境の破壊は目に余るものがある。 

▪ この破壊は人の精神をも蝕むもので、後世に対しても負の遺産となる。 

▪ 国への規制強化の期待感だけでは、今後も負の遺産を引きずりつつ更に加速化する。 

▪ この負の遺産に正面から向き合い将来への方向性を宣言とともに明確にすべき。 

▪ 「太陽光発電施設許可地域」を設け、居住地域は離すべく規制強化を早急に図るべき。 

▪ 今まで協議したものはすべて許可しており、これでは規制にならない。 

▪ 法改正は、市民団体の「里山連絡会」が提言したものを検討すべき。 

▪ 移住や定住を妨げているのは、地上設置型の太陽光発電。 

▪ 常に業者が優位に扱われ、市民は犠牲を強いられている。 

＜景観との調和の推進＞ 

■原案どおり 

快適に過ごすことのできる質の高い景観づくりが求められており、加えて

シビックプライドの醸成においても景観の重要性が増しています。そのため、

記載のとおり、今後も「景観条例」に基づいて、屋外広告物や建築物の設置

の規制・誘導を行うとともに、市民参加による景観づくりなど、市民意識の

向上を図ってまいります。 

また、太陽光発電施設の設置に関しては、「北杜市太陽光発電設備設置と自

然環境の調和に関する条例」に基づく規制・誘導を進めるとともに、関係機

関とも連携を図りながら、自然を保全し、共生する地域の実現に向けて取り
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▪ 市民が参加して決めた条例案を一方的に無視して今の条例を作ったような市の姿勢で

は、市民の理解と信頼を勝ち取ることは難しい。 

▪ 「市民の信頼を得なければならない」という記述がないのが問題。 

▪ 調和と言う言葉の意味を理解しているならば、住民が受忍する構図は間違っている。 

▪ 廃ソーラーが無責任にはびこる未来が予測できる。 

▪ 太陽光発電事業者は殆どが投資物件として遠方の方が行っており、管理もおろそか。 

▪ 景観配慮の指導が出来ているならば、問題は起こらないはず。 

▪ 何度も、条例改正の要望をしているが、一向に住民の苦悩は汲み取っていただけない。 

▪ 罰則規定や事業者からの税徴収により電気使用者の負担が無くなることを望む。 

▪ 太陽光パネル問題がなければ、雇用を生み若い移住者が増え、環境も整備され、経済活

性、サステナブルの構図が生まれ、企業誘致、支援にもつながる。 

▪ 太陽光パネル規制条例は機能していない。 

▪ 太陽光パネル設置の場所は、行政として地域住民の理解を得る努力をして欲しい。 

▪ 太陽光パネル廃棄費用の捻出策を検討すべき。 

▪ 景観を破壊するような新たな道路建設は中止してほしい。 

▪ FIT 法から間もなく 10 年、その間には北杜市では市条例制定という大きな動きもあり

ましたが、現実問題として、住民の懸念やトラブルは解消されていません。 

▪ 相当数の市民からの声が届いているはずですが、どんなに声が上がっても実効性のある

政策や解決策には動かない一貫した市の姿勢には、著しく失望している。 

▪ 「避けるべき負のシナリオ」に向かっているとしか思えません。これを少しでも正のシ

ナリオに向かって修正する姿勢を示してほしい。 

▪ 北杜市の自然景観や住民の権利を侵す業者には、厳しい審査基準を決め行政も住民側の

立場ににたって交渉に入るべき。 

▪ 市行政もよく調べて厳しい基準を設け業者の違反も監視してほしい。 

組んでまいります。 

（まちづくり推進課） 

101 ＜公害防止の啓発、環境評価の実施＞ 

▪ 農薬の適正利用や使用量の削減を目指してほしい。 

＜公害防止の啓発、環境評価の実施＞ 

■原案どおり 
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▪ 植物工場の排水や太陽光パネル等の老朽化、不法投棄等による水質汚染（地下水を含む）

が心配。 

▪ 監視体制を整え、水質チェックも充実させてほしい。 

 

記載のとおり、庁内関係各課をはじめ、県の関係部局、関係機関、住民組

織等との情報共有と連携を強化し、公害関係法令の遵守状況や公害発生の恐

れがないかを監視する体制の強化を図ってまいります。 

（環境課） 

 

5-3-3 環境保全意識の更なる向上と市民活動の支援（P78） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

102 

 

＜地域環境美化活動の充実＞ 

▪ 地域で行っているゴミ拾いは良いですが、花植えは環境保全になっているのか疑問。 

▪ 在来植生を破壊してマルチフィルムを張り、どこにでもある園芸種を植栽している地域

もあり、逆に環境破壊になっている。 

▪ 在来の植生を生かした里地・里山保全に対する支援も行ってはどうか。 

 

 

＜地域環境美化活動の充実＞ 

■原案どおり 

 環境美化活動は、美しいまちを将来の世代へ引き継ぐための取組であり、

広い意味では、地球温暖化防止や自然環境の保護等にもつながる身近で幅広

い取組と言え、何よりも一人ひとりが関心を持つことが大切であると考えて

おります。 

 北杜市では、これまでも市民や地域が行う環境美化活動を支援しており、

記載のとおり、引き続き、市民、地域と一体となって清潔で美しいまちづく

りを進めてまいります。 

（環境課） 

 

 

 

5-4 安心で快適なインフラ整備 

《現状と課題》（P79） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

103 《現状と課題》 

▪ コンパクトシティの考え方を示してはどうか。 

《現状と課題》 

コンパクトシティは、都市機能や居住地域を集約し、行政効率の良いまち

づくりとして重要な考え方であると認識しておりますが、北杜市は、市内を
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めぐる道路網などで結ばれた旧町村ごとの地域から成り立っており、「北杜市

まちづくり計画」では、「複数拠点の配置や拠点間での役割補完など連携、交

流するネットワーク型を併せ持つ複合連携型の骨格構造」を目標としており、

現時点で将来像としてコンパクトシティを明示する考えはありません。 

（まちづくり推進課） 

 

5-4-1 計画的なインフラ整備と適正な維持管理（P80） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

104 ＜ユニバ―ザルデザインの推進＞ 

▪ 公共施設（学校等）や交通施設（駅）などのバリアフリー化が遅れている。 

 

＜ユニバ―ザルデザインの推進＞ 

■記載あり 

 駅については、JR が所管するものですが、北杜市では、これまでに JR と

連携し、JR 小淵沢駅の建て替え時にユニバーサルデザインに配慮した駅舎を

整備してきました。引き続き、JR 長坂駅のバリアフリー化についても働きか

けを行ってまいります。 

 また、学校を含む公共施設については、各施設の管理計画に基づき整備を

進めており、記載のとおり、引き続き、ユニバーサルデザインに配慮した整

備を進めてまいります。 

（まちづくり推進課・教育総務課・福祉課） 

105 ＜道路整備と交通安全の推進＞ 

（維持管理） 

▪ 「・国道及び県道･･･」に「老朽化した設備」を追加してほしい。 

▪ 「・高齢者･･･」の「また、子どもたちの･･･」の記載を「歩道や自転車通行帯の整備等、

安全に通行できる道路の整備、および子どもや高齢者への交通安全対策の強化に取り組

みます。」に変えてほしい。 

（中部横断自動車道） 

▪ 「・中部横断自動車道の･･･」の一文を削除してほしい。 

＜道路整備と交通安全の推進＞ 

■原案どおり 

（維持管理） 

 国道、県道の維持管理については、国、県が管理しており、それぞれの責

任において道路施設の維持管理に努めております。市としては、道路パトロ

ールや市民等からの情報提供などにより、道路施設の状態を把握し、関係機

関と連携して安全で安心に利用できる道路環境を整えてまいります。また、

歩道や自転車通行帯については、道路施設と捉えており、記載に含まれてお
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▪ 八ヶ岳南麓での大規模、高速道路建設計画によって引き起こされる事態を踏まえた審議

が行われることを求める。 

▪ 八ケ岳南麓での中部横断自動車道建設計画に関連する住民、別荘所有者、農業生産者や

商店などは既に平穏な生活が奪われている。 

▪ 中部横断自動車道もリニアも様々な問題があり、地方へのアクセスのために本当に有益

なのか。 

ります。 

（中部横断自動車道） 

No.85 の記載のとおり 

（道路河川課） 

106 ＜安全な水道水の安定供給と適切な汚水処理＞ 

▪ 山林への新たな宅地開発等により、費用対効果の悪いインフラ整備が続いている。 

▪ 事業費を圧迫しないような効率的、計画的インフラ整備の徹底が急務。 

▪ 居住促進エリア外へのインフラ整備の費用負担を上げるなど、対策を強化してほしい。 

＜安全な水道水の安定供給と適切な汚水処理＞ 

■修正 

 人口減少等に伴う給水収益の減少への対策を講じながら、安全で安心な飲

料水の安定した提供と汚水処理サービスを提供するため、適切な施設の更新・

整備・維持管理を計画的に進めることを踏まえ、次のとおり修正します。 

 なお、土地利用については、P78＜秩序ある土地利用の推進＞に記載して

あります。いただいたご意見等については、今後の参考にさせていただきま

す。 

［修正後］ 

▪ 安全・安心な水道水の安定供給と生活環境の保全を図るため、計画的な

上下水道の維持管理と危機管理を行います。 

▪ 事業効率の更なる改善による支出の抑制と適正な利用料金の設定を通

じて、公営企業としての持続可能な経営に努めます。 

（上下水道総務課） 

 

5-4-2 公共交通網の整備・活用促進（P80） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

107 ＜地域公共交通ネットワークの構築と運行＞ 

▪ デマンドバスは、土曜・日曜は運休。帰りの時間が早すぎて温泉施設すら自由にいけな

い。 

＜地域公共交通ネットワークの構築と運行＞ 

■原案どおり 

記載のとおり、利用者や地域住民等の意見聴収や地域内の公共交通事業者
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▪ デマンドバスも市民バスのように途中乗降を取り入れてほしい。 と連携するなかで、利用しやすい公共交通を目指し、利用促進や改善を図っ

てまいります。いただいたご意見については、今後の検討の際に参考とさせ

ていただきます。 

（企画課） 

108 ＜交通弱者への支援＞ 

▪ 運転できなくても永住したいと思える魅力あるまちづくりを期待している。 

 

＜交通弱者への支援＞ 

■記載あり 

 北杜市では、これまでも免許返納者への支援や障がい者等へのタクシー利

用助成、一人で外出することが困難な高齢者への外出支援などに取り組んで

きました。記載のとおり、引き続き、様々な関係主体と連携を図りながら、

地域公共交通の充実に加え、高齢者や障がい者など誰もが安全・安心に移動

できる地域づくりを進めてまいります。 

（企画課・福祉課・介護支援課） 
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４ 新・行政改革大綱について（P82～104） 

第１章 序論 

1-1 新・行政改革大綱策定の趣旨（P83） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

109 （総合計画との関係について） 

▪ 総合計画に書かれている内容と新・行政改革大綱の基本方針との間には齟齬、バッティ

ングするものも見られる。 

▪ 総合計画と新・行政改革大綱の両者が整合しない中で、政策決定しなければならなくな

ったときにどうするのか。 

▪ 総合計画に新・行政改革大綱を入れ込むならば、両者の間に存在する優先関係に留意し

た記述にしていただきたい。 

▪ たくさんの紙面をつかってデータを揃えてあるので、よく現状はわかった。 

▪ 新・行政改革大綱も主権者として市民を力づける方向に策定されるべきである。 

▪ 新・行政改革大綱は、受益者ではなく「主権者」という視点に立って策定されるべき。 

▪ 行政改革を推進していく先に「子どもの数が 2 倍」になる未来の姿は見えない。 

▪ 第３次総合計画で強調している「子どもの数を２倍にする」方針と相容れない。 

▪ 最上位に位置するはずの「総合計画」が「新・行政改革大綱」に縛られる逆転現象は起

きていないか。 

▪ 「新・行革大綱」が一体となったため、“痛みをともなう”「行革」を断行するための目

くらまし的な役割が「総合計画」に振り当てられているのではないか。 

▪ 上位計画に規定されている総合計画に、今回、新行革大綱がついているが、二つの関係

性はどうなっているのか。 

 

 

 

（総合計画との関係について） 

■追加・修正 

○ 本市では人口減少、高齢化が進行しており、財政面の制約も増していま

す。まちづくりのビジョンを描くだけ（総合計画を策定するだけ）では、

課題解決や満足度を高めていくことは難しく、強固な行財政基盤の裏付

けを持たない施策展開には限界があります。 

○ すなわち、行財政とまちづくりが有機的に機能してはじめて、まちづく

りのビジョンの実効性が高まると言えます。 

○ 総合計画は、市の施策・事業の最上位計画であり、行政改革大綱は市行

政の体質改善のための最上位計画であり、どちらも北杜市にとって最重

要な計画と考えております。 

○ そのため、「総合計画」と「新・行政改革大綱」の２つの計画を同時に達

成させることが重要であり、２つの重要計画の目指す方向性の整合を図

り、行政経営の視点を強化した「成果」と「市民満足度の向上」に重点

を置いた効果的な施策展開を図る必要があると考えております。 

○ いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（1-1 新・行政改革大綱策定の趣旨）を次のとおり修正 

前）「ありたい姿」の実現に向けては、基本計画で取り組むこととしている子

育て・教育施策や DX*、ポストコロナ・ウィズコロナ時代への転換などの

主要施策に政策資源を重点的に投入していく必要があります。 
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後）「2030 年、地域のありたい姿」の実現に向けては、基本計画で取り組む

こととしている子育て・教育施策や DX*、ウィズコロナ・ポストコロナ時

代への転換などの主要施策に経営資源を重点的に投入し、若い力を呼び込

み、人口が減少する局面においても、将来にわたり持続可能なまちを目指

していく必要があります。 

 

前）市を取り巻く様々な社会環境が変化するなかでも、先人から受け継いだ

“魅力ある北杜市”を、将来の子どもたち、市民、地域に“魅力あふれる北

杜市”として引き繋いでいくために、これまでにない抜本的な行政改革に

正面から取り組み、未来につなぐ行政経営基盤の構築に取り組んでいき

ます。 

後）市を取り巻く様々な社会環境が変化するなかでも、先人から受け継いだ

「魅力ある北杜市」を、将来の子どもたち、市民、地域に「魅力あふれ

る北杜市」として引き繋いでいくために、社会変化に対応し、各地域の

個性を活かす努力を継続しながらも「北杜は一つ」の考えのもとに、こ

れまでにない抜本的な行政改革に正面から取り組み、未来につなぐ強固

な行政経営基盤の構築に取り組んでいきます。 

 

（政策推進課） 

 

1-2 改革の必要性（P84） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

110 ▪ 「スケールメリットを生かした行政運営の効率化と市民サービスの質や利便性向上」

は、人も施設も機械的に集中するということに繋がる。 

▪ 「改革の必要性」と「総合計画」の目指す姿の実現の道筋が全くわからない。 

▪ 予算には限りがある。 

▪ 財政難を理由に行革の推進ばかり考えるのもいかがか。 

▪ 福祉優先が市の将来を明るくする。 

▪ 「民営化」が本当に市の未来のためになるのか、子どもたちのためになるのか、魅力あ

る自治体づくりになるのか。 

■追加・修正 

○ 本市は、高齢化が進む中で、10 年後に子どもが賑わう夢かなうまちを実

現するために、子育て、移住定住、産業振興、情報発信に力を入れ、若

い力を呼び込み、人口が減少する局面においても、人口構成を変えてい

くことで、将来にわたり持続可能なまちを目指してまいります。 

○ こうしたまちづくりをしっかりと進めるためには、各種施策を効果的に

推進する市の機構に変革し、限られた経営資源の選択と集中を進めて成

果につなげていくことが重要です。 
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▪ 憲法が保障する住民の基本的人権とこれを実現するための様々な法的権利の保障とい

う観点が欠けている。 

▪ 子育てしやすい地域を魅力として発揮できれば、若い世代が流入することはあっても流

出することはない。 

▪ 新・行政改革大綱の基本方針は、少子化傾向を受け入れた内容になっている。 

▪ 人口減少が進む中で、地方自治の今後のあり方を描いていかなければならない時代にな

っている。 

▪ 住民が必要とするものが、本当は何なのかを知るために、住民との対話を真摯に繰り返

さなければならない。 

▪ 補助金団体の見直しで補い、デジタル化、AI 化などに増やす人材をむしろ、教師やエッ

センシャルワーカーにまわすべき。 

○ 維持管理費等の負担を抑え、機能性を一層充実させたサービスの提供に

力点を置き、市民一人ひとりの満足度を高めていくことが不可欠である

と考えています。 

○ その意味で今回の改革は、本市の行政サービスを、他市の水準も参考に

しながら、社会経済情勢の変化に対応し、市の施策が持続可能なものと

なるように再構築することをねらいとしています。 

○ なぜ今改革が必要か、未来を見据えて何を守り、そのために何を見直す

か、市民の皆様と改革の意義を共有する中で、不退転の決意で改革に取

り組んでまいります。 

○ いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

［修正内容］ 

※３つめの○を次のとおり修正 

前）市民ニーズ等を的確に反映した事業の「選択と集中」に重点的に取り組

む必要があります。 

後）市民ニーズ等を的確に反映した経営資源の「選択と集中」を進めて成果

につなげていくことが重要です。 

※３つめの○の後に次の一文を追加 

○ 維持管理費等の負担を抑え、機能性を一層充実させたサービスの提供に

力点を置き、市民一人ひとりの満足度を高めていくことが不可欠です。 

※４つめの○を次のとおり修正 

前）こうした財政の状況や公共施設の状況などの厳しい認識を市民と共有し、 

後）こうした財政や公共施設の状況など、「将来世代への負担を先送りして現

状のサービス水準を維持することが、本来あるべき財政運営の姿ではな

いこと」「将来世代へ負担を先送りした場合、将来的に現在のサービス水

準よりも低下する恐れがあること」など、本市の財政状況が非常に厳し

いことを市民の皆様にしっかりと伝え、認識を共有し、更なる改革を徹

底していく必要性について、市民目線に立った分かりやすい情報発信が

求められています。 
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（政策推進課） 

 

第２章 行財政の現状と課題 

2-1 北杜市の財政状況（P85～90） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

111 ▪ 市債の中で、臨時財政対策債を 2011 年度から発行していないことを明記するべき。 

▪ 財政調整基金（2020 年度末、42.9 億円）は、標準財政規模（193 億円）の 22％なので、

半分位は必要なら使えることに言及すべき。 

▪ 公共施設設備基金をはじめ、各項目の現在の残高（積立金合計）が知りたい。 

▪ はじめに庁舎建設ありきで、このプランを作成しているのではないか。 

▪ 庁舎建設ありきではなく、教育、福祉、医療といった命と暮らしを守る方向を願う。 

 

■原案どおり 

○ 本市では、合併以降、合併自治体に対する地方交付税の上乗せ措置であ

る合併算定替により、通常より多くの地方交付税の交付を受けてきまし

た。このため、2011 年度からは臨時財政対策債の借り入れをすること

なく財政運営を行ってきましたが、現在では合併算定替が終了している

ことから、今後は臨時財政対策債の借り入れを行うことを想定してお

り、市債残高等についても、これを前提とした推計を行っています。 

○ これまでは合併後の財政的な優遇措置があったため、現時点では基金残

高も余裕があるように見えますが、「将来世代への負担を先送りして現

状のサービス水準を維持することが、本来あるべき財政運営の姿ではな

いこと」「将来世代へ負担を先送りした場合、将来的に現在のサービス

水準よりも低下する恐れがあること」など、本市の財政状況が非常に厳

しいことを市民の皆様にしっかりと伝えていく必要があります。 

○ 各基金の現在高については、86 ページに記載したとおりです。なお、財

政調整基金の積立額の適正水準は、各自治体の実情によって異なるもの

と認識しております。 

○ 庁舎建設については、合併時からの課題であるため、合併から 20 年を

目途にその方向性を示してまいります。 

○ なお、庁舎建設基金や公共施設整備基金の積み立ては、年度末の余剰金

を活用して行うこととしており、教育、福祉、医療をはじめとする他の

予算の削減につながることがないように努めてまいります。 

（財政課） 
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2-2 北杜市の公共施設の状況（P87） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

112 ▪ 保有する公共施設の延床面積が県内平均値の約 2.1 倍は、本市が東京 23 区分の面積を

持っているという事実を無視した比較である。 

▪ 県内市町村との比較は、地方によって課題が異なることを踏まえていない。 

▪ 単純な数比較は意味がない。 

■原案どおり 

○ 新・行政改革大綱における改革のねらいは、将来にわたるサービスの持

続可能性を明らかにし、市民の皆様と共有することです。 

○ 県内自治体の中でも突出した 362 の公共施設を、今後も維持し続ける

ことは、人口減少・高齢化の進展が避けられない本市の財政力を勘案す

ると極めて困難です。 

○ 本市の面積は、県内最大ではありますが、水道給水面積（人が住んでい

るエリア）は全面積の 1/3 程度です。また、全国の同程度の面積・人口

の市と比較しても北杜市の公共施設の数と延床面積は多いというデー

タもあります。 

○ 仮にすべての施設を維持するとした場合には、毎年の維持管理費に加

え、巨額の大規模改修費や更新費が子や孫の世代に大きな負担となっ

てのしかかることになります。 

○ このことは、子どもが賑わうまちづくりを進めるうえでは大きな壁と

なり、「総合計画」のビジョンに相容れないものと考えます。 

○ 今回の改革は、施設の統廃合や複合化を進めながら、機能性や拠点性を

高めること、また、施設の運営そのものについても民間活力を一層導入

することで行政サービスの質の点で相乗効果を生み出すことが主要な

目的です。 

○ そのような点から、限られた経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報等）を

効果的・効率的に投入していくための「選択と集中」「重点化」を徹底

し、その改革の果実を生かして、市民との協働、民間の活力も導入しな

がら、サービスの質や施設等の機能を高め、市民満足度を高めていきた

いと考えております。 

（企画課） 
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第４章 行政改革の基本方針 

行革の柱１ 公共施設保有量の最適化（総論） 

4-1-1 公共施設保有量の縮減（P94） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

113 （縮減目標について） 

▪ 40％程度縮減という数値目標を掲げることに反対。 

▪ すべての公共施設にかかる延べ床面積を 40％程度に縮減する必要があるのか疑問。 

▪ 「公共施設保有量の最適化」というのは誰にとっての何の最適化なのか。 

▪ 行政側の〝最適化″の判断だけでは、〝住み続けたい北杜市″ではなくなる。 

▪ 他市町村と比べて数が多いから、老朽化したから、子どもや利用者が減少したからとい

って統合や削減することに納得できない。 

▪ 公共施設の総面積を人口で割って、一人当たりの面積を削減目標値にするというのは説

得力に欠ける。 

▪ 市の広大さを考えたら公共施設の改革は慎重にしていただきたい。 

▪ 市の面積、人口密度などは無視され、単純に数だけが比較されている。 

▪ 安易に縮減しないでほしい。 

▪ これまでどおり各施設を運営する方法を考えてほしい。 

▪ 数字をいじくるだけでなく、住民が安心して暮らせると思える提案をしてほしい。 

▪ 生活圏を重視した公共施設の効果的な配置を考えていただきたい。 

▪ 未来に生きる子どもたちに 30 年後、50 年後に何を残すのかを考えて行動してほしい。 

▪ 施設の少ない他の都市を真似するのではなく、今せっかく沢山あるものを大切に生かし

ていく道を摸索してください。 

▪ 東京都 23 区と同じ広さの北杜市ですから施設は減らさず、子どもたちの身近に参加で

きるように文化的なものを残してほしい。 

▪ 拙速な公共施設の統廃合の結論はさけていただきたい。 

▪ 旧町村の地域感情を汲み取る、地域の声を拾い上げる努力をしてほしい。 

▪ 市民や子どもを脇に置いた効率優先の行政が市民の幸せにつながるはずがない。 

▪ こんな市に子育て世代がやって来てくれるのか。子育て世代が残ってくれるのか。 

▪ 人件費・施設費・予算をどう削減するかという視点に立ったもので、将来の街づくり、

（縮減目標について） 

■追加・修正 

○ 公共施設等総合管理計画は、総務省から2014年４月に地方自治体に対

して、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等

の利用需要が変化していくことを踏まえ、公共施設などの総合的、計画

的な管理を推進するための計画策定の要請を受け、策定したものです。 

○ 市保有施設のうち築 30 年以上の割合は、39.1％で、当該施設をそのま

ま保持した場合、10 年後には 74.1％に急速に老朽化が進みます。 

○ 現在、保有している公共施設をすべて保持した場合にかかる整備・改修

費用は、毎年 37 億円かかるとされており、今後、人口減少・高齢化の

進展が避けられない本市の財政力を勘案すると、すべての公共施設を

維持していくことは極めて困難です。 

○ 当計画（素案）は、市を取り巻く様々な社会環境が変化するなかでも、

将来世代に負担の先送りをしないため、全庁的な視点で聖域なく、不断

の行政改革が必要であることからゼロベースで見直し、行政改革推進

委員会での意見等を踏まえ、未来につなぐ行政経営基盤の構築に取り

組む基本方針を示したものです。 

○ 記載内容は、将来を見据え、より長期にわたって取り組むべき改革や計

画期間終了後に財政効果の発現が見込まれる取り組みも記載してお

り、計画推進期間である５年間で必ずしもすべての項目において成果

を生むものではありません。 

○ 計画策定にあたっては、まずは目標設定が重要であり、進むべき方向を

決める必要があります。 



63 

 

人づくりといった観点は皆無。 

▪ カネ中心の行政では、魅力ある北杜にはならず、この地域がますます衰退していく。 

▪ 施設の利用者、役割を考慮せず、縮小・削減を打ち出す姿勢に強い疑問を感じる。 

▪ 子どもの数が倍になれば、施設は増やさなければならないと思う。 

▪ 公共施設が遠くなれば、住みたいと思わない。 

▪ 各地域の中での防災拠点をどうするか等、公共施設の在り方が問われている。 

▪ ５つの「2030 年、地域のありたい姿」に異存はないが、その具体化が、「公共施設面積

40%縮減」というのは理解できない。 

▪ これで少子化に歯止めがかかるのか。 

▪ 今後の市の財政状況から歳出の削減策が必須であるのは当然のこと。 

▪ 公共施設の維持費は膨大で、整理統合は不可避の課題。 

▪ 経費削減の必要性は分かる。 

▪ 市財政が厳しくなるなかで、ムダや重複にメスを入れることは必要。 

▪ 2025 年度で合併特例事業債が終了し、市財政が厳しくなることは理解できる。 

▪ 残った施設、あるいは新設の施設の機能が向上するような方針も同時に示さないと、市

民の理解は得られにくいのではないか。 

▪ タイトルを「公共施設保有量の最適化と施設の機能向上」に変更し、基本方針にも機能

向上に関する項目を入れてはどうか。 

▪ 更新のルール化の中にある「複合化や多機能化」への検討が抜けている。 

▪ 362 の公共施設の維持・管理の状況を踏まえれば、市の責任の大変さも枚間見える。 

▪ 部局横断的に各種公共施設を複合施設化し、地域に施設の機能を残しつつ、保有量を縮

小させる方向性を検討するのが妥当ではないか。 

▪ 複合化することにより、各施設の機能も充実し、ヒト・モノを兼用化することで維持費

の削減にもつながる。 

 

 

○ 目標設定にあたっては、現在保有している公共施設をすべて保持した

場合にかかる年平均改修費用の37.0億円と直近10年間の年平均改修費

用の17.1億円の均衡を図るためには、延床面積の約55％の縮減が必要

となります。 

○ その上で県内の合併市平均値（市民一人当たりの公共施設の延床面積；

合併市平均5.78㎡/人）まで縮減することを目指し、延べ床面積の40％

程度縮減を設定したものです。 

○ 将来の子どもたちに負担を先送りせず、主要な公共施設の運営継続を

目指すうえでは、必要な目標であると考えております。 

○ また、存続していくことが決まった施設においては、より長く使用でき

るよう長寿命化を図ってまいります。いただいたご意見等を踏まえ、次

のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※公共施設保有量に係る（現状と課題）に次の一文を追加 

⚫ 人口減少・高齢化の進展が避けられない本市の財政力を勘案すると、

すべての公共施設を今後も維持し続けることは極めて困難です。 

 

（企画課） 

114 （施設保有量について） 

▪ 北杜市が突出しているが、「平成の大合併」で生まれた市には共通している。 

▪ ８つの町村が合併したのだから８つあるのが当たり前。 

▪ 北杜市の８町の〝町民″は、合併前に８町村それぞれがそれまでに作り上げてきた〝我

が町＝我が地域″に誇りを持ち、大切にして、現在がある。 

▪ 合併する時に、住民サービス等はその当時の水準より下げないとの説明があった。 

（施設保有量について） 

■その他 

○ 合併以前の平成８年から平成16年にかけて、８つの旧町村ごとに集中的

に公共施設を整備したことから公共施設延床面積が県内市町村の中で

突出している状況です。 
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 ○ 今後、すべての施設を維持していくことは、人口減少・高齢化の進展が

避けられない本市の財政力を勘案すると極めて困難です。 

○ 本市の施設の位置付け、施設の運営内容についての見直しや利用者の拡

大、全体最適の視点に立った設置主体として経費削減に具体的に取り組

む必要があります。 

○ 今回の改革は、施設の統廃合や複合化を進めながら、機能性や拠点性を

高めること、また、施設の運営そのものについても民間活力を一層導入

することで行政サービスの質の点で相乗効果を生み出すことが主要な

目的になりますので、ご理解、ご協力をよろしくお願いします。 

（企画課） 

115 （慎重論、市民参画の機会、統廃合の手法について） 

▪ 住民に詳細なデータを説明し、１年くらいかけて住民と一緒に議論すべき。 

▪ 今回のようにいきなり市から目標値を示すのではなく、一定の時間をかけて市民の意見

を反映する形で進めていただきたい。 

▪ 時間をかけて行革の中味を検討していく必要がある。 

▪ １つ１つの施策、施設についても、市民・関係者の意見を良く聞き、理解と納得のもと

進めるのが肝要。 

▪ 「公共施設保有量の最適化」については、数字ありきでなく、利用している市民の意見

を聞く機会をつくり、ねばり強く、市民の理解を得られるように努力していただきたい。 

▪ どの施設を残し、どの施設を減らすかということは、市民にとっては大きな出来事 

▪ 複数ある類似施設は、他の活用方法を市民の意見を聞き確立して行くべき。 

▪ 市民と話しあう場をもうけてください。 

▪ 支所、温泉、分館等、ある程度統合し、そこで町内会の会合や講座、クラブ活動、１day

カフェなどが開催できたらよい。 

▪ 統廃合にあたっては、公共交通や通信技術による公共施設のネットワーク化といった視

点も必要。 

 

 

 

（慎重論、市民参画の機会、統廃合の手法について） 

■その他 

○ 具体的な統廃合案については、次年度以降に、地域や利用者、若い世代

の皆さまのご意見を聞き、統廃合の必要性についての認識を深めていた

だくとともに、今後の公共施設のあり方を踏まえ施設毎に「個別施設計

画」を策定してまいります。 

○ 個別計画の策定にあたっては、施設の更新・維持管理にかかるコストや

住民ニーズなども勘案し、財政面はもとより、安全面やサービス面も含

めた観点からも、統廃合を含めた総合的な検討を進めてまいります。 

（企画課） 
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4-1-2 資産の積極的かつ戦略的な活用（P94） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

116 ▪ 「未利用地を、企業立地の事業用地として積極的に活用します」の部分は、その他の利

用方法をすべて切り捨てて企業に売り渡すことだけを「活用」とした点で納得できない。 

▪ 公共施設は市民のものでもあり、本来は広く市民にも活用を呼びかけていくべきもの

で、そうして活用している施設があることからも、この文章は改めるべき。 

▪ 企業立地の事業用地の所で、活用の具体的な案がない（賃貸か売却か企業の条件等） 

 

■原案どおり 

○ 4-1-2 では、「企業立地の事業用地として売り渡す」ことに限定していま

せん。（有効活用の推進）に記載のとおり、人口増加、雇用増加、地域活

性化など市全体に効果が波及する戦略的な活用を推進してまいります。 

○ なお、当項目の対象は、公共用財産の用途廃止後によって普通財産とな

った土地等を想定しております。普通財産は、経済的価値を保全発揮す

ることによって、間接的に市の行政に貢献させるため、管理処分される

べき性質のものになります。 

（企画課・管財課） 

 

行革の柱１ 公共施設保有量の最適化（各論） 

4-1-1-1 市立図書館（P95） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

117 ▪ 中核的な図書館３施設程度に集約・再編し機能の充実・強化を図ることに反対。 

▪ 具体的な場所はどこか明確にすべき。 

▪ 図書館を統合することを考える前に図書館をいかに利用しやすくするかを市民と行政

で真剣に探求すべき。 

▪ 県内市町村との比較は、図書館数だけではなく、予算からも比較すべき。 

▪ 市内に図書館が８館あって人口比でありすぎると言うのは机上の比較 

▪ 数が多いから減らすだけの拙速な考えはお止めください。 

▪ 市立図書館の減少大反対。東京 23 区と同じ面積を考えれば少ないくらい。 

▪ 施設利用状況を把握するため、入場者数・入館者数に加えて、滞在時間数や満足度・快

適度なども加えてみてはどうか。 

▪ 貸出利用者数や貸出冊数といった指標で図書館の意義を評価することに違和感がある。 

▪ 北杜市図書館協議会などでの基本的議論が必要。 

▪ 利用している市民の意見はどうくみ上げるのか。 

▪ 集約する場合はどういう手続きを取るのか。 

■追加・修正 

○ 市立図書館の統廃合は、単に３施設程度に縮小することが目的ではな

く、市立図書館の機能充実を図り将来にわたって持続可能なものとする

ために行うものです。 

○ 総合計画案で記載のとおり、読書活動を推進するため、図書館利用者の

今の時代にあった施策へ転換することで、持続可能性を高め、すべての

世代にとって暮らしやすいまちづくりを進めてまいります。 

○ なお、現在の８つの図書館は、施設規模、蔵書数、職員体制などはそれ

ぞれ異なり、均衡が取れているとはいえず、距離的、サービス的にみて

も公平性があるとは言い難い状況です。 

○ また、図書館の利用者数、貸出冊数が年々減少傾向にある中で、８館の

運営・維持管理に係る経費は毎年１億円を超え、そのうち人件費が６割
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▪ 無くなる図書館の職員や書籍等はどうするのか。 

▪ 図書館８館は文化を大事にするなら自慢することではないのか。 

▪ 図書館は住民の文化的要求の寄所、縮小しないでほしい。 

▪ 小中学生の自習する教育上必要な場所になっている。 

▪ たくさんの本を読む北杜市民が地域の民度・文化・産業を支えていることを認識すべき。 

▪ 年齢を考えるといつまで車を運転できるか心配で図書館を統廃合されては、自由に通え

るかと危惧している。 

▪ 人件費節減が必要なら、運営ボランティア募集の強化などの方法もあるのではないか。 

▪ 図書館は子どもから高齢者まで広い世代が利用する施設。 

▪ 図書館は高齢者にはとても有益な施設。 

▪ 総合計画に示す「2030 年、地域のありたい姿」に反する。 

▪ ８館の存続を願ってきた者だが、これからどうあるべきかを考える機会ではある。 

▪ 図書館の設備に新聞図書コーナーの設置を検討してほしい。新聞を読みにくる方々多

数、県立図書館には新聞別のテーブルと椅子が設置されている。 

▪ 集約しても 45,000 人規模の市立図書館とは思えない設備・内容。 

▪ これからの図書館は情報提供の場・交流の場など従来の図書館とは異なる価値が求めら

れている。 

▪ 子どもの数を２倍にする公約実現のためには様々な目的で集える場が必要であり、そう

いう場に図書館を活用していただきたい。 

▪ 財政ひっ迫は理解できる。 

▪ 「活字情報のストックヤード（倉庫）」としての公共図書館はその使命を終えつつあり、

延べ床面積縮減余地は小さくない。 

▪ ３館程度に集約しても、ハブとなる閉架図書施設を充実させればサービスの実質的低下

を来たさない。 

▪ 地域の学校を複合施設化し、学校図書館と市立図書館を一体化することにより生活圏内

に図書館を残し、利便性を維持するとともに、地域に開かれた学校づくりや多世代の交

流を促すことが期待できる。 

▪ 限られた予算、デジタル資料など変化する図書館事情を踏まえると、今後も維持するの

は難しい面もあることは理解できる。 

▪ 利用者数貸出数が減少しているのは、図書館の命である資料が少ない、魅力がないとい

う理由もある。 

▪ 図書館は本を借りるだけの場所ではなく、ゆっくり本を探して、ゆっくり本を読んで、

以上を占めている状況は、課題の一つです。 

○ 統廃合により、自宅と図書館との距離が遠くなるなど負担増につながる

場合もありますが、最適化により生み出された経営資源をより配慮が必

要な利用者等に再配分するなどし、行政の機能強化、図書館利用者の利

便性向上に取り組むことで、市民にとってより満足度の高い図書館の形

が築けると考えております。いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり

修正します。 

 

［修正内容］ 

※（現状と課題）に次の一文を追加 

⚫ ８つの図書館は、施設規模、蔵書数、職員体制などがそれぞれ異な

り、サービス的に均衡が取れているとは言い難い状況です。 

 

※（現状と課題）を次のとおり修正 

⚫ これまでの維持管理等への投資から、図書館の機能強化とサービス

の質の向上に向けた投資へとシフトしていく必要があります。 

⚫ 市立図書館を将来にわたって持続可能なものとするためには、これ

までの維持管理等への投資から、図書館の機能強化とサービスの質

の向上に向けた投資へとシフトしていく必要があります。 

（中央図書館） 
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ゆっくりのどかな時間をすごせる空間。 
 

118 （図書館機能について） 

▪ たべることができれば、一日使え、利用の幅が増える。 

▪ お金がなくて新しい中央図書館が無理なら、建屋は古くても運営と機能は全国一の図書

館を作りたい。 

▪ 読書や CD・DVD の視聴は人間らしい生活をしていく上でとても大事なこと。 

▪ 少子高齢化やデジタル時代における北杜市の図書館の在り方を明確に示してほしい。 

▪ ３館集約がやむを得ない場合の次善策として、ほかの４館は身近な地域文庫として存続

させ、４館は貸出サービスと分散書庫に徹する。職員に専門知識は必要なく一人で対応

できる。貸出は予約のみで、館内閲覧はなし。リクエスト・予約本は中央図書館で従来

どおり巡回車で集配する。ネット予約を可能にするＰC・スマホなどのリテラシー事業

も実施する予約した本を取りに行けないシニアに対して自宅に届けるボランティアを

組織・運営する。 

▪ ３館集約がやむを得ない場合の次善策として、ほかの４館を地域文庫としてスペースを

NPO に貸出。この場合、既存の資料は NPO に譲渡するか、貸出代行に託す。NPO は

メインの資料を自分たちで持ち寄り、自主的に貸出業務を行う。これは指定管理者とは

違うもので図書館法にまったくしばられない。自由に運営ができ、全国初の試みとなる。 

▪ 子どもたちへの読み聞かせの広場なども新設や充実を考えて子ども親子共に利用しや

すい図書館をつくってほしい。 

▪ 図書館は単に書籍・雑誌等を読む空間として利用されるに留まらず、地域住民の『共有

地（コモンズ）』に脱皮させたうえで残すべき公共施設と位置付ける。 

▪ 稼働率向上が不可欠な公共施設の中核を担う図書館変革のキーワードは「①デジタル情

報化」「②多目的対応」「③快適空間」 

 

（図書館機能について） 

■追加・修正 

○ これまでの図書館は、図書館利用者への図書・雑誌・視聴覚資料などの

資料や情報提供が主な役割であり、これらの役割や取組をさらに強化し

ていく必要があります。 

○ 今後は、子育て支援としての幼児期から児童・青少年期に読書習慣の形

成や心の成長に資する図書の提供といった教育的な支援の拡充、さらに

は社会的弱者に対する図書館機能を使っての支援、生涯学習機能の強化

など時代とともに図書館サービスの質的な面での強化充実が求められ

つつあります。 

○ 具体的には、時代に即した ICT を活用した図書サービスの提供、地域

資料等のデジタルアーカイブ化、市民の学びや交流の場としての機能の

強化、情報発信機能の強化、中高生向け図書の充実、図書館ボランティ

ア活動の支援強化、来館せずにサービスを受けられる仕組みづくりなど

すべての市民が使いたい、また来たいと思い、満足する図書館づくりを

目指してまいります。 

○ また、子どもの来館者が多い公共施設に絵本等の棚を設置（読書コーナ

ーの設置）し、良書に触れる機会を増やすなど工夫していきたいと考え

ております。 

○ いただいた意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（基本方針）を次のとおり修正 

前）集約・再編にあたっては、賑わいの創出、市民交流、コワーキングなど

新たな価値創出の拠点としての機能の充実・強化も図ります。 

後）集約・再編にあたっては、教育的な支援の拡充など図書館サービスの質

的な強化充実を図るとともに、賑わいの創出、市民交流、コワーキングな

ど新たな価値創出の拠点としての機能の充実・強化も図ります。 

（中央図書館） 
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119 （図書館までの距離について） 

▪ 近くの図書館に 80 才、90 才になっても行きたい。 

▪ 市面積の広さ、公共交通網の不備など考慮すべき。 

▪ 魅力ある街づくりに身近にある図書館は欠かせません。 

▪ 北杜市は面積が広く車での移動が主。 

▪ 歩いたり、自転車で行けるところにメリットが有る。 

▪ 数も問題ではありません。図書館に歩いて又はバス利用で行けるかどうか。 

▪ 市民の利用の利便性も考慮したとは思えない３館集約案は疑問。 

 

（図書館までの距離について） 

■その他 

○ 統廃合により、自宅と図書館との距離が遠くなるなど負担増につなが

る場合もありますが、距離的なメリットはすべての市民が享受できる

ものではありません。また、機能やサービス水準が低く、近いだけの

施設が好ましい図書館環境とは言い難く、利用者にとって、必要な空

間づくりを進めていくことが重要であると考えております。 

○ また、最適化により生み出された経営資源をより配慮が必要な利用者

等に再配分するなどし、行政の機能強化、図書館利用者の利便性向上

に取り組んでまいります。 

○ 具体的には、公共交通との連携や来館せずにサービスを受けられる仕

組みづくりなども含め、時代に即した満足する図書館づくりを目指し

てまいります。 

（中央図書館） 

 

4-1-1-2 公営温泉（P95） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

120 ▪ 公営温泉の廃止に反対。 

▪ 自宅の風呂が狭い方、特に高齢者はのびのび入るお風呂は心身ともにリラックスできる

場所で、友人との語らいの場である。 

▪ 2030 年、地域のありたい姿の『ともに、よりよく生きるまち』に記載のある「一人ひと

りが豊かさを実感している」からしても現状を維持すべき。 

▪ 温泉施設は、福祉として考えるべきで高齢者の健康に寄与し、医療費の抑制につながる。 

▪ 75 歳以上無料の話がありましたが、無料とはいいませんが 75 歳以上は安くしてほしい。 

▪ 地域住民の生活必需施設であり、市外からこの温泉施設を目的に多くの方が訪れ、宿泊

施設も潤っている。 

▪ 市として温泉施設を中心とした総合リゾートをつくるなど、積極的に活用してほしい。 

▪ 市営温泉を民間委託して地元の人の利用が減っていないか。料金も高い 

▪ どのような基準で考えているのか、付近の住民の意見はどう反映されるのか。 

■原案どおり 

○ 公営温泉は、合併前に旧町村で設置し、これまで多くの方々にご利用い

ただき、市民の健康増進のほか、観光資源としても地域活性化に寄与し

てきたことと認識しております。 

○ 一方で、公共施設の老朽化が進むなか、すべての施設を従来どおりに維

持するためには、莫大な費用が必要となります。厳しい財政状況下にあ

って、市営の公立温泉として「10 館ある必要性」については課題であ

り、「施設の老朽化」「不採算事業」「利用者の半数が市外」など、各施設

の運営を継続していくための課題が多くあります。 

○ 特に、毎年、維持管理費が１億５千万円を超え、老朽化により今後更に

多額の経費を要する施設であることから、効果的な運営や全体最適の視
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▪ 公営温泉が身近に多くあることが良く、北杜に移住しました。 

▪ 数年前大幅な値上げで住民も別荘の方も少なくなりました。 

▪ 高齢になれば車の運転も厳しくなり、近くに合った方が良いです。 

▪ 合併前とはいえその無計画に立ち戻って考えたい。 

▪ 広い地域だから単純に 10 コは多い。数が多いことが贅沢なことでもない。 

▪ 公営温泉は北杜市の魅力の１つであり、利用しやすさを改善して利用率の向上を図るべ

きで市税を投入していってほしい。 

 

点にたって公営温泉のあり方について検討を行う必要があります。 

○ 民間にできることは、民間に任せることが基本であり、市が、今後も公

営温泉をすべて維持していくことは困難であることから、施設の運営に

関し、十分なノウハウと実績を持つ事業者等に譲渡し、民営化を進める

ことも必要であると考えております。 

○ 具体的な、民間譲渡や廃止施設は、現時点では決まっておりませんが、

退路を断って改革に取り組む必要性があることから、大規模修繕が必要

になった場合は、原則廃止とする基本的方針を示しております。 

○ また、本市には、民間が運営するホテル等に設置されているそれぞれに

魅力的な温泉が存在し、現在も日帰り入浴を受け入れている施設も多く

あります。そういった民間の施設等の積極的な活用策も検討してまいり

ます。 

（観光課） 

 

4-1-1-3 市立保育園（P96） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

121 （統廃合について） 

▪ 市立保育園の集約化・統廃合に反対。 

▪ 県内他市町村と比較しているが、北杜市は面積が広く、これ以上の統合は学校に通えな

い、保育園に送迎できない、したがって勉強に集中できない、不登校が増える、小さい

お子さんを持った人が就労できない、子育て世代が移住しない等の事態に陥ることにな

らないか。 

▪ 子どもの数は減少が加速している。 

▪ 「子育てするなら北杜」という言葉が書かれているにしては、全体の基調は市が責任も

って保育園をいいものにしていく姿勢が見られない。 

▪ 2030 年、地域のありたい姿の『子どもの笑顔が自分の笑顔になるまち』で「子どもの数

を２倍」「子育て・教育の満足度が高く」等々の目標に反する。 

▪ ０～６才の低年齢の子どもにとって、保育園は子どもの全人格を育む育ちの場である。 

▪ 保育内容の充実は検討する所もある。 

（統廃合について） 

■追加・修正 

○ 高度経済成長期に整備された公共施設が更新時期を迎える中で、厳し

い財政事情と人口減少社会下における公共施設の合理的かつ適正な更

新や再配置が求められており、「保育園」も例外ではありません。 

○ 総務省は 2014 年４月に、地方自治体に対して、長期的な視点をもって、

更新・統廃合・長寿命化などを計画に行うことにより、財政負担を軽減・

平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要

であるとして、「公共施設等総合管理計画」の策定に取り組むよう要請

しました。 

○ 市立保育園の統廃合や民間活力の導入の考えは、「持続可能性」や「多

様な保育ニーズに対応する」という点も含めて「行財政改革の論理」で

あり、市民や社会の側から見て、新しい価値を創造することが重要で、
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▪ 統廃合は止め、むしろ保育士を増やし、園庭を広くする等、また内容を充実させてのび

のびと子どもを育てることに力を入れてほしい。 

▪ 15 園を一挙に約半分に減らすのはあまりにも乱暴。これが「幸せ実感」と言えるのか。 

▪ 保護者の就労条件・児童・生徒の毎日に変更を強いることになる。 

▪ 少子化対策が先ではないか。 

▪ 将来を担う子どもたちに財源を投入することこそ北杜市の未来がある。 

▪ 総合計画で目指される保育を実現するためにどのような市立保育園の在り方がいいの

か検討するのが順番である。 

 

「子どもたちの保育環境を良くしていきたい」という点を第一に考え

てのものです。 

○ 少子化の進展に伴い乳幼児数が更に減少していく中にあっても、公立・

私立を問わず、全体最適の視点に立って、子どもを取り巻く現下の環境

の改善・充実のみならず、10 年先、20 年先の子どもの将来を見据え、

持続可能な提供体制の構築に取り組む必要があります。 

○ その提供体制を基盤として、子ども一人ひとりの特性に応じた質の高

い保育が提供できる体制づくりや保護者ニーズの多様化に的確に対応

できるよりきめ細かな保育サービスを推進していく必要があると考え

ております。 

○ 市立保育園の経営の主な課題は、「施設の老朽化」「人件費・維持管理費

の増加」「多様化する保育ニーズへの対応」「保育士確保」「利用者の減

少」などがあります。 

○ 市立保育園の半数が、建築後 30 年を経過し、施設の老朽化が進んでお

り、毎年、大小の修繕工事を実施しながら施設を維持している状況で、

安全な保育への対応が難しくなっています。 

○ 具体的な統廃合案や民間活力案は、現段階で、決定していることはあり

ません。次年度以降に、子育て世代や保育士等のご意見をお聞きしなが

ら、「子どもたちの安全性の確保」「保育士の確保、質の向上」「地域間

のバランス」「保育ニーズ」「財政的な視点」などから、必要な全体最適

の視点のもと、市立保育園のあり方について検討し、統廃合等の具体的

な方針、スケジュールを決定し、その内容を保護者等の皆さまに丁寧に

説明し、理解を得ながら進めてまいります。 

○ いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（現状と課題）を次のとおり修正 

前）核家族化や共働き世帯の増加など保育ニーズの多様化に対応するため、

民間活力の導入を含む、持続可能な公立保育園のあり方や今後の方向性

について検討していく必要があります。 
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後）核家族化や共働き世帯の増加など保育ニーズの多様化に対応するため、

全体最適の視点のもと、民間活力の導入を含む、持続可能な公立保育園

のあり方や今後の方向性について検討していく必要があります。 

※（基本方針）の１つめの●を２つめに移動 

※（基本方針）の２つめの●の後に次の一文を追加 

⚫ 保育園の適正規模・適正配置については、地域の子どもの数や各保育園

の定員数、保育施設・設備、職員配置も考慮したなかで再編を進めます。 

（子育て応援課） 

122 （複数設置地域の統廃合を優先して進めることについて） 

▪ 旧町村地域に複数設置されている地域を優先して統廃合を進めることに反対。 

▪ 「旧町村に複数の保育園があるのは統合」と機械的で決めるのは根拠に乏しい。 

 

（複数設置地域の統廃合を優先して進めることについて） 

■追加・修正 

○ 地域別にみると、高根町には５園（市立３、分園１、私立１）と長坂町

には４園（市立２、分園２）、明野町に２園（市立１、私立１）あり、そ

の他地域は各１園（小淵沢町は統合により、本年４月から１）となって

おり、現時点でも地域間の設置数、通園距離に差があります。 

○ 今回のパブリックコメントにも寄せられている通園距離の公平性の観

点や、少人数による同年齢児の集団保育の実施や効率的な保育園経営が

困難であることを踏まえ、市立保育園が複数設置されている地域などを

先行して進めることとしています。 

○ 複数設置地域内の園をご利用いただいている（利用したいと考えてい

る）方々には、質の高い保育を持続的に展開していくことを考えての基

本的方針になりますので、ご理解、ご協力のほどよろしくお願いします。 

 

［修正内容］ 

※（基本方針）を次のとおり修正 

⚫ 旧町村地域に複数の保育園が設置されている地域などについては、優先

して統廃合を進めます。 

⚫ 旧町村地域に複数の市立保育園が設置されている地域などについては、

先行して検討します。 

（子育て応援課） 
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123 （大規模化反対、少人数保育推進について） 

▪ 110～130 人規模は、乳幼児の集団としては大きすぎ、集約化は反対。 

▪ 110～130 人規模の根拠がない。 

▪ 大規模だからいいわけではないと思う。 

▪ 集団が大きくなると、１人１人を大切にする保育が難しくなる。 

▪ 近年、子どもをとり巻く社会環境が複雑で、子どもたちにとって情報過多、刺激過剰で

決して好ましいとはいえない。むしろ、保育園大型化の方向でなくて、せめて、50 人～

60 人くらいで、人的環境を充実して、丁寧に保育し、子どもたちにとって、セカンドハ

ウスのような安心安全の場所にするべき。 

▪ 少人数保育も充実した環境と考えられる。 

▪ 日常の些細な行為も集団化される。子どもたちにとっては、自分が大切にされている（個

の尊重）実感がもてず、埋没していってしまう。 

▪ 子どもによっては家で過ごす時間より、保育園で過ごす時間の方が長い子もいる。 

▪ 住んでいる地域に密着した子育ての場は、小規模でこそできる面もあり、地域の方が見

守り、子育てを応援することは、地域にとっても子育てする親や子どもにとっても大切。 

▪ 保育園は、子ども１人１人が大切にされ、寄り添える大人がいることが最も大切。 

▪ 保育園は、自分が大切にされる事で情緒が安定し、人を信頼する心が育って、自己表現

が伸々と出来、友達のことを思い、仲良くすることの幸福感を経験しながら、大地に踏

ん張れる生きる力が育つ所である。 

（大規模化反対、少人数保育推進について） 

■原案どおり 

○ 定員規模については、現在も 40～200 名程度で幅がありますが、以前行

った定員 210 名の須玉保育園の保護者アンケートでは、大部分の保護者

が満足しており、平成 22 年３月の「北杜市の保育園の適正規模・適正

配置・適正運営についての答申」においても、概ね 100～200 名程度ま

では許容できると示されています。 

○ なお、今後進める保育園の適正規模の検討にあたっては、地域のこども

の数や各保育園の定員数、地域性や設備、職員配置も配慮したなかで、

慎重に検討してまいります。 

○ 少人数保育については市内に家庭的保育事業が１施設あり、その活動を

支援しております。引き続き、民間事業者が実施する小規模保育事業の

支援も進めてまいります。 

○ 一定の集団規模については、保育園から小・中学校へと続く集団生活の

中で、幼児期は人間形成や基本的な生活習慣を身につけるための大切な

時期であり、子どもたちの成長を考えた場合、多数の同年齢や異年齢の

子どもたち同士が相互に関わりあい、生活することの意義は大きく、集

団保育が行われる環境が望ましいと考えています。 

（子育て応援課） 

124 （民間活力の導入について） 

▪ 市長の公約である「子どもの数を２倍にする」ための方策を民営化で誤魔化すのではな

く、市が何に責任を持つのかを明記してもらいたい。 

▪ 検討課題としながらも「民間事業者による施設運営や完全民営化」を書き込んでいるこ

とは、「民営化」が最上という考えに囚われているとしか思えない。 

▪ 民営化した場合のデメリットも十分検討しなくてはならないのではないか。 

▪ 民間委託などに移行するようでは、サービスの低下につながる。 

▪ 本市の保育について指定管理者がどの程度責任をもって運営できるのか。保育園児も増

やしたいとしている観点からすると統合、廃止のやり方は逆行している。 

▪ 私立保育園の利用率 93.7％より公立保育園の利用率が 66.6％と低いのは何故か。理由を

調べ、改善するべき点があれば取り組むべきではないか。 

（民間活力の導入について） 

■原案どおり 

○ 市立保育園の民間導入については、「民営化」することが目的ではあり

ません。保育サービスの需要増加と市立保育園によるサービス供給拡

大の困難性、また、全国的な民営化の推進への動き等を総合的に考慮

し、保育園経営の一つの選択肢として、「民間導入」を検討するという

ものです。 

○ 民間導入手法については、設置主体と運営主体の関係から公設民営型

（委託）や民設民営型（移管）がありますが、現時点で決まっているこ

とはありません。また、すべての施設を民営化することは考えておりま
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 せん。 

○ 核家族、共働き世帯、ひとり親家庭の増加等、社会環境の変化により、

保育ニーズが増加するとともに、子どもや子育て家庭を取り巻く環境

も多種多様化しています。 

○ 様々な新しい保育ニーズに応える必要がありますが、経営資源の制約

などがあり、これらニーズに十分に市立保育園で応えていくことは難

しいのが現状であり、民間活力の導入を含む、持続可能な保育園のあり

方や今後の方向性について検討していく必要があります。 

○ 民営化によるサービス低下について、市内の私立保育園の保育サービ

スが低いという報告はありません。むしろ、民間事業者の意欲は高く、

保育の質を確保・維持できる能力を持っており、高い入園率につながっ

ているものと認識しています。 

○ 子育て世代団体からヒアリング結果においても、市立保育園の民営化

の声も寄せられており、民間事業者の意欲と保育の質を確保・維持がで

きる能力を持った保育園経営は、現在の入所率を見ても、市民の選択肢

を広げるという面でも、また、市立保育園の質的向上のためにも＾有効

と考えています。 

○ 北杜市全体の保育のあり方として、市立保育園と私立保育園が一体と

なって市全体の保育の向上を目指していきたいと考えております。 

（子育て応援課） 

125 （通園距離について） 

▪ 働く親にとって保育園は近くが一番。統廃合すれば遠くなり、忙しさが助長され、親の

余裕をなくす。子育てには余裕が必要。 

▪ 保育園は住所地の近くにあることで、人口増加にもなり住民同士の交流の場になってい

る。今のままで是非継続していただきたい。 

▪ 自然の多い所で子育てをしたいと思って移住してきている若い方たちのためには、自宅

からなるべく近い所にあることが重要。 

▪ 遠方でも良い保育をする保育園なら送迎に多少の無理があっても通わせたい。 

▪ 近くにあることこそが最良の条件と考える保護者が存在するなら、ただ園の数を減らす

だけの施策では意味が無い。 

（通園距離について） 

■原案どおり 

○ 距離的なメリットはあっても、少人数や老朽化している施設が好まし

い保育環境とは言い難く、子どもたちにとって、保護者、働く保育士に

とってより望ましい保育園づくりを進めていく考えです。 

○ また、保育園の統廃合については、市内に８～10 箇所程度の統廃合を

目指すとしており、その場合、一定距離の範囲内に保育園があるものと

考えております。通園距離においては、ご不便をお掛けしますがご理

解、ご協力をお願いします。 

（子育て応援課） 
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▪ 保育園も少人数で送り迎えし易い近場が親たちも助かる。 

▪ 子どもは可能な限り自宅に近いところに通わせ、身体的負担を少なくし、良い環境と行

き届いた保育でのびのびと育てることが大切。 
 

126 （その他） 

▪ 学童施設の充実、保育人材の充実を進めていただきたい。 

▪ 他の福祉施設や教育施設と併設することにより、異年齢・多世代の交流が期待できる。 

▪ 経費がかかるのは当然ですが、本庁舎建設の予算があるのであればそちらを回すべき。 

▪ 「子育てするなら北杜」と言える仕事起こし、居住環境、労働条件を総合的に考えたら

いいではありませんか。 

▪ 市立保育園を減らすことばかりでなく、若い人の働く場所、住居の保障などが市として

きちんとしていくことで、定住者が増え希望のあるまちになる。 
 

（その他） 

○ ご意見等については、今後の参考とさせていただきます。 

（政策推進課） 

 

4-1-1-4 市立中学校（P97） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

127 （統廃合について） 

▪ 市の方針「魅力あり住みやすさ日本一・北杜市」を創出と中学校の統廃合を積極的に進

めることとは相容れない。 

▪ 学校を無くすと間違いなく地域から人が去る。若い人も集まるどころか去って行く。 

▪ 中学校の統廃合は何回も問題となり、市民の納得いく形の提起がいまだに出ていないと

理解している。 

▪ 計画の中に市民の納得という言葉が一切でてこないことに大きな憂慮を感じる。 

▪ 施設の老朽化だけで進めないでもらいたい。 

▪ 部活動の保障など制限されるのではと危惧する。 

▪ 統合・再編等により捻出された財源の使途に学校防災や教育機能の強化等と書いてある

が、別問題。これらに充てる財源は生徒や教員を大事に考えていれば他から出すべき。 

▪ 部活の人数が足りなければ、必要に応じて姉妹校を決め合同で練習するなども可能。 

▪ 「子どもの数を２倍」のもと、少人数教育を実施すると言い、魅力的な学校教育をめざ

すとしながら、中学校は数が多いので減らすという方向性そのものが矛盾している。 

▪ 財政上の課題を明らかにすることが悪いことではない。 

▪ 財政が行政の基準の一つであることは当然のこと。 

（統廃合について） 

■追加・修正 

○ 市立中学校の統廃合は、地域から市立中学校を無くすことが目的ではな

く、市立中学校を将来にわたって持続可能なものとし、子どもたちの教

育環境の充実、質の向上に資するために行うものです。 

○ 公立小・中学校の設置主体は市町村であり、適正配置の進め方について

は、最終的には市町村が教育的な観点から判断をするものです。 

○ 一般に、一定の規模がある学校では、子どもが集団の中で切磋琢磨する

ことなどを通じて、一人ひとりの資質や能力をさらに伸ばしやすいとい

う利点があります。一方で、小規模校によることで、「クラス替えがで

きず人間関係が固定化しやすい」「男女比に偏りが生じやすい」「各教科

に複数の教員を配置することが困難」「教員数や生徒数が限られるため、

部活動の種類が限られる」など教育上の課題があります。 

○ 市立中学校（甲陵中を除く）８校のうち、６校が１学年２学級以下の小

規模校であり、上述したような小規模校の課題が存在しています。今後、
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▪ 財政上の課題だけで、問題を処理し、推し進めようとすることは、あまりに非人間的な

行為であると言わざるを得ない。 

▪ 総合計画そのものが地域の課題にどう取り組むかということにまったく向き合ってい

ないことを意味する。 

▪ まちづくり、人づくりへの視点が欠如している。 

▪ 総合計画(行革案を含む)が、そのまま実行されるならば、北杜市での公教育の不登校は

ますます広がり、20・30 歳代の移住者は減少し、高齢者ばかりの限界集落と化し、人間

が住む場所ではなくなる。 

▪ もっと真摯に、若手の意見を中心にした市行政の改革と市民との対話の活性化に取り組

んでほしい。 

▪ 中学校は子どもの数だけでなく、地域の発展とつながっており、安易な減は許されない。 

▪ お金の計算だけして子どもたちの生活を変えようとしているのか。 

▪ 総合計画 P44「1-3-1 確かな学力の向上」に記載してある「きめ細やかで質の高い教育

を行うため少人数教育を推進し子どもたちの学ぶ力を育てます」と行革案は逆行する。 

▪ 子どもたちの生きる力の習得という観点から、明確な根拠をもって示された適正規模の

数値は、国内では今のところ無いようですし、他市との比較は教育効果的根拠とは無関

係な数値と言える。 

▪ 日本の教育費は他国に比べてはるかに少なく、教育費を節減するのではなく、むしろ増

やす方向を検討すべきではないか。 

▪ 「・国が定める適正な･･･」財政的観点で過去に定められた数字で、教育的根拠は確かめ

られていません。この表記は削除してください。 

▪ 小学校との垂直統合や他の社会教育施設や福祉施設等と複合施設化することで、教育効

果の向上、多様な人間関係の構築と協働の可能性、地域に開かれた学校づくり、部活動

の地域化といった学校機能の充実が期待できる。こうした方向性も視野に入れて、子ど

もや地域にとって最善の方法を柔軟に考えていただきたい。 

▪ 学校の存廃に関しては、財政や延床面積などという数字の問題で解決出来る事柄ではな

く、慎重に検討すべき。 

▪ 「何のために？」をきちんと説明できる計画であって欲しい。 

▪ 今ある教育施設を再編統合してしまったら 10 年後子どもの数が増えた時に再度大金を

つぎ込んで新たな施設を建設する事になってしまう。 

▪ 今は歯を食いしばってでも施設を維持すべき。 

▪ 実際に先進的な幼児教育を行っている教育施設には親が移住してでも子どもを通わせ

少子化に伴う学校の小規模化がさらに進むことが予想される中で、将来

にわたって子どもたちにとって望ましい教育環境を作り出すことが重

要です。 

○ 適正配置の検討にあたっては、「小規模校における教育上の課題」を踏

まえつつ、「市町村合併のスケールメリットを活かしたまちづくりの必

要性」「地域により人口動態が大きく異なること」「施設の老朽化」「老

朽化による維持管理等に係る将来負担の増加」など、学校を取り巻く社

会状況が変わってきていることを踏まえる必要があります。 

○ そのため、30 年間の長期計画である「公共施設等総合管理計画（改訂素

案）」に示された縮減目標である 40％程度縮減を確実に達成するため、

また、最終的な成果の視点を踏まえた基本的な考え方として、本計画案

に示している統合規模については、国の中学校の適正配置の標準規模を

踏まえ、県内他市町村の保有量水準との乖離の解消を図るべき目標値等

を設定しています。 

○ 中学校の適正規模・適正配置については、次年度に「市立中学校再編整

備検討会（仮称）」を立ち上げ、全体最適の視点に立って、生徒数や定員

数、学校施設・設備、教員等の配置も考慮したなかで再編を進めてまい

ります。 

○ いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（基本方針）の１つめの●を（現状と課題）に移動 

※（現状と課題）の６つめの●を次のとおり修正 

前）今後、限られた資源を重点的かつ効果的に活用し、教育水準の向上と魅

力的で持続可能な学校運営を行うため、適正な規模への統合・再編を進

める必要があります。 

後）適正配置の検討にあたっては、「小規模校における教育上の課題」を踏ま

えつつ、限られた資源を重点的かつ効果的に活用し、教育水準の向上と

魅力的で持続可能な学校運営を行うため、適正な規模への統合・再編を

進める必要があります。 
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るという家族も現われている。 

▪ 教育施設は決して効率で考えるべきではない。 

▪ 北杜市をこれから支える親たちと教師、PTA の力を寄せ合い、知恵を絞りあって、組み

立てていくべき。 

▪ 立派な素案が出来ているので、市民の力を引き出しながらもう少し丁寧に時間をかけて

進めていただきたい。 

▪ この項は、徹底して数値のみで、作成されており、生き生きと勉強し、部活動に親しむ

中学生の姿が見えない。 

▪ 市立中学校の教育内容が見えない。 

▪ 行政効率性を優先して、望ましくない教育環境に導く「基本方針」と言わざるを得ない。 

▪ 子どもたちの教育を受ける権利、義務教育は無償を定める日本国憲法は、市長の念頭に

は片鱗も無いのか。 

▪ 小中学校適正規模等審議会の議論とも、世界の先進的な教育事例ともかけ離れた方針で

あり、何をもって「魅力ある学校づくり」の根拠としているのか、分からない。 

▪ 小中学校適正規模等審議会の議論とだいぶ異なる方針で驚いた。 

▪ 小中学校適正規模等審議会の議論との関係はどうなっているのか？ 

▪ 小中学校適正規模等審議会の議論を真に受け止めて慎重に審議していただきたい。 

▪ 市立中学校の規模適正化問題は現在市民の中で議論中であり、市教委の小中学校適正規

模等審議会でも議論の最中。その議論はこれまでのところ「現状」「垂直統合」「水平統

合」という３論が出され市民のワークショップでも様々な論議がなされている中で、計

画案に「２～４校」案が出されていることに驚きを禁じえない。 

▪ 審議会で現在検討中の案件について具体的内容、数字を行革大綱で示すのはおかしい。 

▪ 現在、審議会が開かれ議論がなされている最中でもあり、そのさなかにこうしたヒト・

モノ・カネだけにもとづく素案を出すということ自体、市の見識が疑われる。 

▪ 現在、教育長が諮問する「小中学校適正規模等審議会」にて、市立中学校の適正規模・

適正配置について審議されている。財政的な持続可能性を含めて検討され、垂直統合案

や垂直統合と水平統合の組み合わせ案も現実的な選択肢となり、地域の意見を反映させ

ながら計画が決定される見通し。そのため、２～４校での統合・再編を進めるという基

本方針は、きわめて不適切。 

▪ 市として諮問した事柄が答申を待たずに計画される事に不信感が募る。 

▪ 「・生徒数が･･･２～４校での統合・再編を進めます。」現在審議会や市民ワークショッ

プで審議中の内容について、具体的な数字を出して方向性を示すべきではありません。

※（基本方針）の３つめの●を次のとおり修正 

⚫ 中学校の統合・再編等により縮減された財源については、学校防災機能

や教育機能の強化、教育の質向上に向けた投資など第３次総合計画を推

進するための財源として活用します。 

⚫ 中学校の統合・再編等により縮減された経営資源については、学校防災

機能や教育機能の強化、教育の質向上に向けた投資など第３次総合計画

を推進するために活用します。 

 

※（基本方針）に次の一文を追加 

⚫ 中学校の適正規模・適正配置については、次年度に「市立中学校再編整

備検討会（仮称）」を立ち上げ、全体最適の視点に立って、生徒数や定員

数、学校施設・設備、教員等の配置も考慮したなかで再編を進めます。 

（教育総務課） 
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この表記は削除し、関係者に謝罪してください。 

▪ 審議会では小学校との垂直統合も含めた形での方向性の検討がなされており、答申を待

ってから方針を決めるべき。 

▪ 先月実施された市民ワークショップにおいて、市教育委員会から「小中学校適正化審議

会の答申が優先される」との説明があった。 

▪ 現在、小中学校規模適正審議会において検討中であり、答申を待たずにこの様な内容が

記載されている事に疑問を感じる。 

▪ 市全体の意思決定のあり様も含め、この様な計画が先に出てしまう事に不信感を抱く。 

▪ 審議会の委員やワークショップに参加している住民は単なる飾り物でしかないのか。 

▪ 基本方針は、財政縮減規模を示し、形態は北杜市立小中学校適正規模等審議会や市教育

委員会の計画を尊重するという方針にしてください。 

 

128 （統廃合の規模について） 

▪ 「中学校を統廃合し２～４校にする」ことに反対。 

▪ 「２～４校の統合・再編を進めます」の記載を削除してほしい。 

▪ 国の適正学校規模（12～18 学級）や県内の１校あたりの生徒数（267 人位）の実態をあ

げ、さらに財政的な面だけでなく、教育効果を上げるためにもこの程度の規模が必要だ

と説明しているが、国の基準に沿って進めると、北杜市の場合、今は３校程度、10 年後

にはさらに減って２校に、20 年後には１校もしくは０校になってしまわないか。 

▪ 「国が定める適正な学校規模の学級数は、概ね 12～18 級となっています。」と書かれて

いるが、これは文部科学省が 2015 年に出した「公立小学校・中学校の適正規模・適正

配置等に関する手引き」に則っている。 

▪ WHO（世界保健機関）は１校あたり生徒 100 人以下という基準を示している。 

▪ 国の手引きでは、「教育的観点から望ましい学校規模」について、中教審で結論を得られ

ておらず、書かれている「適正な学校規模」というのは、国が補助金を出す際の基準だ

ということである。 

▪ 日本の小中学校は、他国と比べて規模が大きすぎるため、１校当たり 125 人はむしろ適

正に近い規模と言える。 

▪ 学校規模が大きくなることにより、一人一人の生徒が主体的に学校運営に関われなくな

ったり、きめ細かい指導が困難になったり、規則やルールが増える傾向があり、学習効

率や効果が下がる可能性がある。 

▪ 12～18 学級や 267 人の生徒数、２～４校での統合など、機械的に当てはめるのではな

（統廃合の規模について） 

■原案どおり 

○ 市立中学校を将来にわたって持続可能なものとし、子どもたちの教育環

境の充実、質の向上に資するために行うものです。 

○ 本計画案に示している統合規模については、国の中学校の適正配置の標

準規模、県内他市町村の保有量水準と同程度（乖離解消）を踏まえ基本

方針として設定しています。 

（教育総務課） 
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く、少人数の教育のメリットも考え、東京 23 区と同じ面積の広大な北杜市の現状も併

せて考えるべき。 
 

129 （少人数教育について） 

▪ 市長公約の「少人数学級の推進」をして「子どもたちに多様な教育環境を提供」は素晴

らしい。これらを実現してこそ、北杜市の未来を担う子育て世代の集まってくると思う。 

▪ クラスの人数が少なければ行き届いた教育ができる。 

▪ 少人数学級方式に発展的に転換する方向で、教育条件改善に努めるべき。 
 

（少人数教育について） 

■その他 

○ 少人数学級の推進については、国、県の動向を注視し、適切に対応して

まいります。 

（教育総務課） 

130 （市立甲陵中・高について） 

▪ 市立甲陵中・高一貫校は、市立としての費用を負担すべきものと考えにくい。 

▪ 市立甲陵中・高校は、市内の生徒が半分もいないのに市が財政負担しているのはなぜか。

前から問題だと思っていた。 

▪ 市立甲陵中・高校を廃止して、私立にするべきだ。 

▪ 特別進学コースのみの募集校に金を出すのに、中学校を２～４校に統合することは公平

性がない。 

▪ 市立中学校「9 校」と記されているが、9 校の中には甲陵中学校も入っていると思う。甲

陵中学について詳細（生徒数・教職員数・経費・予算など）のことは「小中学校適正規

模審議会」のワークショップでも審議内容として出されていない。 

▪ 「２～4 校」からは、甲陵中学は除かれているのか。もし 9 校に入っていて「２～４校」

にということなら極端、市立中学は甲陵＋１校ということもあり得ることになる。甲陵

中学の位置づけを明確にすべき。 

▪ 中学校９校に甲陵中は文科省指定という理由で存続が前提だろうが、市民が何％を占め

ているのか、そこに乏しい市の財政をつぎ込む意味を見出せない市民は少なくない。 

▪ 現在の９校を「２」にする、とまで示すことは、甲陵中学校が SSH（スーパーサイエン

スハイスクール）である甲陵高校との中高一貫校なので、事実上現在の７校を潰して１

校だけ残す選択もあり得る、ということか。 

 

（市立甲陵中・高について） 

■追加・修正 

○ 当計画案の対象校に市立甲陵中・高は含まれておりませんので、次のと

おり修正します。 

○ なお、市立甲陵中・高については、中高一貫校として、先進的な理数教

育や国際性を育むための教育など特色ある教育に取り組んでおります。 

○ いただいたご意見等については、市立甲陵中・高の在り方を検討してい

く際の参考とさせていただきます。 

 

［修正内容］ 

※（現状と課題）を次のとおり修正 

前）９校の生徒総数は 1,123 人で１校あたりの平均生徒数は約 125 人 

後）甲陵中を除く８校の生徒総数は 1,003 人で１校あたりの平均生徒数は約

125 人 

前）また、１校あたりの学級数は 4.2 学級で 

後）市立中学校（甲陵中を除く）の１校あたりの学級数は 4.4 学級で 

 

※（基本方針）を次のとおり修正 

前）２～４校での統合・再編を進めます。 

後）２～４校（甲陵中を除く）での統合・再編を進めます。 

（教育総務課、甲陵中・高校） 
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131 （通学距離・時間、地勢的な条件等） 

▪ 北杜市の広さを考慮せず、国の基準をそのまま当てはめるのは無理がある。 

▪ 歩いて通える４km が小中学校への距離で、公共交通がそれにみあって網羅されるのか。 

▪ 歩いて行けない学校へどうやって通うのか。 

▪ 北杜市は面積が広く、例えば２校にした場合、スクールバスをだすとしても到着まで時

間がかかりすぎ生徒に負担がかかる。 

▪ 通学の時間は、何十分かかるのか考えるだけで恐ろしい。 

▪ 子どもたちの通学途中の安全は、誰が責任とってくれるのか（市長？それとも市職員？） 

▪ スクールバスを利用するとしても定時で帰る子やクラブ活動をする子では登校時間や

下校時間も違う。 

▪ 具合を悪くして早退する子どもへの対応も当然考えているのか。 
 

（通学距離・時間、地勢的な条件等） 

■その他 

○ 中学校の統合にあたっては、通学距離・時間についても考慮する必要を

認識しております。通学の安全確保、交通手段などを総合的に勘案して、

適切な在り方を検討してまいります。 

（教育総務課） 

132 （その他） 

▪ 10 年後に子どもの数を 2 倍にするのであれば、これ以上の統廃合をせずに、その目標に

向かって全市一丸となって若い移住者を呼び込むことに専念すべきではないか。 

▪ バスで登下校することになると、地域で子どもを見る機会がなくなる。地域には、いろ

んな人たちが居ることが大事。 
 

（その他） 

■原案どおり 

○ いただいたご意見等については、今後の参考とさせていただきます。 

（教育総務課） 

 

4-1-1-5 学校給食センター（P98） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

133 ▪ 学校給食センターの再編に反対。 

▪ 自校方式に転換して、食材料調達と共に地産地消方式を確立し、地域産業の発展に寄与

する方向で検討すべき。 

▪ 給食は子どもたちの健康な発達になくてはならないもので、老朽化で統合と安易に決め

るべきではない。 

▪ 学校を複合施設化し、併設施設利用者のためのランチルーム、交流の場、メニューを選

べる給食の提供、子ども食堂としての機能も視野に入れるなど、新しい発想を取り入れ

て柔軟に検討していただきたい。 

▪ 泉中学校給食調理場をなくし給食センターに統合するのは子どもたちを大切にしてい

るとは思えない。 

▪ 給食の拠点は財政的、施設管理上の視点だけでなく、子どもの食育や地産地消の拠点と

■追加・修正 

○ 学校給食センターの運営の主な課題は、「施設の老朽化」「調理員の確

保」などがあります。 

○ 特に、小淵沢学校給食センターと泉中学校学校給食調理場は老朽化が

進んでおり、修繕を実施しながら施設を維持している状況です。 

○ 施設の統廃合後も、米をはじめとする本市特産品の地産地消や食育に

一層力を入れ、学校給食の質向上に努めてまいります。 

○ 現時点で自校方式への転換は考えておりません。 

○ いただいたご意見等を踏まえ、次のとおり修正します。 
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いう視点からも考えてほしい。 

▪ 小淵沢学校給食センターと泉中学校学校給食調理場で作られている給食は美味しいと

保護者・生徒に評判。 

 

［修正内容］ 

※（現状と課題）の２つめの●を次のとおり修正 

前）このうち、小淵沢学校給食センター及び泉中学校学校給食調理場は、建

設から約 40 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

後）このうち、小淵沢学校給食センター及び泉中学校学校給食調理場は、建

設から約 40 年が経過し、老朽化が進んでおり、修繕を実施ながら施設を

維持している状況です。 

（学校給食課） 

 

4-1-1-6 市営住宅（P98） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

134 ▪ どのような住宅、住宅地が求められているのかニーズ調査を行い、効果的な住宅供給を

行ってほしい。 

▪ 異世代のシェアハウス、グループホームなどの整備も検討してみてはどうか。 

■その他 

○ 子どもが賑わうまちを目指していく上で、若者や子育て世代のニーズ

に対応した住環境の提供は重点課題と認識しております。 

○ このことから、公共施設の統廃合等で生じる市の未利用地などの効果

的な活用の観点から、様々な住宅地の確保について検討を行ってまい

ります。 

（住宅課） 

 

行革の柱２ 歳入の確保・歳出の抑制 

4-2-1 事業・サービスの見直しによる人件費の縮減（P100） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

135 （行政事務の効率化） 

▪ 職員のスキルアップやマネジメント力の向上といった人材育成や適材適所の人事配置、

業務効率を悪化させる人事異動の抑制、外部人材の登用、県外出身者を増やすなど、人

的資源管理の項目を加えてほしい。 

▪ 職場環境の改善、職員のやりがい感のアップ、希望者制プロジェクトなど、市職員のや

る気が向上するような仕組みづくりや職員のやる気が生かせる仕組みづくりも検討し

（行政事務の効率化） 

■追加・修正 

○ 本市では、これまでも「ワークライフバランス」の実現、職員の活力及

び健康の維持増進に取り組んでおり、組織・人員体制の適正を進める中

でも、職員が前例に捉われず、創造性を持ち、高い意欲を持って挑戦・

改革する職員の育成と組織づくりを進めております。ご意見等を踏ま
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てほしい。 

▪ 「事業の見直し」だけでなく「事業の必要性の検証（事業仕分け）」も常時行ってほしい。 

▪ 有名無実の補助金団体の見直しで補い、デジタル化、AI 化などに増やす人材をむしろ、

教師やエッセンシャルワーカーにまわすべき。 

 

え、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（行政事務の効率化）の１つめの●を次のとおり修正 

前）既存事業の見直しやサービス実施主体の変更、行政事務の効率化 

後）既存事業の見直しや業務量の縮減、サービス実施主体の変更など、 

行政事務の効率化 

※（行政事務の効率化）に次の一文を追加 

⚫ 前例に捉われず、創造性を持ち、高い意欲を持って挑戦・改革する職員

の育成と組織づくりを進め、行政事務の効率化を図ります。 

 

※（民間活力の活用推進）に次の一文を追加 

⚫ 民間企業等職務経験者、専門的知見を有する人材を確保（人事交流含む）

するなど、行政運営の活性化に取り組みます。 

（人事課・政策推進課） 

136 （人件費の縮減） 

▪ 人口減、人口構成に見合った市職員削減、市議の定数削減をすべき。 

▪ 市役所は就業先が少ない中での安定就職先なのか 

▪ 人口 90 万人以上の世田谷区で区議は 50 名程度に対して、人口 4.6 万人程度の北杜市の

議員数は 20 名で人口構成に見合っていない。 

▪ 世田谷区の職員数は 5,000 人程度に対して、北杜市は 600 人程度で、人口構成に見合っ

ていない。 

▪ 議員定数削減と月額手当の増加を図り、若年候補者を増やすべき。 

▪ 市議はアルバイトなどのうわさ。 

（人件費の縮減） 

○ 行政改革を断行するうえで，まず行政内部の徹底した改革に着手するこ

とは大前提のものと認識しております。 

○ 職員数についても聖域なく、不断の見直しを行うものとし、計画案に記

載のとおり、職員数の適正管理に努め、総人件費の縮減に取り組んでま

いります。 

○ また、職員総数の削減を進める中でも、必要な執行体制の強化を図り、

職員が意欲をもって働きつづけられる職場づくりを進めるとともに、行

政サービスの維持や新たな行政ニーズへも対応してまいります。 

○ なお、計画案には議員定数の削減等は含まれていません。市議会議員の

定数等については，市議会での自主的な判断のもと，従前から改革に取

り組んでいただいております。 

（人事課・議会事務局） 
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4-2-2 上下水道事業の経営健全化（P100） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

137 ▪ 「上水道料金体系を１体系への料金体系・料金に見直し」の方針に反対 

▪ 水道料金は８町村が合併した当初から問題になっている。 

▪ 旧町村には水道料金決定の歴史があって現在の形になっており、財政事情からのみ問題

をとらえるべきではない。 

▪ 市民の税金を公共のために使うことは当然のことであり、非常時を考えれば市が最も力

を入れ、税金を投入して市民の生活を守る責任がある。 

▪ 水道料金の市内統一は、合併協定では合意できなかった。 

▪ 水道法に基づく各町の総括原価を比較して体系を議論し直すべき。 

▪ 施設整備にお金がかかるのなら、利用者の負担増だけではなく北杜市の事情（簡易水道

が多い、湧水の水利権設定など）を示して国からの負担も検討すべき。 

▪ 各町で水源が異なり要する費用も違うのだから、実態に沿った料金体系にすべき。 

▪ 水道は公的事業体形にして、無料にすべき。 

▪ 統合や負担の在り方などの具体的な案がない。 

▪ 一部地域には負担増になり問題。 

▪ ダムの水を１滴も飲んでいないので一本化しないでほしい。 

▪ 水道引くにもお金がかかりすぎる。住宅を立てやすくするためにも、もっと安く引くこ

との出来るようにすべき。 

■原案どおり 

○ 上下水道事業については、市民のみなさまの生活を支えるライフライン

を守り続けるため、本市の経営戦略に当たる「北杜市上下水道事業経営

基本計画」に基づき、管路や施設の改築更新・耐震化をはじめとする事

業を着実に推進するとともに、業務執行の見直しや効率的な事業運営等

による経営基盤の強化を進めています。 

○ しかしながら、本市の上下水道事業は、人口減少、少子高齢化に伴う需

要減少や節水技術の進歩等により、料金収入の更なる減少が見込まれて

います。 

○ こうした中、広大な地域に張り巡らされた管路の延長は、上水道で

1,300km、下水道で約 700km と県内でも突出して長く、その上、上水道

の管路は、その給水量の４割が各家庭に届く前に漏水により失われてい

る現状など老朽化が進んでいることで、毎年の修繕費に数千万円単位の

負担が生じているだけでなく、将来的な管路の更新に対しても巨額の財

源が必要となっている実情から、将来世代が上下水道サービスを安定的

に享受することができなくなる可能性を多分にはらんでいる極めて深

刻な経営課題を抱えており、経営の健全化は待ったなしの状況です。 

○ 今回の改革では、こうした本市の実情を踏まえたうえで、経営努力を進

めるとともに、一般会計からの負担（税金）を抑制した持続可能な経営

基盤を構築していくため、料金体系の見直しにも踏み込んでいくことが

不可欠とする市の考え方を示しています。 

○ なお、料金体系・料金に見直しには一定の期間を要することから、将来

を見据え、本計画案に記載し、いただいたご意見等も参考に、持続可能

な事業運営を目指した更なる経営基盤強化の取組を進めてまいります。 

（上下水道総務課） 
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行革の柱３ 組織体制の適正化 

4-3-1 市役所本庁舎の建設と総合支所の見直し（P102） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

138 （本庁舎建設について） 

▪ 本庁舎建設等の推進は、計画を見直すべき。 

▪ 膨大な建設費を確保すために市民に密着したサービスを削減すべきではない。 

▪ 現本庁舎は、低層で使いやすい。 

▪ 面積が広く移動も大変。 

▪ 「これまで先送りにしてきた本庁舎の建設について具体的なアクションを起こす」とあ

るが、上村市長の公約では全くふれられていなかった。 

▪ 新庁舎建設は巨額な借金による事業となるため、市民との十分な議論と合意が必要。 

▪ 市民の納得を得ることなく「速かに」とか「具体的アクションを起こす」などというこ

とは、明らかに市民を無視したやり方だ。 

▪ 公共施設の一部統廃合を進める一方で、性急に新庁舎建設を推進するなどは、市民の理

解が得られるはずがない。 

▪ 新庁舎建設をするのであれば、次の市長選に公約として掲げ、市民の信を問うてからに

してはどうか。 

▪ 本庁舎は基本的な業務に限定し、総合支所が住民との接点の役割を果たせるように変え

れば、本庁舎は現在の位置で整備すれば十分。 

▪ 合併時の約束・協定（住民サービスは後退させない）を守ってほしい。 

▪ コロナ禍の下、困窮者への救済を優先。学生の授業料免除、国保料の低額、給食費の無

料、学校費用の無償（修学旅行・部活等）など。 

▪ 立派な建物であっても中味が貧しかったら寂しい。その逆でこそ、住民から支持される。 

▪ すべての公共施設の縮減する一方で教育、社会保障を抑制して、コロナの時期の本庁舎

の建設に反対。 

▪ 本庁舎は、あと 30 年は地震等にも大丈夫と聞いている。 

▪ 市役所本庁舎の建設は過去に停止したはず。 

▪ 緊縮財政や 8 町村の施設の適正化（市民サービス低下になる）で生み出した予算で建設

すべきではない。 

▪ 現状で工夫して運営できるのではないか。 

▪ 今、コロナウイルスの感染がいつまで続くか予想も出来ない情勢の中で、役所の建設は

（本庁舎建設について） 

■追加・修正 

○ 市役所本庁舎の建設については、現時点で具体的に決まっていること

は何もありませんが、合併時からの課題となっています。また、コロナ

対策や福祉施策を蔑ろにするものでもありません。 

○ 庁舎建設にあたっては、現在の庁舎が抱える様々な課題を解消するこ

とが、市民の安心・安全な暮らしを守ることにつながると認識しており

ますが、建設地、規模、予算、市民の理解等、様々な課題があり、一定

期間時間を要することから、将来を見据えた方針を示したものです。 

○ 検討にあたっては、初期投資を抑え、将来世代に負担を残さないことを

最優先に、「本庁舎のあり方に関する市民検討会（仮称）」を新たに設置

し、幅広い観点から、検討してまいります。いただいたご意見等を踏ま

え、次のとおり修正します。 

 

［修正内容］ 

※（現状と課題）の（本庁舎建設等）の５つめの●を次のとおり修正 

前）これまで先送りにしてきた「本庁舎の建設」「総合支所のあり方」につい

て、具体的なアクションを起こす必要があります。 

後）新型コロナウイルス感染症対策や市民生活のセーフティネットとしての

役割を果たしつつ、これまで先送りにしてきた「本庁舎の建設」「総合支

所のあり方」について、具体的なアクションを起こす必要があります。 

（総務課） 



84 

 

不要不急の最たるもの。 

▪ 現在の本庁舎西側の建物は数十年の耐震性が有ると説明しており、改めて、本庁舎建設

は必要ない。 

▪ 本庁舎建設の総工費については、財政縮減の観点から、規模あたりの費用を他市町村庁

舎より格安に抑える目標を明記すべき。 

▪ 何もかも後退しようとする中で、庁舎だけは新しくするというのはもってのほか。 

▪ 本庁舎建設について、市民との間で合意形成とあるが市民の理解が促進していると言え

るか疑問。 

▪ 市庁舎建設の場所の提示がないので、まちづくりの構想が見えない。 

▪ 「合併から 10 年のうちに検討するとしていた市役所建設について、合併から 17 年を迎

えた現在もその方向性を示すことができていません。」と云うのは余りにもひどすぎる。 

▪ 新庁舎建設ありきではないか。 

▪ 「初期投資を抑え、将来世代に負担を残さないことを最優先に…」とありますが、余り

にも初期投資を抑え将来世代に負担を残さないことを重視して、無難でオーソドックス

な本庁舎建設でなく、コンペ等を利用して将来世代に夢と希望を与える 50 年 100 年先

を見すえた環境創造都市にふさわしい本庁舎を望む。 

▪ 北杜市は市域が広く、市内でも生活圏域が分かれているため、一つの中心市街地を核と

したまちづくりは難しいため、市役所本庁舎等の公共施設は、地域住民の利便性等を考

慮して市の中心地域に設置するのが望ましいのではないか。 

▪ 「本庁舎のあり方に関する市民検討会（仮称）を新たに設置し、位置等を含め、速やか

に検討を進めます。」とあるが、メンバーはどの様に決めるのか。 

▪ 人と自然と文化が躍動する環境創造都市を実現するためには、計画的な土地利用や都市

機能の集積を図るため、都市計画区域の設定が至急必要。 

▪ まずは本庁舎の適切な位置を決め、本庁舎及び将来を見越した公共用地を確保する必要

がある。 

▪ 現在の仮設の本庁舎は老朽化、耐震性能、防災拠点としての機能不足など、様々な課題

をかかえており、至急建替が必要であり、新都市建設が起爆剤になると思う。 

▪ 現状で十分。 

▪ 子どもの数が２倍になった時に改めて検討したらよい。 

▪ なぜ現状では駄目なのか市民に丁寧に説明してください。 

▪ 住民のための市政をしないで、立派な庁舎だけ建てて何をするのか。 

▪ 組織体制の適正化について、経済性や効率性の視点から推進しようとしているが、ここ
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にも民主主義の視点がない。 

▪ 基本的人権の保障、民主主義の実現を考えれば、むしろ分散配置のほうがいい。 

▪ 「市庁舎建設」の財政貯めこみのため、福祉・教育・文化を切り捨てるのかと思える。 

▪ 本当に財政が厳しいのなら、市庁舎建設をあきらめるべき。 

▪ 今、本庁舎建設に取り組むことに反対。 

▪ 既に箱モノが沢山残っているのでそれらを本庁舎として有効活用すべき。 

▪ 本庁舎建設はいずれ必要かも、でも喫緊の課題ではない。 

▪ 多くの住民サービスの切り捨てにつながる本庁舎の建設は本末転倒。 

▪ 本庁舎建設は費用も掛かることから、市民の理解を得る努力をして欲しい。 

▪ サービス低下になる本庁舎建設に反対。 

▪ 市庁舎は補修しながらでも行政の仕事は出来る。 

▪ お金がなければ新庁舎への巨額のお金を子どもたちのために使ってほしい。 
 

139 （総合支所の見直しについて） 

▪ 市長は旧町村意識を克服しようと訴えているが、合併に際して市民サービスは維持する

ことになっていた。気軽な市との窓口である現機能を維持していただきたい。 

▪ 「行政センター」的機能への移行を進めるとしている。行政範囲の拡大と権限の集中の

動きは、末端切り捨てを認める構えと表裏一体である。 

▪ 市民目線、主権者目線で考えれば、総合支所を「行政センター」的機能へ移行させると

いうのは誤っている。 

▪ 総合支所機能は、社会教育施設・コミュニティ施設等の複合施設の一角に行政窓口を置

いたり、コンビニと連携するなど、市民が利用しやすい場所で、コンパクトにサービス

を提供できる体制に変えていけばよい。 

▪ 支所の窓口業務を減らすことは住民サービス低下につながり反対。 

▪ 総合支所こそ機能拡大、人員配置を多くして行政サービスの拡充を図るべき。 

▪ 総合支所機能の縮小に反対。 

▪ 「総合支所のあり方」について、むしろ支所を充実して教育、福祉、災害等生活に直接

関わることは身近な支所で、中核的な課題は本庁が責任を負うようにした方が住民にと

って暮らしやすい。 

▪ 支所の今の機能を維持してほしい。 
 

（総合支所の見直しについて） 

■原案どおり 

○ 総合支所の見直しは、各地域（旧町村）から窓口業務を無くすことが目

的ではありません。窓口などの住民サービス部門は残しつつ、本庁との

二重行政になっている部分について見直してまいります。 

○ 合併以降、総合支所方式を維持してきましたが、本庁業務の多様化・高

度化への対応や経済性や効率性が課題となっております。 

○ 県内合併市の行政改革の取組状況を見ても、公共施設の統廃合の取組と

連動させつつ、本庁舎の建て替えや本庁集約化による効率的な事務の執

行を指向し、取組が進んでいます。 

○ 本市においても、計画案に記載のとおり、市民サービスに直結する窓口

業務を各地域に維持しつつ、生涯学習施設等が併設され、行政サービス、

地域コミュニティや防災の拠点として複合的な役割を持つ「行政センタ

ー方式」での集約を目指してまいります。 

（総務課） 
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4-3-2 デジタル時代の変化への対応（P102） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

140 ▪ デジタル化の急激な推進には多くの危惧がある。 

▪ 特に個人情報の取り扱いがどうなるのかに関心があるが、この計画には「個人情報」を

どう取り扱うかについての言及がない。 

▪ 「情報漏洩」も問題になっているがセキュリティ対策にも触れていない。 

▪ デジタル化を推進するだけではなく、市民に開かれた情報公開の在り方から見直しても

らいたい。 

▪ 市のホームページは他市と比べて非常にわかりづらく、改善の余地がたくさんある。 

▪ 情報公開について、以前から市議会でも請願が採択されているのに、市議会本会議のラ

イブ配信が実現できていない。こんな状態でデジタル化に突っ込むのは心配。もっと今

できることに力を注いでもらいたい。 

▪ デジタル化の推進については、マイナスの部分にも十分に注意して、慎重に審議してほ

しい。 

▪ マイナンバーカードの所で、デジタル活用とは言っても、業務効率化だけに目がいくの

ではなくマイナンバーカードの個人情報漏洩やカードにしたくない人への配慮が必要。 

▪ もう２年ほど前、”Socirty5.0”についてのある論文を読んだことを思い出しました。 

▪ 論文の筆者は記憶にないのですが、説明として「サイバー空間とフィジカル空間を高度

に融合」とあったので、すぐ一致しました。その論文によれば、「説明不可能な架空の理

論で、全くのペテンだ」とのこと。さすがに政府もまだ言及していないと思います。 

▪ 「サステナブル」というなら、育児や教育にこそ力を入れてしかるべきです。 

▪ 国が示す Societｙ5.0 にならった市の計画も全てがデジタル自動化され、いかにも夢の

世界です。財源はどこから捻出されるのか。 

▪ 「高齢化社会の支え手減少への対応」として「持続可能な社会”Socirty5.0”への移行」が

強調されていてびっくりしました。 

 

■追加・修正 

○ 国が示す「自治体 DX 推進計画」の重点取組項目として「自治体情報シ

ステムの標準化・共通化」「マイナンバーカードの普及促進」「行政手続

きのオンライン化」「AI・RPA の利用促進」「テレワークの推進」「セキ

ュリティ対策の徹底」「組織体制の整備」が位置付けられており、この

指針に沿って取り組んでまいります。 

○ また、デジタル活用の推進にあたっては、高齢者をはじめ情報弱者にな

りやすい方々が取り残されないよう、デジタルデバイド対策に取り組

み、デジタル技術・サービスに対する不安感の払拭や使いたくなるよう

なデジタル技術・サービスの提供などに努めてまいります。 

 

［修正内容］ 

※（デジタル化の推進）の２つめの●を次のとおり修正 

前）国が示す「自治体ＤＸ*推進計画」の重点取組項目を推進し、行政のデジ

タル化、社会全体のデジタル化に向けた体制を構築し、その取組をより一

層強化します。 

後）国が示す「自治体ＤＸ*推進計画」の重点取組項目である「自治体情報シ

ステムの標準化・共通化」「マイナンバーカードの普及促進」「行政手続き

のオンライン化」「AI・RPA の利用促進」「テレワークの推進」「セキュリ

ティ対策の徹底」「組織体制の整備」を推進し、行政のデジタル化、社会

全体のデジタル化に向けた体制を構築し、その取組をより一層強化しま

す。 

 

※（デジタルデバイド対策の強化）を次のとおり修正 

前）人に優しい視点を大切に、高齢者をはじめ情報弱者になりやすい方々が取

り残されないようデジタルデバイド*（情報格差）対策に取り組みます。 

後）人に優しい視点を大切に、高齢者をはじめ情報弱者になりやすい方々が取
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り残されないようデジタルデバイド*（情報格差）対策に取り組み、デジ

タル技術・サービスに対する不安感の払拭や使いたくなるようなデジタル

技術・サービスの提供などに努めてまいります。 

（管財課） 

 

行革の柱４ 開かれた行政運営の推進 

4-4-1 審議会等の最適化（P104） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

141 （審議会等運営について） 

▪ 多くの審議会議事録からは活発な質疑応答や提案・議論の様子が伺えず、活性化が急務。 

▪ 審議委員の人選方法を再考してみてはどうか。 

▪ 市担当者の事務負担軽減のため、資料の事前編集など生産性の低い作業を省くべき。 

▪ 審議会の有効性を評価する第三者による評価制度を導入してみてはどうか。 

▪ 公募枠を増やし、意欲・関心のある委員の割合を増やすべき。 

▪ 委員の委嘱にあたっては、情報収集や知識の習得、市民の意見を広聴することに努める

など、責任と役割を明確に伝える必要がある。 

▪ 審議会の運営については、意見を言うだけで議論の場となっておらず、意見が反映され

たかの確認も行われていないケースも多く見られる。 

▪ 資料を事前に配る、前回意見にどのように対応するかを丁寧に説明する、議論できる時

間的余裕を設けるなど、有効な審議の場となるよう見直しを進めてほしい。 

▪ 市の方向性と異なる意見が無視されたり、市の方向性への誘導があったり、審議中の内

容について別の計画の中で市の方針が示されたりといったことが起きている。 

▪ 委員に高齢者が選ばれることが多く、時代に即した価値観や発想が不足している。 

▪ 議事録掲載までの期間を短縮するよう努力してほしい。 

▪ 開催にあたっては広報だけでなく、利用者など関係者への周知を充実させてほしい。 

 

（審議会等運営について） 

■記載あり 

○ 簡素で効率的な行政運営を行うため、計画案に記載しているとおり、審

議会等の最適化については、社会情勢の変化により設置の必要性が低下

した審議会等の整理や運営方法等の指針を整備することで、審議会等の

効率的な活用と活性化につなげることとしています。 

○ 今後、いただいたご意見も参考としながら、運営方法や見直し方針を示

していきます。 

（総務課） 

142 （地域委員会について） 

▪ 地域委員会は、旧町村でそれぞれイベント等に取り組んできており、今日まで果たした

功績は大きい。 

▪ 地域委員会は、市政の補助的役割を十分に果たしている。 

（地域委員会について） 

■原案どおり 

○ 地域委員会については合併からこれまで、市民と行政との懸け橋役とし

て、本市のまちづくりの一翼を担っていただきました。 
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▪ 地域委員会の役割は、今後も必要だと思う。 

▪ 地域委員会は、当初の設置目的を凌駕して発展している。 

○ 一方、新市建設計画の進行管理という地域委員会の最大の設置目的は既

に達成されており、県内すべての合併市においても地域委員会は廃止さ

れております。 

○ 地域委員会の見直しについては、これまで地域委員会が企画・実施して

きた地域行事・イベント等を無くすことが目的ではなく、行政区の果た

す役割を踏まえながら市民にとってどのような形態が望ましいのか、将

来にわたって持続可能なものとするために組織の見直しを行うもので

す。 

（企画課） 

 

4-4-3情報発信力の強化（P104） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

143 ▪ 情報発信だけでなく、情報収集も強化してほしい。 

▪ 市民のまちづくりへの当事者意識を向上させるため、勉強会・研修会の開催、パンフレ

ットの作成を行うといった項目を加えてほしい。 

▪ 広聴機能の強化の一つとして「子ども議会の設置」を検討してみてはどうか。 

▪ 開かれた議会とは程遠い実態や市の行政に期待を持てない市民はたくさんいる。何が原

因か検討するのが先。 

 

■記載あり 

○ 少子化対策や移住定住施策等に取り組む上で、子育て世代や若年層への

行動変容を促す行政広報と市民の声を広聴することが重要であると認

識しており、記載のとおり、広聴機能の強化に取り組んでまいります。 

（秘書広報課） 
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５ 「プラン推進のために」について（P106～108） 

１ 数値目標による進捗管理（P107） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

144 ▪ 指標の項目が現時点では未定となっているが、大変重要な部分なので案作成後、再度パ

ブリックコメントを取る必要があるのではないか。 

■その他 

 指標項目については、パブリックコメント等のご意見を踏まえ、総合計画

審議会の審議を踏まえ、最終的に設定してまいります。 

 なお、指標設定の考え方につきましては、第６回総合計画審議会の資料を

市ホームページで公開しておりますのでご覧ください。 

（政策推進課） 

 

３ 庁内マネジメント体制（P108） 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

145 ▪ 「･･･各部局の取り組みを共有する機会を増加させることで･･･」とあるが、そもそも部

局横断的に共同で取り組む施策もあるのではないか。 

▪ 施策によっては、部局横断的なプロジェクトチームを作って（場合によっては市民も加

えて）、縦割りの枠にとらわれずに取り組んでほしい。 

■記載あり 

社会が複雑化する中、多くの課題への組織横断的かつ柔軟な対応が求めら

れていると認識しております。 

これまでも農業と福祉、移住定住などの分野で部局横断的な取り組みを展

開してまいりましたが、今後は、スポーツと観光など、地域資源や強みを掛

け合わせた行政部門の垣根を超えた取り組みが一層重要となってくることか

ら、計画案に記載してあるとおり、庁内各部門に横櫛を通して柔軟な対応に

つなげることとしています。 

なお、総合的な対応が必要な横断的なものについては、リーディングプロ

ジェクトにも位置付けながら取組を進めていきます。 

（政策推進課） 

 

 



90 

 

６ その他（計画の内容以外に関すること） 

パブリックコメントについて 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

146 ▪ 働き盛りにはちょうど良いかもしれないが、年末年始を含んだ 30 日間では時間が短す

ぎる。 

▪ 市役所に行って P100 の計画を見る時間が足りない。 

▪ パブリックコメントの情報を知ったのは広報１月号で、家に届いたのは 12 月末、すで

に募集期間の半分が過ぎていた。 

▪ 再度、市民に広く、丁寧に説明をしたうえで改めてパブリックコメントを求めるべき。 

▪ パブコメ期間を３か月にすべき。 

▪ 「パブリックコメントで、住民の知恵と力を引き出す市政」の運営をすべき。 

▪ 今回のように「さぁ、今回はこれで行くので、意見があったらパブコメを」的な「上か

ら目線」の市政では、市民の「総合計画の実現に協力しよう」という意欲がくじかれる。 

▪ 様々な市民の気持ちを受け止め、丁寧な対応、納得の話し合いの場を設けるべき。 

▪ ふつうは様式を用意して、意見を記入して送信ボタンをクッリクすれば届くという形。 

▪ 意見をメールで送ろうとすれば、アドレスをメモしたりと、かなりハードルが高い。 

▪ 市広報等による計画の周知なしに、12 月 16 日～１月 14 日は拙速乱暴。 

▪ 市広報に骨子案を載せ、実施すべき。 

▪ 八ヶ岳ジャーナルの１月１日号をみて、コメントしている。 

▪ 議会にも市民にも説明が全く不十分。 

▪ 市民生活に重大な影響が起こる施策について、年末年始を挟む１ヶ月で P108 の計画に

ついてコメントを締め切ることは、拙速以外の何ものでも無い。 

▪ P108 にも及ぶ文を読み、意見を言える市民は多くない。 

▪ 支所で大綱を借りても返しに行く交通手段が無い。 

▪ 急な提案で、不安しか残らない。 

▪ このような提案が市から出ていること、パブリックコメントを募集していることも知ら

ない人が何人もいる。 

▪ 時間をかけて、市民の不安を取り除きながら事を進めるべき。 

▪ 第３次総合計画と新行政改革大綱について、友人・知人に聞いても知らない人ばかり。 

▪ もっと丁寧に市民に説明して理解を求めるべき。 

■その他 

○ パブリックコメントの実施期間・方法等については、「北杜市パブリッ

クコメント実施要綱」に基づき実施しています。 

○ また、本計画（素案）のパブリックコメントの実施にあたっては市広報

紙や CATV、ホームページへの掲載、SNS での情報発信を行い周知に努

めるとともに、山梨日日新聞や八ヶ岳ジャーナルにおいて当パブリック

コメントの実施が報道され、多くの皆さまから多数のご意見をいただい

ております。 

○ 第２次北杜市総合計画、第５次行政改革大綱を策定時のパブリックコメ

ントの実施状況をみても、期間は概ね１カ月、意見数は、基本構想５人、

基本計画 12 人、行革大綱 0 人であり、「実施期間が著しく短い」「実施

方法に問題があった」とは考えていません。 

○ パブリックコメントの形式や回答方法等については、いただいたご意見

を参考にさせていただき、今後、より多くの皆さまのご意見を頂戴でき

るよう引き続き工夫してまいります。 

 

（参考；北杜市パブリックコメント実施要綱抜粋） 

第５条 実施機関は、計画等を公表するときは、次に掲げる方法により行

うものとする。 

(1) 市役所本庁及び総合支所の所管課等の窓口における閲覧 

(2) 市のホームページへの掲載 

(3) その他必要と認める方法 

 

第６条 実施機関は、市民等が計画等の案について意見等を提出するため

に必要とされる期間に考慮し、1 ヶ月程度を目安として意見の受付期間を
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▪ 子どもや、学生、働いている若者、子どものいる世帯、そして生活保護世帯の人々にも、

丁寧に意見を聞くべき。 

▪ 財政が厳しいからこそ、市民の意見をよく聞いて、結論を出すべき。 

▪ 議会で十分な議論が保障されているか問題で、審議とパブコメの期間を延ばし、計画を

再考し、広範な市民の意見を聞くべき。 

▪ 幅広く市民の声を聞きたいのであれば、もっと広く知らせ、もっと時間をかけ意見を募

るべき。 

▪ 各コメントに対して、反映できない場合は、明確な理由を示すべき。 

▪ 「個別計画で対応」する場合は、具体的に計画名を明記すべき。 

▪ パブコメ実施の時期が、年末、正月を挟んだ１ヶ月という期間は、当該文書の分量と内

容、その重要性からして、市民から意見を徴収する目的としては妥当ではない。 

▪ パブコメを一旦停止し、市民の声を聴き、その上で修正を加えて、市民が納得できる形

に変えるべき。 

▪ このパブコメを「市民の声を徴集したよ」とのアリバイに使うべきではない。 

▪ 資料は P100 を超える PDF でパソコンでも非常に見にくい。 

▪ コンパクトにまとめた概要版、スマホでも見やすくするなどの工夫をすべき。 

▪ 中高生からも学校を通じて意見募集を行うべき。 

▪ 市内の中高生にもパブコメ参加経験の機会を提供すべき。 

▪ ほぼ同時期に実施している他の計画のパブコメは、すべて総合計画につながるものだ

が、窓口がそれぞれ異なる。関係課が連携をはかって総合的に参考にすべき。 

▪ 同時期に各種パブコメがあって非常にわかりにくい。 

▪ HP 上から直接送信できるようになっていないのが不便。 

▪ LINE からも直接送れるようにすべき。 

▪ 現状では計画案を知らない市民が大部分いる。 

▪ 充分な周知期間を取ったうえで、意見を交わしながら決定された計画でなければ、計画

自体が円滑に実行できず、計画倒れに終わってしまう。 

▪ 募集期間を１年間とし、もっと意見を聞くべき。 

▪ 地域での説明会、誰もが見られるプリント等を用意して時間をとって生の声を聞き、生

の声で答えるべき。 

▪ ＨＰにアクセスできない市民のことなど初めから無視しているのではないのか。 

▪ 前年の年末年始にも４つの大きな政策に関するパブコメが同時に実施され、批判が集ま

ったにもかかわらず、何の反省もなく今回も同じことが行われている。 

定めるものとする。 

（政策推進課） 
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▪ 「行政・市民・市議会とで共に作成しよう」「困難な所があっても、いろいろ検討し、共

に叡智を重ねて善い結論を導き出そう」という熱意・温かみが感じられない。 

▪ 知らないうちに大切なことが決まってしまうことにあせり、不満がある。 

▪ 紙面確認だけでは無理がある。 

▪ パブリックコメントの提出期限が短い。北杜市民にとって大切な問題が詰まっている総

合計画をもっと丁寧に時間をかけて知らせるべき。 

▪ 総合計画のことを多くの市民に知ってもらい最良の案が出ることを願っている。 

▪ パブリックコメントが iPad から送信できなかった。テキストフォームを作るべき。 

▪ 素案の貸出期間が一週間では読み切れない。 

▪ 提出した意見は、公表の時には概要ではなく、一語一句削除することなく掲載するよう

強く要望する。 

 

 

計画策定について 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

147 ▪ 「関心ある人だけでいい」的な取り扱いではいけない。 

▪ P103 の「開かれた行政運営の推進」を目指すならもっと市民がこの計画の議論にさまざ

まな角度から参加できるようにすべき。 

▪ この計画は数々の問題をはらんでおり、性急に決めるべきではない。 

▪ ３月議会で全部決めるべきではない。 

▪ 市民の納得が第一である。 

▪ 数字をあれこれいじくって市民を無視して物事を進めるやり方には断固反対。 

▪ 魅力ある北杜市、子どもたちの声が賑やかに聞こえる北杜市にするには、できるだけ市

民の声を集めて、計画を実りあるものにすべき。 

▪ 県内で、すでに失敗している「過去の総合計画」からも学ぶべき。 

▪ カタカナ横文字が多すぎる。市民が理解しやすいように、日本語で作成すべき。 

▪ 耳ざわりの良い言葉が並んでいて良い印象が持てない。 

▪ 短期間のうちに市議会で決議予定とは討論が不十分になるのではないか。 

▪ 現行計画はどうするのか。 

▪ 第 2 次北杜市総合計画 H29-H38（2017‐2026）では第 3 次総合計画の策定作業は H36

（2024）からとされている。第 2 次総合計画とのつながりに一切言及がないが、膨大な

■その他 

○ 総合計画の見直し、行政改革の推進については、令和２年 11 月の上村

市長の所信表明において言及されたことをうけ、進めているものです。 

○ 市議会への説明については、令和３年２月、３月に策定方針を説明し、

当初示したスケジュールに合わせて８月に骨子案、12 月に素案につい

て説明・報告を行ってきました。 

○ 策定期間については、今回の策定の趣旨にもある新型コロナウイルスを

含む社会情勢の変化に対応するため、性急に取り組む必要があり、当初

計画したスケジュールで進めております。 

○ また、計画策定に限らず、課題解決や時代の変化にスピード感をもって

適切に対応できる市役所、行政経営の視点を今まで以上に意識した市役

所に変わっていかなければならないと考えています。 

○ 一方で、限られた時間の中で、市民の声に耳を傾け、地域の将来像や今

後の方向性について、踏み込んだ議論を行うため、様々な立場の人の意
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労力と費用をかけて作成した第 2 次総合計画を期半ばで破棄するのか。 

▪ 第 2 次総合計画を破棄して、第 3 次総合計画を策定することについて、市民へは何の説

明もないのか。 

▪ 実行されない計画を立案するのは行政の無駄の最たるものだ。 

▪ 第 2次総合計画よりも、直面する課題に正面から向き合おうとする今回の計画案の方が、

格段に良いものである。 

▪ 市政への市民の信頼をつなぐためにはなんらかの説明があって然るべき。 

▪ 進め方が急すぎる。 

▪ 市民の意見をもっと聞くべき方法を考えて進めるべき。 

▪ 今市民が何に対して問題意識を持っているのか把握すべき。 

▪ 合併前のまちに戻すべきだ。 

▪ 日々の市政への真摯な取組みに感謝する。 

▪ 今回の総合計画に関しては市民が内容を知らないまま進められている。 

▪ 住民にとって重要な「市の将来の姿」を決めるのに、あまりにも拙速で安易である。 

▪ 北杜市合併後 16 年が経過し、生活保護の保護率、介護保険の認定率、子ども高齢者の生

活支援（扶助率）の予算に占める割合などの分野の見直しが優先すべき。 

▪ 計画全般に暮らし難い提案がされている。暮しやすい市民生活優先の提案を望む。 

▪ この基本構想はコンサル会社に丸投げして作ったのではないのか。 

▪ この基本構想は、北杜市のことをわかっていない方たちが綺麗な言葉を並べ、国の方針

通りに作ったのではないのか。 

▪ 行革は行政改革推進委員会で審議されている。総合計画審議会で総合計画と行革二つを

審議するのは不適切である。 

▪ 例えば、P44、少人数教育の推進と言いながら、行革では学校の統合、縮減を勧めるな

ど、「総合計画」の内容と反する内容がいくつもある。 

▪ 「総合計画」では耳触りの良い言葉を並べているが、今回の第三次計画の中心は「新行

革大綱」ではないのか。 

▪ 一般的にも理解しにくい「デジタル用語」が多用されているが、これで市民の理解を得

られるのか。 

▪ 国の「デジタル田園都市国家構想」の内容が今回の「総合計画」の随所にちりばめられ

ているが、導入によって北杜市民にとってどのようなメリットがあるのか、デメリット

はないのか市民に理解できるように計画し直すべき。 

▪ 行政で最も重要なことは、憲法にも書かれている「地方自治」だが、一度もその言葉が

見を聞き、計画（素案）に反映してきたところです。 

○ 具体的には、市政発足以来はじめて総合計画審議会に一般公募枠を新設

し、４人の公募委員を採用し、識者、市内の各種団体、企業の代表者 24

人からなる総合計画審議会を設置し、昨年７月からこれまでに７回の審

議会を開催しています。 

○ また、審議会は公開とし、議事要旨のほか、審議会終了後、速やかに会

議資料を市ホームページに掲載するなど、これまでの公開方法を見直し

たうえで進めております。 

○ また、新型コロナウイルスの感染拡大等による制約を受けながらも市民

ワークショップ、高校生ワークショップ、若者世代アンケート、企業団

体ヒアリング等を行い、特に子育て世代や若い世代への意見聴取を重点

的にとりくみ、これまで以上に多数のご意見等を伺っております。 

○ 加えて、新設した「ほくと子ども育成戦略会議」においても、総合計画

の策定を踏まえたなかで、「少子化対策・移住定住・安心して働ける環

境の実現に関する提言書」の提出を受け、計画（素案）に積極的に反映

したところです。 

○ 今回の総合計画の策定にあたっては、これまで以上に市民の皆さま、特

に子育て世代、若者の意見聴取を強化し、意見を伺いながら進めていま

す。 

○ 計画策定に係るご意見についても、今後の参考とさせていただき、各種

計画策定にあたって工夫してまいります。 

（政策推進課） 
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出てこない。 

▪ 今回の行革が中心となる総合計画では、2030 年の北杜市の姿は決して希望のあるまち

にならない。 

▪ 莫大な税金を使ってコンサル会社に外注し、北杜市でなくとも通用する計画ではなく、

市が作った血の通った計画に作り直すべき。 

▪ 全体的にもっと時間をかけて市民の声を聞き、討論し合うことが大事である。 

▪ 2 次の計画はどうだったのか。もう少し市民へ理解できる説明の場が必要。 

▪ 膨大な計画は時間をかけて市民の間で議論をしていくべき。 

▪ 新・行政改革大綱には、平成の大合併についての検証がない。合併が市民にとってどう

であったのかメリットデメリットをまず聞くことが必要。 

▪ 市の都合の良い方を集めた委員会でなく、公募制にすべき。 

▪ 市民が税の使い道や現在のサービス等に納得して、はじめて次の段階に進める。丁寧な

市政運営をすべき。 

▪ 民間にまるなげして作らせたような内容だ。市が中心でコンサルに頼むぐらいの柱は持

つべき。 

▪ 資料となる大綱等が多大で、市民のどれ位の人が目にすることが出来るのか。 

▪ 総合計画が作られることについて、いろいろな方法、形で市民への提示を徹底すべき。 

▪ 難しい用語（カタカナ）が多すぎるので、できるだけわかりやすい日本語にすべき。 

▪ 「10 年後の北杜市のあるべき姿」として「第３次北杜市総合計画」と「新・行政改革大

綱」の２つをパッケージしたものを住民に説明もなく進んでいってしまうのはあまりに

も拙速すぎる。 

▪ あまりにも膨大な内容に驚いた。どれだけの市民がこのような「総合計画」と「新・行

政改革大綱」の存在に気づくことができるのか。 

▪ ３月議会上程の予定と聞くが、もっと時間を掛けて、市民の声を聞き、総合計画や行革

に反映すべき。 

▪ 市民への説明会を開催し、市民の声を吸い上げて、1 年程度かけて計画案の見直しをす

べき。 

▪ 「多くの市民の行政や地域への参画と協働が必要不可」というなら、計画段階からの市

民の参画を今以上に強化すべき。 

▪ 今回の審議会への市民の公募はアリバイ作りである。 

▪ 職員がまず内容を咀嚼すること、そして自治体職員としてこれを指針に今後の仕事に生

かしていくことを肝に銘じられる状態にすべき。 
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▪ コンサル作成の文書にありがちな外来語、カタカナを多用し、スローガン的な表現が目

立ち、一般市民には内容を理解するだけでも困難だ。 

▪ 市長をはじめ、市の幹部が地域で「総合計画」作成にかかわる市民と市長の対話集会を

設け、市民目線を盛り込む「総合計画」に練り直すべき。 

▪ こんな行革では、魅力ある北杜、子どもの数が 2 倍になる北杜には程遠い。いろいろ問

題もある総合計画とも逆行し、市民生活に大きな打撃を与える案件がわずかな期間で決

めてしまうのは大問題である。 

▪ 市民の声を反映することを強調しながら、文書作成を外注し、市民が作成過程で意見を

挟む機会など、まったく担保されず、このまま３月議会に提案されて議論されるには、

拙速といわざるを得ない。 

▪ 大変乱暴な計画であり、市民の立場にたった市長の考えとは思えない。 

▪ どこかの民間会社に作らせたのではないか。 

▪ 子どもに関する事はよく考えて提案すべき。 

▪ 合併から 17 年が経ち、見直す時期、内容はある。 

▪ 北杜市の未来を決めて行く極めて重要な課題なのに、市の進め方は大変唐突だ。 

 

 

その他 

№ ご意見要旨 対応と考え方 

148 ▪ 市教育委員の刷新を提案したい。武川の「いじめ問題第３者委員会報告書公表版」のP129

からの市委員の対応は、あまりに酷く、いじめ防止対策推進法に反している。不適切な

対応をした職員は、責任を追及されるべき。 

▪ 食育について、地域の伝統的行事や料理、時期に合った食材を使い、他国や他の地域に

頼らずとも市内の米と野菜を中心としたメニューをできるだけ増やせる。調理環境や調

理士の方々とディスカッションするチャンスを作っていただきたい。 

▪ 国の意向だからということではなく、市民・住民の方に目を向けた政策を考えることが

上村市政には求められている。 

▪ P100 を超える文書を眺めると、空疎な絵空事、どこかで見たことのある文面を感じる。 

▪ 3 月議会で結論を出すことは市民無視の典型である。 

▪ これまで地域ごとに行われてきた祭りなどの行事を廃止する働きかけが行われている

が、地域文化を壊している。 

■その他 

○ いただいたご意見については、今後の参考とさせていただきます。 

（政策推進課） 
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▪ 市議会への議事提案も、３月議会から６月議会以降に延期すべき。 

▪ 市議も、当該文書を十分に読みこなしているとは思えない状況では、議会において、し

っかりと本質的な実りある審議は保証されない。 

▪ 上村市長の住民意識のズサンな把握と市民生活の現状認識で、10 年先の「総合計画」の

目標達成することが出来るのか。 

▪ 総合計画で美しい未来を夢見るのはいいが、その目標を達成しようとすれば市民の協力

が欠かせないはずである。市民の協力は市当局への信頼があるかどうかが決定的で、今

の市当局にその信頼がないとダメ。 

▪ 総合計画は「公約」と広報１月号の「新年ごあいさつ」と整合していない。 

▪ 「あらゆる政策を結集して市民とともにめざす長期目標」（選挙公報・公約）に、【子ど

もの数を 10 年で２倍】をはじめ、「少人数学級の推進」「フリースクールの検討」「認可

外保育の助成検討」「高校生までの医療費無料化」「常勤のお医者さん確保・緊急医療体

制の強化」「＝移住者・定住者の声を反映」「市民のための市政運営を図る」などを掲げ

ていたが総合計画とは真逆である。 

▪ 保育園や中学校図書館など教育関係に関わる大胆な統合再編が計画されているが、上村

市長の公約「子どもの数を 10 年で２倍に」を一年余りの市政で諦めてしまったのか。 

▪ 市長は広報１月号の新年あいさつで「市民の誰でもが幸せを実感できる町づくり」を目

標に掲げているが、それならばなおさら市民の意見を細かく聞く耳を持ち、事に当たる

べき。 

▪ 太陽光問題、公共施設の削減等、市民置き去りの行政。こんな状態で 10 年間で「子ども

を２倍に」の公約は達成できるのか。 

▪ 選挙時の公約とは、「選挙に勝つための口約束である」ので、口約束は守らなくても良い

とお考えか。 

▪ 新・行政改革大綱の実行は、上村市長の最大公約の「10 年後に子どもの数を 2 倍にす

る」とどう繋がるのか。 

▪ 上村市長の公約だった太陽光パネルの条例を見直す件もいつの間にかなくなって業者

側に都合の良い骨抜き条例のままだ。 

 

 

 


